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議 事 日 程（第１号） 平成２３年１２月８日（木） 午前１０時 開会 

                                 開議 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 各常任委員会行政調査報告について 

日程第 ５ 承認第 ７号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

（熊本県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の

減少及び規約の一部変更について） 

          上程、提案理由の説明、質疑、討論、採決 

日程第 ６ 議案第６０号 大津町暴力団排除条例の制定について 

日程第 ７ 議案第６１号 大津町一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例について 

日程第 ８ 議案第６２号 大津町農村レクリエーション関連施設の指定管理者の指定に

ついて 

日程第 ９ 議案第６３号 平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）について 

日程第１０ 議案第６４号 平成２３年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

について 

日程第１１ 議案第６５号 平成２３年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第３号）

について 

日程第１２ 議案第６６号 平成２３年度大津町介護保険特別会計補正予算（第３号）に

ついて 

日程第１３ 議案第６７号 平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）

について 

          一括上程、提案理由の説明 

日程第１４ 議案質疑 

議案第６０号                  質  疑 

議案第６１号                  質  疑 

議案第６２号                  質  疑 

議案第６３号                  質  疑 

議案第６４号から議案第６７号まで        一括質疑 

日程第１５ 委員会付託 

議案第６０号から議案第６７号まで 

請願第５号 
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               午前１０時１３分 開会 

開議 

○議 長（大田黒英生君） ただいまから、平成２３年第６回大津町議会定例会を開会します。 

 本日の会議を開きます。 

 

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。会議録署名議員は、会議規

則第１２０条の規定によって、月尾純一朗君、坂本典光君を指名します。 

 

     日程第２ 会期の決定 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第２ 会期の決定の件を議題とします。 

 まず、議会運営委員長の報告を求めます。議会運営委員長松永幸久君。 

○議会運営委員長（松永幸久君） おはようございます。ただいまから、議会運営委員会における審議

の経過と結果についてご報告いたします。 

 当委員会は、１２月１日午前１０時から委員会Ａ室におきまして議会運営委員全員、また大田黒議

長に出席を願い、平成２３年第６回大津町議会定例会について審議をいたしました。 

 まず、町長提出議案の９件について、執行部より大筋の説明があり、その後、請願・陳情の取り扱

いについて協議をいたしました。 

 また、議事日程、会期日程、その他議会運営全般について協議をいたしました。 

 なお、町長提出議案のうち承認第７号については、先に議決すべき案件でありますので、本日の会

議において質疑・討論の後、評決することにいたしました。なお、一般質問については９名ですので、

一般質問の１日目は通告者の１番から５番まで、２日目が６番から９番までの順で行うことになりま

した。 

 次に、会期日程について協議をし、議席に配付のとおり本日から１５日までの８日間といたしまし

た。 

 以上、大田黒議長に答申をいたしました。 

 これで、議会運営委員会委員長報告を終わります。各議員のご協力、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） お諮りします。本定例会の会期は、ただいまの答申並びに議席に配付しま

した会期日程（案）のとおり、本日から１２月１５日までの８日間にしたいと思います。ご異議あり

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、会期は本日から１２月１５日までの８

日間に決定いたしました。 



 11

 

     日程第３ 諸般の報告 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第３ 諸般の報告をします。 

 本日の議事日程並びに報告内容については、議席に配付のとおりです。 

 

     日程第４ 各常任委員会行政調査報告について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第４、各常任委員会行政調査報告についてを議題とします。各常任委

員長から委員会行政調査報告の申し出があっておりますので、この際これを許します。 

 経済建設常任委員長坂本典光君。 

○経済建設常任委員長（坂本典光君） おはようございます。ただいまから経済建設常任委員会の研修

報告をします。 

 当委員会は１１月１５日から１７日まで徳島県上勝町では第三セクター「いろどり」及び「緑の分

権改革推進事業」について、鳴門市では「なると金時」について研修しました。神戸市では「人と防

災未来センター」視察。兵庫県加東市では社町駅周辺地区まちづくり交付金事業」を研修しました。 

 上勝町は、人口１９１１人、面積１０９キロ平方メートル、内８８.５％は山林です。大小５５の集

落が山林の急傾斜地に点在しています。町の出来事をたどってみますと、昭和５２年にマイナス１３

度の寒波に見舞われ、特産品であったみかんの木が枯れてしまいました。外材の輸入で林業が衰退し

ました。昭和３０年の６千２６５人をピークに人口が激減。現在１９１１人です。高齢化率は５０％

です。そのような中で、元農協職員の横石さんの指導、努力で「もみじ」や「なんてん」の葉っぱを

採取して料亭に売る事業が第三セクター「いろどり」を中心に行われています。全世帯の２３％にあ

たる１９４戸と契約しています。年商２億６千万円ですから、１戸平均で１３４万円の売り上げにな

ります。 

 緑の分権改革推進事業は、同機構の小林さんから説明を受けました。水力発電のミニチュア版を見

せてもらいました。貯水場から落差４３メートル間をパイプを引いてベルトン型水車を回しています。

約２キロワットの電力が得られるそうです。参加者の感想としまして、横石さんというリーダーの存

在は大きい。 

 町中が平地のない谷間の中にあり、そういうところでも収入を得る手段があることを見出した着眼

点と実行力はすばらしい。わが町でもちょっとした発想で、まちおこしを生むような特産品を生む体

制が必要だと感じた。学ぶべきは地元での仕事確保に一生懸命になった人と行政の後押し、葉っぱが

ビジネスになると着眼したこと、どうしたら売れるかの工夫、研究。販売先の確保と拡大などが挙げ

られるなどがありました。 

 次、鳴門市人口６万２千人、大塚製薬の工場があります。農地面積１９７０ヘクタール、農家戸数

１６６９戸。「なると金時」の生産地はＪＡ里浦の海岸に近い東部地帯です。ＪＡ里浦は甘藷耕作面積
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３３０ヘクタール、売上２２億円、平均農家２ヘクタール、平均単価３１９円は、大津からいもの２

倍近く、９０％以上が共販体制ＪＡを通してなされていました。京阪地域の販路が確立されているよ

うでした。甘藷は現在の「なると金時」品種母体である「高系１４号」が昭和３１年に導入され、塩

分を多く含んだ砂地での栽培に適していることがわかりました。甘藷の後作の「だいこん」の砂地栽

培も確立されたため、麦に代わる高収益な裏作として現在の作付け体制が確立しました。稲作転換の

代表例として全国的に有名になりました。ＪＡ里浦の農家は７月に早掘りし、９、１０月に総掘りし

た後、温度、湿度が管理できる貯蔵庫に貯蔵。７月の早掘りが一番値段が高いそうです。貯蔵された

甘藷は翌年の６月ごろまで順次出荷されます。里浦地区は海に近いので砂地になっています。差別化

を図るためＪＡ里浦で栽培されたものを「里むすめ」として商標登録しています。 

 参加者の感想として、もともと作物の栽培に適さないと思われていた塩分を含んだ砂地が甘藷にむ

いていることを発見したことがすばらしい。農家の人々はそこの土地がやせていても、なんとかして

生きていかねばならない。生き抜く執念と知恵が「なると金時」を生んだと思う。農家の９９％が農

協の甘藷部会に入り、組織的に出荷計画やブランド維持のための農薬の制限が行われている。大津か

らいものブランド化、つまり価格が上がり維持されるためには、こうした組織的な統一が必要だと思

う。大津甘藷は味も質も「なると金時」に負けてないと思う。もっとＰＲして市場、消費者、需給者

との連帯強化していくべきだと思う。町長のトップセールスが必要だと思うなどがありました。 

 神戸市「人と防災未来センター」は、１９９５年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災を記念し

て建てられました。センターは大地震の経験を語り継ぎ、教訓を未来に残すことを目的にしています。 

 次に、兵庫県加東市人口３万９千人、面積１５７キロ平方メートル、平成１８年に社町、滝野町、

東条町が合併してできました。市街化区域の線引きのある町とない町が合併したため混乱が続いてお

ります。東西に中国自動車道が走り、南北を国道が２本、さらにＪＲ加古川線が通っています。人口

規模、交通条件、財政規模等が大津町と類似しています。まちづくり交付金事業である社駅周辺地区

整備事業は、平成１９年に終了しています。社駅は無人駅であり、待合室も兼ねた交流館が建てられ

ています。交流館の管理は地元自治会に年４３万円で委託しています。駅乗降人数は１日平均３５０

人、通学が大半とのことでした。 

 参加者の感想としまして、駅の近くには工業団地があるが人口が増加しているとは思えない。駅周

辺は人通りがなく、過去の町の印象だった。人口増加、若者、活気は大事である。踏切改良で歩行者

安全のため歩行区域がなされていた。改良された道路は片側１メートルに緑のカラー舗装で歩行ゾー

ンがつくられている。このことによって、車のスピードダウンにつながっている。わが町でも参考に

したいなどがありました。 

 以上で報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 文教厚生常任委員長鈴木ムツヨさん。 

○文教厚生常任委員長（鈴木ムツヨさん） おはようございます。ただいまから、文教厚生常任委員会

の行政調査報告を行います。 

 当委員会は、１０月４日から１０月６日までの３日間、石川県加賀市「施設を街中に整備し、地域
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包括ケアの実現を目指す取り組みについて」、富山県小矢部市は「総合保健福祉センターの機能につい

て」、富山県高岡市は「生涯学習センター、ウィング高岡の機能について」、同県富山市は「学び続け

る子どもの育成について」と「富山市立中央小学校」を視察研究いたしました。その内容を要約して

申し上げます。 

 まず、石川県加賀市は、面積３０６キロ平方メートル、人口平成２３年９月７万２千６４３人、高

齢化率２６.７％、要介護認定者数、平成２３年３月時点で３,３３５人。平成１１年ごろ７万９千人

いた人口が減少しています。観光客もバブル期には４００万人いたが、現在は２００万人と半減して

いるとのことでした。人口減少の原因は、職場がない、結婚で出ていく人が多いとのアンケートの結

果ですが、まだ妙案がないとのことでした。 

 介護保険事業は郊外にあった大規模特養ホームを３分割して、本体施設とサテライト型施設として

市外へ移転を行っている。市内には、日常生活圏域が７圏域ありますが、第３期に３カ所が整備完了

されており、第４期に４カ所整備し、各圏域に１カ所ずつ整備される予定です。今後は、新規の大規

模施設は整備せず、街中に小規模多機能型居宅介護を中心とした地域密着型サービス事業所の整備を

進め、日常生活圏ごとの包括ケアを目指されています。地域包括支援センターは、平成１９年にサブ

センターを廃止し直営に一本化、総合相談事業は、土曜、日曜、祭日も含め２４時間体制で対応し、

後日職員が自宅を訪問しているとのこと。高齢者と子どもの共生型施設として学童クラブと通所型介

護予防事業、介護予防拠点を併設したものもあります。介護サービス基盤の整備及び運営指針として、

地域住民との交流が図りやすいとして、施設は街中の既存の古民家や空き店舗等を再利用されたもの

もあります。高齢者にとって生活の場とし、暮らし続けることができる施設であること、日常的に地

域との交流の場や機会を設ける。キャラバンメイトの配置など、自主的な地域住民向け認知症サポー

ター講座を開設する。職員側の都合や業務優先ではなく、一人一人のペースを保ちながら暮らせるよ

う支援する等が上げられています。このことにより、様々な地域住民が集う場としてまちづくりが進

められています。その結果、利用者の方々が元気になったと報告が上がっています。介護保険料は、

基準額、月額４千５００円で、第３期と同額。１０段階制を活用。研修した委員から、介護本来の意

味を考え、地域と家族の絆が大切であると考えさせられた。高齢者の身になって人の尊厳を考え、今

後よりよい介護のあり方を築いていかなければならないとの意見がありました。 

 次に、富山県小矢部市は、面積１３４.１１キロ平方メートル、平成２３年４月人口３万２０３人、

老齢人口率２９.６％、要介護認定者数１４２４人、小矢部市総合保険福祉センターを視察。敷地面積

６千２１８平方メートル、鉄筋コンクリート３階建て、本館４千７６６.６９平方メートル。総事業費

は、用地、造成、設計を除いて１５億７千７００万円、名前のとおり、保健センター、福祉センター、

ふれあいセンター、訪問介護ステーション、児童センター等が入居し、きらりと光健康福祉都市の拠

点という役目を担っています。施設内容は、保健センターにおいては、社会福祉事務所、社会福祉課、

保健福祉課、相談室、リハビリルーム、検診室、母子診断室、栄養学習室、研修室等が整備され、福

祉センターでは社会福祉協議会、ヘルパーステーション、訪問看護ステーション、児童センター、子

ども家庭支援センター、家庭児童相談室、会議室、視聴覚室が整備されています。保健センターは、
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地域住民に密着した健康相談、健康教育、健康審査、機能回復訓練等、保健サービスを総合的に行い、

母子保険事業、成人老人保健事業、健康増進事業、予防接種事業を実施している。福祉センターは、

訪問看護ステーション、家庭を訪問して看護サービスを行い、児童センターでは学童保育も行ってい

る。在宅介護支援センターは相談事業、相談業務や可能なサービスに関する情報を把握し、代行業務

を行っている。デイサービスセンターは、介護者への介護指導も行っている。ふれあいセンターは、

小矢部温泉タワーのお湯があり、１回６００円で子ども半額、高齢者へ無料入浴券を配付し、利用状

況は１０年間で４０万人と好評である。平成８年よりコミュニティバスを運行し、介護保険を受けて

いない人がバス利用の難しい人へは、チーム制で乗り合いタクシーもある。人が安らぐ健康と福祉に

抱かれる町をテーマに掲げ、健康づくりの推進に力を注がれていると感じました。 

 次に、富山県高岡市、面積２０９.４２平方キロメートル、人口平成２３年３月時点で１７万６千７

９２人。高岡市生涯学習センターを視察。高岡駅前の再開発事業が実施されたもので、総事業費９１

億８００万円で、平成１６年４月開設。地下１階、地上１２階建てで、市、県、民間の施設がある。

県の施設の中に生涯学習校があり、富山県立志貴野高校定時制定員３３０人で、一般も３０人受け入

れている。市の施設の中に中央図書館、生涯学習センター、男女平等推進センターがあり、民間施設

にホテル、飲食施設等があり、開設当初から指定管理者制度を取り入れている。生涯学習センター講

座の特徴として、大学連携、ジュニア芸術、高岡学等がある。施設利用カードにＩＣカードを導入し、

インターネットで各施設予約が可能。図書館の貸出カードとしても活用されています。近代的な建物

で駅前で交通の便がよく利用しやすい場所となっています。市民の生涯学習及び交流の場を提供する

とともに学習活動を総合的に支援し、生涯学習の振興を図っておられます。 

 次に、富山市、面積１２４１.８５平方キロメートル、人口２３年３月４１万７千４６人、富山市立

中央小学校、児童数３８３人。３校を統合し、平成２０年４月開校。ＰＦＩ導入により、学校建設、

鉄筋コンクリート４階建て。ＰＦＩのメリットとして、統廃合の問題は児童の保護者だけでなく、地

域住民の意向も重要視されるため、合意が得られた時点で早急に対応すべき。しかし、予算の確保が

困難。民間の資金やノウハウを活用し、財政負担の縮減や市の財政負担を平準化できる。建設費の一

部を１５年間延べ払い。建設後、１５年間維持管理サービスを受ける。施設の内容。オープンスクー

ル形状の教室。中庭テラスは、雪や雨でも利用可能な屋根付き半屋外に設置。人工芝グラウンド、ロ

ングパイル構造になっており、天然芝に近いゴムチップはカラー。交流モール、子どもたちは朝、正

門を通り、交流モールを通って児童玄関から校舎に入る。雨や雪の日に昇降口に雨や雪を引き込まな

いようになっています。屋根開閉式屋上プールは、屋根のガラスがＵＶ加工されていて、床は昇降式

でプールとして使用しないときは人工芝を敷き、多目的室として利用。氷蓄熱システムを利用した空

調施設もあり、屋上に太陽光発電５キロワット、風力発電設備３００ワットを３台、太陽光集熱パネ

ル、ここでできるソーラー温水器貯湯量２００リットルは、２階特別支援教室に隣接するシャワー室

で利用。ビオトープが設備され、その中にも太陽光、風力発電ハイブリッド型外灯が設置されている。

また、ビオトープから体育館に外気を取り入れるクールチューブを設置し、自然エネルギーを利用。

教室には、夏場の暑さ対策と冬場の温度むら解消にサーキュレーションファンを併用。普通教室１６、
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特別教室、理科室２、音楽室２、図工室２、家庭科室２、メディアセンター、英語教室、教育相談室、

１６０人が利用できるランチルーム、床暖房付き。教師コーナーが１階から３階まで各階にあります。

敷地の行動利用、バラエティに富んだ子どもの居場所、環境保全、省エネにより、環境教育に力を入

れていると感じました。ＰＦＩ導入については課題も多いと思います。学校の教育目標として、学び

合う楽しさを実感できる学校づくりを掲げ、また豊かな人間性を育む教育を目指している。家庭との

連携、地域との連携にも力を入れている。地域児童健全育成ルーム、中央子ども会には、毎日放課後

子どもたちが集っている。登録者数は１００人を超え、活動や宿題など十分できるスペースが確保さ

れ、ボランティアの指導員が来られている。地域への開放エリアは、体育館を含めた校舎の北西側、

富山市教育委員会が独自に作成した学校教育指導方針により、子どもを延ばす家庭学習の手引きは、

小学校盤、中学校盤と２種類あり、各家庭に１冊配付されています。 

 委員より、総合評価としてはソフト、ハードともに大津町より優秀であるとの意見がありました。

また、指導の方針は、その地域の実勢が出ていてよいと思われる。中でも学力調査等の統計で今後の

重点事項や強化事項が記されているのがよいと思うとありました。 

 以上で、文教厚生常任委員会の行政調査報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 総務常任委員長大塚龍一郎君。 

○総務常任委員長（大塚龍一郎君） おはようございます。ただいまから、総務常任委員会の研修報告

をいたします。 

 １１月２８日から３０日まで、福井県庁総務部税務課納税推進室におきまして、福井県地方税滞納

整理機構について、福井県鯖江市におきまして、夢みらい館・さばえ、男女共同参画の推進事業につ

いて。京都府京都市におきまして、京都市市民防災センターの機能について研修いたしました。 

 まず、福井県地方税滞納整理機構について、県と１７市町は、平成２３年度から共同して地方税の

厳正な滞納整理を目指し、徴収体制を強化し、時間を要する案件は年度をまたいで取り組めるように

やっており、最小限の費用と滞納整理を直接行う職員のみで構成され、任意団体方式で組織されてお

ります。県総務部長を委員長とする運営委員会、県税務課長を幹事長とする幹事会、県総務課納税推

進室であるところを事務局とし、そして実際徴収する共同徴収チームを３地区別に編成をし、県職員

を１名ずつリーダーとして配置しており、国税ＯＢをアドバイザーとしておいておられ、滞納整理目

標として、一つ、個人住民税をはじめとする市町税の収入率の向上を目指す。二つ、市・町から引き

受けを全滞納物件について全額徴収、滞納処分、執行停止のいずれかの処理を行う。三つ、整理機構

において蓄積したノウハウ等を市・町と共有し、徴収技術の向上を図っている。平成２３年度実績を

見ますと、対繰越分と現年分の収入率が約１８.７％であり、予告による自主納税額が６９件、１千万

円ほどで、徴収困難さを感じたところでございます。今後もますますこのような整理機構の機能の重

要さは増すものと思っておりますという感想でございました。 

 次に、夢みらい館・さばえ男女共同参画の推進について、夢みらい館・さばえは、平成１９年より

夢みらいＷｅが指定管理者として運営し、鯖江市男女共同参画推進拠点施設として位置付け、鯖江市

より市民主役事業として公募のあった男女共同参画推進に係る５事業とスポーツ教室事業を提案し、
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市の委託を受けている。鯖江男女共同参画ネットワークや地域推進委員会とも共同して、市民の手に

よる男女共同参画事業を推進している。さばえネットワークは、第３次鯖江市男女共同参画プランに

沿って、一つ、男女共同参画社会の実現に向けた啓発推進事業の実施、２つ、研修会、講習事業等の

開催、３つ、情報発信事業の実施、４つ、その他目的達成に必要な事業、５つ、連携事業、以上の主

要事業を押し進めている。男女共同参画社会形成のための一つの指標して、各審議会等の女性委員比

率３５％以上との達成に努めるとしている。審議会など政策または方針等決定に係る組織のメンバー

などの人選に役立てることを目標として、様々な分野にわたる女性の人材登録制度が実施されている。

市補助金年間２７万円を含め、総計５４万円ほどの予算で運営されるネットワークでありますが、参

加団体の２３名の理事さんをはじめ、組織がしっかりとしており、自主サークルの多さと活動の広さ

を感じたところでございます。 

 次に、京都市民防災センターの機能について。災害の恐ろしさを忘れないために、万一災害が起き

たときに被害を最小限に押さえるために、バーチャル体験を通じて防災に必要な知識と行動力を身に

つけるように開館されており、１階では地震強風映像体験室、２階では防災訓練室、避難体験室、通

報訓練コーナー、３階では消防ヘリコプターの展示があり、シミュレーターの操作もできます。３Ｄ

京都大地震、３Ｄサウンド土砂災害の恐怖などの視聴覚室、応急手当訓練室等があり、見る、聞く、

触れる、感じる防災体験が一挙にできるように工夫されております。学童から一般市民に至るまで、

防災への取り組みに大きく役立つ施設だということを感じとったところでございます。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） これで、各常任委員会の行政調査報告を終わります。 

 

     日程第５ 承認第 ７号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

（熊本県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び規約の一部変更について） 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第５、承認第７号を議題とします。 

 お諮りします。承認第７号は、会議規則第３９条第２項の規定によって、委員会付託を省略し、会

議で審議を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、承認第７号は、委員会付託を省略する

ことに決定しました。 

 提案理由の説明を求めます。町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 皆さん、おはようございます。早速、承認第７号、専決処分を報告し承認を

求めることについてでございますが、菊池市及び大津菊陽水道企業団が矢護川地区簡易水道組合の給

水区域に相当する給水区域の拡大に係る水道法の認可を受ける日の前日限りで、矢護川地区簡易水道

組合が熊本県市町村総合事務組合から脱退することに伴い、地方公共団体の数の減少による熊本県市
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町村総合事務組合の規約の一部変更でございます。地方自治法第２９０条の規定による議決事件です

が、急施を要しましたので、同法第１７９条第１項の規定により専決処分し、同条第３項の規定によ

りこれを報告し、議会の承認を求めるものでございます。 

 以上、提案理由の説明を申し上げましたが、審議の上、ご承認を賜りますようよろしくお願い申し

上げます。 

 なお、所管部長をして説明させますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 承認第７号、専決処分を報告し承認を求めることについて、熊本県市町村

総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び規約の一部変更についてご説明申し上げます。

議案集は１、２ページ、資料集も１から２ページになります。この案件につきましては、熊本県市町

村総合事務組合の構成団体であります矢護川地区簡易水道組合が菊池市及び大津菊陽水道企業団が矢

護川地区簡易水道組合の給水区域に相当する給水区域の拡大に関わります水道法の認可を受けまして、

本組合から脱退したことに伴いまして、同規約の変更を平成２３年１０月１４日専決処分したもので、

地方自治法の規定により議会の承認を求めるものでございます。 

 変更する内容につきましては、熊本県市町村総合事務組合規約の別表第１、組合を組織する地方公

共団体及び別表第２、組合の共同市処理する事務の表の中で、矢護川地区簡易水道組合を削るもので

ございます。 

 なお、附則でこの規約は菊池市及び大津菊陽水道企業団が矢護川地区簡易水道組合の給水区域に相

当する給水区域の拡大に関わります水道法の認可を受ける日から施行するといたしております。 

 なお、構成市町村の同文議決案件でございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） これで、提案理由の説明は終わりました。 

 これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから採決を行います。承認第７号、専決処分を報告し承認を求めることについて、熊本県市町

村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び規約の一部変更についてを採決します。この

採決は起立によって行います。本件は、承認することに賛成の方はご起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、承認第７号は、承認することに決定しました。 

 しばらく休憩いたします。 

午前１０時５３分 休憩 
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                    △ 

午前１１時０９分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

    日程第６ 議案第４３号から日程第２９ 認定第９号まで一括上程 

         提案理由の説明 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第６、議案第６０号、大津町暴力団排除条例の制定についてから、日

程第１３、議案第６７号、平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）についてま

での８件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 提案いたしました承認案件につきまして、ご承認いただきまして誠にありが

とうございました。 

 続きまして、議案第６０号、大津町暴力団排除条例の制定についてですが、大津町からの暴力団の

排除に関し、基本理念を定め、町及び町民等の責務を明らかにするとともに、暴力団の排除を推進し、

町民の安全で平穏な生活の確保及び経済社会の健全な発展のために条例を定めようとするものです。 

 次に、議案第６１号、大津町一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例についてで

ございますが、人事院及び熊本県人事委員会の職員の給料に関する勧告に順次、条例の一部を改正し

ようとするものでございます。 

 議案第６０号及び議案第６１号につきましては、条例を制定し、一部改正するものであり、地方自

治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものです。 

 次に、議案第６２号、大津町農村レクリエーション関連施設の指定管理者の指定についてでござい

ます。指定の期間が、平成２４年３月３１日をもって満了となりますので、施設の管理運営を効果的

かつ効率的に行わせるために、新たに指定管理者選定委員会の指定管理者候補者の選定報告を受け、

指定管理者を指定するものでございまして、指定につきましては地方自治法第２４４条の２第６項の

規定により議会の議決を求めるものでございます。 

 次に、議案第６３号、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）についてですが、今回の補

正は、規定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９千４１５万円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ１１８億５８５万６千円とし、第２表で債務負担行為を補正するものです。歳入

では、国庫支出金２千７４１万１千円、県支出金３千６５３万８千円、財産収入７０５万４千円、諸

収入２千３１４万４千円をそれぞれ増額するものです。歳出では、総務費１千３６５万３千円、民生

費６千３０３万９千円、衛生費１千２９８万円、農林水産業費２１６万７千円、商工費１千２９７万

２千円、消防費６６万７千円、教育費５０８万２千円、予備費１１２万９千円をそれぞれ増額し、議

会費１万２千円、土木費１千７５０万７千円をそれぞれ減額するものです。 

 次に、議案第６４号、平成２３年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてです
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が、今回の補正は規定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７８３万７千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３０億６０９万円としたものです。 

 歳入では、国庫支出金５３万９千円、県支出金５３万９千円、諸収入６７５万９千円をそれぞれ増

額するものです。歳出では、総務費３３万９千円、保険給付費８６０万円、諸支出金２万８千円をそ

れぞれ増額し、予備費を１１３万円減額するものです。 

 次に、議案第６５号、平成２３年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第３号）についてですが、

今回の補正は既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１億９６１万３千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２億９千２９１万２千円とするものです。 

 歳入では、国庫支出金４千４３０万円、繰入金５６２万４千円、町債５千９７０万円をそれぞれ減

額し、歳出では事業費を１億９６１万３千円減額するものです。 

 次に、議案第６６号、平成２３年度大津町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてですが、

今回の補正は既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１千１９６万７千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２０億７千６３万２千円としたものです。歳入では、県支出金１千７

１万３千円、諸収入１２６万４千円をそれぞれ増額し、繰入金を１万円減額するものです。歳出では、

総務費が６０万５千円、地域支援事業費１２５万４千円、諸支出金１千７４万７千円をそれぞれ増額

し、予備費を６３万９千円減額するものです。 

 次に、議案第６７号、平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）についてです

が、今回の補正は既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２千３２１万６千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４億７千４７万円としたものです。 

 歳入では国庫支出金が１千５００万円、繰入金１１１万６千円、地方債７１０万円、それぞれ減額

し、歳出では事業費を２千３２１万６千円減額するものです。 

 議案第６３号から議案第６７号までの５議案につきましては、平成２３年度一般会計及び各特別会

計の補正予算についてですので、地方自治法第２１８条第１項の規定により議会の議決を求めるもの

です。 

 以上、提案理由のご説明を申し上げましたが、ご審議の上、ご議決を賜りますようよろしくお願い

いたします。 

 なお、所管部長をして詳細説明をさせますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 議案第６０号、大津町暴力団排除条例の制定についてご説明を申し上げま

す。 

 大津町からの暴力団の排除に関し、基本理念を定め、町及び町民、事業者が連携して、安全で平穏

な生活の確保及び経済社会の健全な発展のため、暴力団の排除に向けて総合的に取り組みを進めてい

くため、大津町暴力団排除条例を制定するものでございます。暴力団排除条例の制定に至った背景に

ついて述べさせてもらいますが、福岡県で暴力団の威力を利用する事業契約の禁止、暴力団の公共工

事妨害排除、暴力団から危害を加えられる恐れる者の保護、暴力団を排除するための民事訴訟支援な
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どについて、総合的な規定が全国で初めて制定され、平成２２年４月１日施行されました。そのこと

を契機といたしまして、ほかの都道府県でも条例制定の動きが広がり、平成２３年１０月１日、本年

の１０月１日は全都道府県で条例が制定されました。そして、さらに暴力団の排除を全国的に推進す

るため、各市町村での条例制定が進んでいる状況でございます。熊本県警におきましても、県内すべ

ての自治体での制定を目指しておられ、１０月末までに県内の１５市町村が暴力団排除条例を制定済

みであります。大津警察署では、本年６月に管内４市町村へ条例制定への依頼がありまして、菊陽町

は９月に訂正し、西原村は１２月、合志市、菊池市においては３月議会上程予定であります。 

 さらに、本条例の説明前に現下の暴力団情勢についてご報告をさせていただきたいと思います。別

冊議案説明資料の３ページをお開き願いたいと思います。暴力団の情勢について、大津警察署からの

提供によるものでございますけれども、全国の暴力団構成員等は、平成２２年度末現在で７万８千６

００人で、うち構成員の数は約３万６千人で前年に比べ減少しておりますけれども、準構成員の数は

増加している状況でございます。県内において１０月末現在における暴力団情勢につきましては、３

４団体、構成員等が１１８８人となっておりまして、暴力団員数は九州では福岡に次いで多くなって

いる状況でございます。また、その約８割以上が大規模暴力団の系列下となっておりまして、山口系

系列下約４割以上、道仁会系列下が約３割を占めておりまして、大規模暴力団の系列下傾向はさらに

進んでいる状況でございます。大津警察署管内におきまして約５０名の暴力団構成員の居住の実態が

あるとのことでございます。最近の暴力団構成員等の検挙人員につきましては、前年に比べ減少して

いますが、企業対象暴力や行政対象暴力の事犯にいては増加傾向にあります。状況等については４ペー

ジに記載していますので、ご覧願いたいと思います。 

 では、本条例につきまして条文ごとに説明をさせていただきますので、説明資料の５ページをお開

き願いたいと思います。なお、各条文の趣旨及び解説を記載しておりますけれども、要点のみを説明

させていただきますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 第１条、目的。この条例は、暴力団員の不当な行為が町民生活及び経済社会に多大な悪影響を及ぼ

していることに鑑み、大津町からの暴力団の排除に関し、基本理念を定め、並びに町及び町民等の責

務を明らかにするとともに、暴力団の排除に関する施策等を定めることにより、暴力団の排除を推進

し、もって町民の安全で平穏な生活の確保及び経済社会の健全な発展に寄与することを目的とします。 

 ６ページをお願いいたします。第２条、定義。本条例中の暴力団員、町民等の養護の定義を規定さ

せていただいております。 

 ７、８ページをお願いいたしたいと思います。第３条、基本理念。大津町における暴力団の排除を

推進する上での基本理念を、暴力団は人間の自由や尊厳を暴力や恐怖で支配し、町民生活及び経済社

会に多大な脅威と不安を与え続ける反社会的団体であることから、町、町民及び事業者及び関係機関

と暴力通報センターが相互に連携しながら、暴力団の排除に向けて共同して取り組んでいかなければ

ならないと規定しております。 

 次の９、１０ページをお願いします。第４条、町の責務。町は、基本理念に則り、暴力団の排除に

関する施策を総合的に推進することとします。町の事務や事業からの暴力団の排除、少年に対する教
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育等の推進など、暴力団の排除に関する施策を総合的に行っていきます。 

 １１、１２ページをお願いします。第５条、町民の責務。暴力団の排除のために、町民の努力義務

について規定させていただいております。暴力団排除のために、暴力追放三ない運動、暴力団を利用

しない、暴力団を恐れない、暴力団に金を出さないなどの運動に町民が一丸となって取り組むことや

町の施策に協力するよう努めていただくとともに、暴力団の排除に役立つ情報の提供などに努めてい

ただきます。 

 １３ページをお願いいたします。第６条、事業者の責務。事業者の方々は、その行う事業に関し、

町が実施する暴力団の排除に関する施策への協力や情報の提供に努めていただくほか、暴力団の利益

につながらない事業活動や暴力団員の不当な行為の影響を受けない事業活動を推進していただきます。 

 １４ページをお願いいたします。第７条、推進体制の整備。まちは、町民、事業者、熊本県暴力追

放センター及びその他の関係者と連携して暴力団排除のための体制を整備します。 

 次に、１５、１６ページをお願いいたします。第８条、町民等及び町民等が組織する団体に対する

支援、町は町民や事業者が自主的並びに相互に連携し、及び共同して暴力団の排除活動に取り組むこ

とができるよう情報の提供、助言、指導などを行います。 

 第９条、広報及び啓発。町は、町民や事業者が暴力団への正しい認識や暴力団の排除の必要性の理

解の浸透を図るため、広報や啓発を行います。 

 １７、１８ページをお願いします。第１０条、県との連携。町は、県が保有します暴力団に関する

情報の提供や暴力団対策に関する技術を有する職員の派遣など県と連携していきます。 

 第１１条、町の事務及び事業における措置。町が実施する事務、事業により、暴力団が利益を得る

ことがないよう必要な措置を行います。 

 ２０ページをお願いします。第１２条、少年に対する教育等の措置、町は学校において生徒が暴力

団に加入しないようにするための教育及び暴力団による犯罪からの被害防止のための教育が行われる

よう適切な措置を行います。また、少年の育成に携わるものに対し、少年が暴力団による犯罪の被害

を受けないよう必要な支援を行います。 

 ２２ページをお願いいたします。第１３条、警察への援助要請。町は、暴力団から危害を加えられ

る恐れのある者や不当な行為により困惑している者がいる場合、必要な援助を大津警察署長に要請を

行います。 

 ２３ページをお願いします。第１４条、委任。この条例の施行に関し、必要な事項は町長が別に定

めると規定いたしております。 

 附則で、この条例については交付の日から施行するといたしております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、議案第６１号、大津町一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例につ

いてご説明申し上げます。条例の一部改正につきましては、人事院と熊本県人事委員会の勧告に基づ

きまして、大津町職員の給与を減額改定、平均減額の０.２３％するために、給料表等の一部改正を行

うものであります。今回の勧告によります条例の改正の概要を説明いたしますので、資料の２４ペー
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ジをお開き願いたいと思います。人事院報告と勧告の内容でございます。民間給与との比較でござい

ます。月例給につきましては、民間より８９９円上回っている状況でございます。また、期末手当、

勤勉手当については、民間の支給割合より下回っている状況でございます。月例給につきましては、

民間給与との格差を解消するため、５０歳代を中心に４０歳代を念頭に置いた月例給を引き下げます。

また、経過措置、減給補償につきましても、０.４９％の減額を行わせていただきます。期末勤勉手当、

ボーナスについては、民間と均衡していることから、今回の改定は見送らせていただきます。年間３.

５９月分に据え置かせていただきます。今回の給与条例の改正内容でございますけれども、実施時期

等については、平成２４年１月１日となります。今回の給料表の減額改定対象職員につきましては、

表に示した号級以外の者で４１歳から６０歳の職員１１５人で、平均で月額１千７３４円の減額を行

います。平成１８年俸給水準引き下げに伴います経過措置を受けている職員、いわゆる減給補償につ

いては、給料月額を受ける職員を対象に０.４９％引き下げを行います。 

 説明資料の２５ページから２８ページになります。給与表でございますけれども、第１条、別表第

１、第３条関係で、行政職給料表について給与改定を行い、職務の級ごとの号級の給料月額を改正す

るもので、先ほど説明いたしました２４ページの表に記載してあります号級以外で新旧対照表のアン

ダーラインの部分に該当する職員、２級７７号、３級６１号、４級４５号、５級３７号、６級２９号

の上位に該当する職員がそれぞれ減額した給料等になります。 

 ２９ページをお願いします。第２条関係です。平成１８年３月２４日、条例第２８号の附則第７条、

給料の切り替えに伴う経過措置は、いわゆる俸給水準の引き下げが実施されておりますけれども、そ

の切り替えで以前の給料を補償することを定めております。今回、給料表が全体的に下がりますので、

この経過措置分についても０.４９％引き下げるものでございます。 

 附則で、この条例は平成２４年１月１日から施行するといたしております。以上、よろしくお願い

します。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） おはようございます。 

 議案第６２号、大津町農村レクリエーション関連施設の指定管理者の指定についてご説明申し上げ

ます。議案集の１２ページをお願いします。本議案は、大津町農村レクリエーション関連施設の管理

及び運営を効率的かつ効果的に行わせるために、指定管理者の指定をお願いするものでございます。

本施設は、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの指定期間の終了に伴う指定管理者の

指定でございます。 

 議案説明資料綴りの３０ページをお願いします。１、対象施設は、大津町総合交流ターミナル、大

津町農畜産物処理加工施設、大津町市民リフレッシュ農園、ふれあい公園の４施設でございます。２、

目的は、大津町農村レクリエーション関連施設４施設の設置目的を、より効率的、効果的に達成する

ために、民間のノウハウを生かし、民間活力を持って施設の活性化を図るため、一体的に管理運営す

る指定管理者として非公募ではなく、全国を対象に地方自治法第２４４条の２第３項及び各施設条例

並びに大津町の公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例に基づき公募したものです。
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３、現在の指定管理者及び期間につきましては、記載のとおりです。４、指定期間は、平成２４年４

月１日から平成２７年３月３１日までの３年間です。大津町公の施設の指定管理者制度に係る運用指

針で、管理業務の内容を考慮した基準でございます。主に施設の指定管理業務を業務委託ということ

で３年間としております。利用料金についてですが、今回も利用料金を採用しまして、使用施設の条

例に基づき、指定管理者の収入としております。 

 ３１ページをお願いします。指定管理料は、３年間合わせまして４１９万円としております。募集

につきましては、本年９月１日から９月３０日までの１カ月間、全国を対象にホームページと町役場

正面掲示板及び町広報紙への掲載をしております。その周知をしているところでございます。現地説

明会を９月２１日午後２時から実施し、２社が参加されました。申請者は、株式会社南阿蘇観光の１

社となりました。５、指定管理者候補者の選定で、大津町の公の施設に係る指定管理者選定委員会条

例の規定に基づき、設置された外部有識者を含む７名の大津町指定管理者選定委員会が１１月１日に

開催し、慎重に審査され、指定管理者の候補者として株式会社南阿蘇観光を選定されております。会

議内容は、記載のとおりであります。 

 ３２ページをお願いいたします。以上によりまして、管理を行わせる公の施設は、大津町交流総合

交流ターミナル、大津町農畜産物処理加工施設、大津町市民リフレッシュ農園、ふれあい公園の４施

設でございます。指定管理者となる団体の所在地及び名称は、熊本県菊池郡大津町大字室４０６番地

５、株式会社南阿蘇観光、代表取締役社長、永野哲幸。指定期間は、平成２４年４月１日から平成２

７年３月３１日までの３年間です。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 企画部長木村 誠君。 

○企画部長（木村 誠君） こんにちは。議案第６３号、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３

号）についてご説明申し上げます。 

 別冊の補正予算書の１ページをお開き願います。併せて、別紙補正予算の概要を参照願います。 

 第１条で、規定の予算の総額に９千４１５万円を追加し、歳入歳出予算の総額を１１８億５８５万

６千円とするものであります。第２条で債務負担行為の追加を、第２表債務負担行為補正のとおりと

いたしております。今回の補正の主なものは、人事院及び熊本県人事委員会の職員の給与等に関する

勧告に準じての一般職の職員等の給与改定及び職員の退職等による補正予算と障害福祉サービス費の

増加などであります。 

 ８ページをお願いいたします。第２表債務負担行為補正は、追加であります。大津町市民リフレッ

シュ農園指定管理委託とふれあい公園指定管理委託は、農村レクリエーション関連施設の指定管理に

伴うものであります。まちづくり交流センターと美咲野小学校の機械警備委託は、建物の新設に伴う

ものであります。 

 歳出からご説明させていただきます。１７ページをお願いいたします。款１、項１、目１議会費は、

給与の改定に伴う減額です。款２、項１、目５財産管理費の節１２役務費は、美咲野小学校校舎ほか

の建物災害共済掛金であります。 
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 １８ページをお願いいたします。項２、目１税務総務費の節２３過誤納還付金は、確定申告などに

伴う還付金です。 

 １９ページをお願いいたします。項４、目５県知事選挙費は、来年３月に予定されております県知

事選挙に係るものです。 

 ２１ページをお願いいたします。款３、項１、目１社会福祉総務費、節１１需用費及び節１８備品

購入費は、災害時要援護者等地域支え合い体制づくり事業により備蓄倉庫や簡易ベッドなどの災害用

備品を購入するものです。節２０扶助費、一人親家庭等医療費助成は、実績見込みによる増額です。 

 ２２ページをお願いいたします。目２障害者福祉費の節２０扶助費は、それぞれ利用者の増加によ

るものであります。 

 ２３ページをお願いいたします。項２、目１児童福祉総務費、節１３委託料も、それぞれ利用者の

増加によるものであります。節１９の補助金で、子育て環境整備事業補助金は、学童保育施設９カ所

にＡＥＤなどの整備をするものであります。家庭的保育事業施設整備等補助金は、待機児童対策とい

たしまして数名の乳幼児を家庭的に保育するために施設の整備を図る助成であります。 

 ２４ページをお願いいたします。節２４償還金利子及び割引料は、それぞれ前年度事業の確定に伴

うものです。 

 ２５ページをお願いいたします。款４、項１、目７子ども医療費の増額は、歳出の見込み増加によ

るものであります。 

 ２６ページをお願いいたします。款６、項１、目３農業振興費の水田地域営農対策整備支援事業補

助金、田植機などの農業機械購入の補助金です。 

 ２７ページをお願いいたします。款７、項１、目５まちづくり交付金事業は、まちづくり交流セン

ターの整備に係るものであります。 

 ２９ページをお願いいたします。款８、項３、目６まちづくり交付金事業費は、町道後迫北通り線

の工事費の減額です。 

 ３０ページをお願いいたします。款９、項１、目５災害対策費は、梅雨期の災害対策の時間外勤務

手当てです。 

 ３１ページをお願いいたします。款１０、項１、目２事務局費の節１３委託料は、県の２分の１の

補助を受けまして、護川小学校で音楽鑑賞会を実施するものであります。節１５工事請負費は、大津

中学校の上水道滅菌装置取り付け工事及び大津小学校の特別支援教室空調設置工事です。項２、目２

教育振興費の補助費は、対象指導の増加によるものであります。 

 ３２ページをお願いいたします。目３は美咲野小学校建設に係るものであります。項３中学校費の

目２扶助費も、対象制度の増加であります。 

 ３４ページをお願いいたします。節１９地域生涯学習施設等用地購入補助は、杉上区公民館用地の

購入の補助であります。目２公民館費は、杉水地区公民館分館の改修工事に伴うものであります。目

４文化振興費は、迫井手地区圃場整備地内文化財調査に係るものです。款１３予備費で、補正予算の

財源調整をさせていただいております。 
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 続きまして、歳入をお願いします。１２ページであります。 

 款１４、項１、目１民生費国庫負担金、節４障害者福祉負担金は、障害福祉サービス件数の増加に

伴うものです。項２、目１民生費国庫補助金も、利用者の増加に伴うものです。 

 １３ページをお願いいたします。款１５、項１、目２民生費県負担金、節４障害者福祉費負担金も、

障害福祉サービス件数の増加に伴うものです。項２、目２民生費県補助金、節１社会福祉費補助金の

一人親家庭等医療費補助金は、実績見込みによるものであります。民生委員活動補助金は、ＰＲ活動

助成に係るものです。災害時要援護者等地域支援支え合い体制づくり事業補助金は、災害時に被災者

を救護するための備品購入補助です。節３児童福祉費補助金の地域子育て応援事業は、学童保育施設

へのＡＥＤなどの購入に対する補助であります。家庭的保育事業補助金は、２カ所の家庭的保育所の

改修などに対する補助であります。節６障害者福祉費補助金は、利用者の増に伴うものであります。 

 １４ページをお開き願います。目３衛生費県補助金は、乳幼児医療費の増です。目４農林水産業費

県補助金は、農業機械購入の補助をするものであります。目７教育費県補助金は、事業費の確定です。

項３、目１総務費委託金は、県知事選挙の委託金です。 

 １５ページをお開き願います。款１６、項１、目１財産貸付収入は、高尾野地区に建設予定の変電

所の送電線に係るものです。項２、目１不動産売払収入は、都市計画道路駅前楽善線工事の代替用地

に係るものであります。 

 １６ページをお願いします。款２０、項４、目２雑入の後期高齢者医療療養給付費負担金返還金は、

実績に伴うものです。 

 給与関係につきましては、３７ページが給与費明細書の明細のとおりであります。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） こんにちは。議案第６４号、平成２３年度大津町国民健康保険特別会計補

正予算（第２号）についてご説明申し上げます。今回の補正の主なものは、退職者被保険者等療養給

付費等の増加に伴うものでございます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

７８３万７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０億６０９万円とするものでご

ざいます。 

 歳入についてご説明いたします。予算に関する説明書の９ページをお開きください。併せて、別冊

補正予算の概要、８ページをご参照願います。 

 款３、項１、目３特定健康診査等負担金は、特定健康診査及び特定保健指導事業に伴う国の負担率

３分の１の交付決定により増額するものです。款４、項１、目２特定健康診査等負担金は、同様に県

負担率の３分の１の交付決定により増額するものです。款１２、項３、目１一般被保険者第三者納付

金と目２退職被保険者等第三者納付金は、交通事故等で保険給付していた分を国保連合会を通して第

三者より納付を受けたものです。 

 次に、歳出についてご説明いたします。１１ページをお願いいたします。 
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 款１、項１、目１一般管理費、節１３委託料は、当初見込みを上回る交通事故等の第三者行為によ

る療養費を国保連合会から納付を受けましたので、その委託料を増額するものです。款２、項１、目

２退職被保険者等療養給付費は、療養費の給付見込みによる６５０万円を増額するものです。款２、

項４、目１出産育児一時金は、出産件数の増加見込みにより５人分を増額するものです。 

 １２ページをお願いいたします。款８、項１、目１特定健康診査等事業費は、国・県補助金の交付

決定による財源の組み替えを行うものです。款１１、項１、目３償還金は、実績報告による国負担分

の療養給付費の返還金です。 

 １３ページをお願いいたします。款１２予備費で、補正に伴う財源調整を行っております。 

 以上、よろしくお願いします。 

 続きまして、議案第６６号、平成２３年度大津町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてご

説明申し上げます。今回の補正の主なものは、介護給付費に伴う国への償還金及び県介護給付費負担

金の追加交付等に伴うものでございます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

１千１９６万７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０億７千６３万２千円とす

るものでございます。 

 歳入についてご説明いたします。予算に関する説明書の８ページをお開きください。併せて、別冊

補正予算の概要、１０ページをご参照ねがいます。 

 款５、項１、目１介護給付負担金、節２過年度分は、国の会計実値検査により判明しました介護保

険給付費の平成１８年度から平成２１年度までの特定施設入居者サービス給付費の５％分の追加交付

を受けるものです。款６、項１、目３その他一般会計繰入金は、給与改定に伴う職員給与費分の繰入

金を減額するものです。款９、項３、目１介護予防サービス計画費収入は、要支援１、２の介護予防

サービス計画費収入を増額するものです。 

 次に、歳出についてご説明いたします。９ページをお願いいたします。 

 款１、項３、目２認定調査等費は、申請者の増加により新規申請や更新の際の主治医意見書手数料

を増額するものです。款３、項１、目１介護予防事業費は、毎年新年度に入り実施しております２次

予防事業対象者把握を平成２４年度からの介護予防教室等の事業を効果的に実施するために、介護予

防サービス計画費収入を財源として、平成２４年１月から実施して、本年度内に対象者の把握を行う

ための臨時職員賃金３カ月分と郵送代が主なものです。款３、項１、目２包括的支援事業費は、職員

給与費を減額するものです。 

 １０ページをお願いいたします。款５、項１、目２償還金は、歳入で説明しました国の会計実値検

査により判明しました介護保険給付費の平成１８年度から平成２１年度までの特定施設入居者サービ

ス給付費の５％分を国に変換するものです。県から交付される分のほぼ同額となっております。款５、

項２、目１一般会計繰出金は平成１８年分で、施設からの返納金の町負担分を繰り出すものです。款

６予備費で、補正に伴う財源調整を行っております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 



 27

○議 長（大田黒英生君） 土木部長併任工業用水道課長中山誠也君。 

○土木部長併任工業用水道課長（中山誠也君） 議案第６５号、平成２３年度大津町公共下水道特別会

計補正予算（第３号）についてご説明申し上げます。別冊の補正予算書をお願いいたします。補正予

算の概要は９ページになります。 

 今回の補正は、給与改定及び法改正に伴う人件費と交付金の内示額が減額されたことによる事業の

見直しに伴うものです。 

 予算書の１ページをお願いします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１

億９６１万３千円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１２億９千２９１万２千円とするもので

す。 

 第２条で、既定の地方債の変更は、第２表地方債補正によるとしております。 

 ４ページをお願いいたします。第２表は地方債の補正ですが、内示額減額に伴う事業費の確定によ

るものです。なお、起債の方法、利率、償還の方法は、補正前と同じです。 

 ８ページの歳入から説明いたします。款２、項１、目１、節１下水道使用料は、接続件数の増によ

るものです。款３、項１、目１、節１公共下水道費国庫補助金は、交付金内示額が減額されたことに

よるものです。款４、項１、目１、節１一般会計繰入金は、内示額減額に伴う事業費の減と給与改定

及び法改正に伴う人件費の減によるものです。款７、項１、目１、節１公共下水道事業債は、同じく

内示額減額に伴う事業の減によるものです。 

 次に、１０ページの歳出を説明いたします。款１、項１、目１総務管理費は、給与改定及び法改正

に伴う人件費の減額と申請者の増に伴う節１３報償費の増額です。目２事業費のうち節１３委託料の

減額は、先に説明しましたように交付金の内示額減額に伴う事業費の見直しによるもので、節１５工

事請負費の増額は、補助対象事業費の確定のため次年度事業の一部を前倒しして実施することによる

ものです。 

 続きまして、議案第６７号、平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）につい

て説明申し上げます。別冊の補正予算書をお願いいたします。補正予算の概要は１０、１１ページに

なります。今回の補正は、給与改定及び法改正に伴う人件費と事業の確定に伴うものです。 

 予算書の１ページをお願いいたします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞ

れ２千３２１万６千円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ４億７千４７万円とするものです。 

 地方債の変更は、第２表地方債の補正によるとしております。 

 ４ページをお願いいたします。第２表が地方債の補正になりますけれども、本年度の事業費の確定

によるものです。なお、起債の方法、利率、償還の方法は、補正前と同じです。 

 ８ページの歳入から説明いたします。款３、項１、目１、節１農業集落排水事業補助金は、事業の

確定によるものです。款１、項１、目１、節１一般会計繰入金は、給与改定及び法改正に伴うものと

事業費の確定によるものです。款８、項１、目１農業集落排水事業債は、事業の確定による減額です。 

 次に、９ページの歳出を説明いたします。款１、項１、目１総務管理費は、給与改定及び法改正に

より人件費の減額です。目２農業集落排水事業費については、節１３、節１５、節２２の減額は、事
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業費の確定によるものです。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） これで、提案理由の説明が終わりました。 

 しばらく休憩いたします。 

午後０時００分 休憩 

                    △ 

午後１時００分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

     日程第１４ 議案質疑 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１４、議案質疑を行います。 

 まず、議案第６０号を議題とします。質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６０号について質疑を行います。 

 暴力団関係の条例ですけれども、これをいろいろ説明を受けまして思われることは、近年、まちづ

くり基本条例というものをつくりましたよね。それと、条例の中には生活安全条例、こういったもの

もあります。ですから、確かにこの暴力団に対する条例というものは必要なのかもしれませんが、そ

れにつきましては上位法としてきちんと国の法で定められています。違法行為を許すわけではありま

せんので。ただ説明の中に暴力団を恐れないとか、恐れますよ、それは。そういったところですね、

説明を聞いて違和感を覚えました。ですから、住民基本条例や生活安全条例、こういったものを統合

した一つの総括的な、基本的なその住民が住民自治としてできること、そういったものをきちんと責

任とそういった何といいますか、気持ちを持つ、そういったものはですね、いくつも条例を並べ立て

るんではなくて、もう少しわかりやすい仕組みというものが考えられなかったのか。特に、まちづく

り基本条例あたりになりますと、その地域住民の責務というものが定められております。ですから、

そういったものに入れ込んでいく。そしてまた、今年は東日本の大震災がありましたので自治意識、

防衛意識といいますか、そういったものが高まってきておりますので、総合的なそういったものとい

うものは統合すべきではないかなと。町民の方々が一番わかりやすい条例にしなければならないとい

うのが基本ではないかなと、そう思いますので、いくつも条例を分けていたほうが詳細にはなります

けれども使いやすいのか。もともと町民のためですから。それとも、やはり別々にこういった形で出

したほうがわかりやすいのか。そこの点について質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員のご質疑にお答えさせていただきます。 

 永田議員言われるようにまちづくり基本条例をつくらせていただいております。その中にも住民協

働、住民自治の原則という形と基本理念に住民の共同参画ということもうたって三原則をやっている
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わけでございます。その際にもちょっと説明したろうと思いますけれども、一応町の条例について基

本的なことという形で総括的なまちづくり基本条例をつくるという形で責任をさせたと思っておりま

す。言われるように上位法という形で、この関係の暴力団排除条例については国のほうの法律もあり

まして、今年の４月１日から熊本県の暴力団排除条例も制定されて、交付されて、施行されているよ

うな状況でございます。町のほうにも現在として公共工事等からの暴力団排除という形で個別の要項、

条例等も２、３件制定させていただいております。このお話があったときもですね、その件について

は警察のほうについてもお話をさせていただいております。改めてつくる必要があるのかという形で

お話をさせていただきました、正直言いまして。それで、関係大津署管内、４市町ありますけれども、

その中でも総務課長会議等でもお話があったような状況でございます。改めてつくる必要があるのか

と、今、永田議員が端的に質問されましたけれども、その辺が一番気になったところでございます。

ただ近年の暴力団情勢を先ほど説明しましたけれども、依然として後を絶たないという形で、最近の

新聞紙上でも北九州の暴力団、それに熊本県の道仁会系の暴力団についての記事等がさんざん載って

いるわけですけれども、身近なものとして個別にですね、条例の細分化をやるべきということで意見

の一致をしましたので、今回こういう形で改めて一つの条例として取り組まさせていただくという形

で提案させていただいております。よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第６１号を議題とします。質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６１号について質疑いたします。 

 この人事院、勧告という形で、それに伴ってという説明を受けました。民間給与との比較という形

で出されてきますけれども、私はこの件についてことあるごとに言ってきましたけれども、この民間

といったときの定義、我々は地方自治体のこの大津町のこの役場という組織を考えたときに、大津町

単体での試算というのも必要であると今まで言ってきました。この民間と言ったときに、どこの地域

の、どの人たちを、どういったその人たちを指して民間というのかなと。この大津町町民の方々の民

間という形で考え方というものはいくつか、何本かそういったものをきちんと出して大津町の職員の

給与はこれが正しいよと、じゃないと比較はできないと私は常々言ってきたつもりでありますので、

この民間の定義、この基本の民間給与として、民間のボーナスとして出されたこの基礎的な数字の根

拠ですね、その点についてお聞きしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員のご質疑にお答えいたします。 

 議案第６１号関係でございます。職員の給与等については、毎回人事院勧告、県の人事委員会勧告

に基づいて、町で言えば労使協議という形で職員組合との協議があって、最終的に勧告案をどうする
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かという形で町長が決定して議会のほうに提案をさせていただいているような状況でございます。そ

の中でいつも言われています町内の企業という形の給与の関係の調査という形でおっしゃっています

けれども、私どもとしてその人事委員会、人事委員というのが組織としてありませんので、当然とし

て上部の団体の意向を汲むという形で、今の段階としては県の人事委員会、国の人勧というのを参考

にしているような状況でございます。その中で５０人以上の企業という形で言われると大手の企業さ

んになります。熊本県下でも実際的に大津町の給与構造関係を見てみますと、地元企業さんがかなり

進出しておりますので、熊本県下でトップのクラスという形で５００万円ぐらいの収入が上がってい

るというのが新聞紙上で取り沙汰されておりますので、その辺の関係で５０人以上というのを見ると

かなりウエイトを占めてくるんじゃないかということも考えております。その中で、熊本県下全域に

おきましても、公務員の給与という形で引き下げを行うわけですけれども、ラスパイレス指数が県下

でもうちは４位という形で上位に付けているような状況でございますので、その辺についても考慮を

していかなければならないということは常日ごろ考えているような状況でございます。５０人の根拠

といいますか、そういう形で、一応国が示して５０人という形と県も同じような状況での調査はやっ

ているという形で、今のところ上部の団体の調査資料を基にやっているという形がその方向性はです

ね、今までどおりとやはり変わらないという形で思っております。市においては人事委員会の設置を

やっているところもありますけれども、熊本市独自にやっている分なんですけれども、そこについて

は１００を上回ったラスパイレス指数を持っているという形で、かなり給料も高いという形ですけれ

ども、全県下においては人事院を持っておりませんので、一応人事委員会の規則どおりに行わせてい

ただいているという形でご理解いただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。 

 この人事院というものが、私はもともとこの議員になってからずっと批判してきましたので信じて

ないんですね。この地方自治体ということと、もう公務員の性質、全体の奉仕者という大前提の定義

がありますよね。そういったことを考えたときには、本来ならば町全体、１次、２次、３次産業をひっ

くるめて平均の所得水準や、そういったものをまず出すべきではないかなと。今の説明におきまして

は、役場の職員というのは大企業なみの位置づけだということで理解してよろしいのでしょうか。再

度質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員の再質疑にお答えいたします。 

 確かに言われるとおりに公務員、全体の奉仕者という形で地方公務員法にもうたってありますし、

憲法上の形でもそうなっております。我々としても、全従業員、それに要するに全住民の方の給与平

均という形で町における役場という性格上、やはりその辺は認識をしております、私としてもですね。

ただし公務員という形、地方公務員という形で地方労働法関係もありますけれども、その関係で人事

院勧告を尊重するという形で私たちも労働者の立場として人事院勧告を遵守するようなことになって
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おりますので、その辺で国家公務員に並ぶ地方公務員という形の法律関係に準じて行わせていただく

という形でご理解いただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第６２号を議題とします。質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６２号について質疑いたします。 

 この６２号につきましては、この対象施設というものが１、２、３、４と書いてありまして、この

１番の総合交流ターミナル、ここが一番の問題点ではないかなというふうに思います。振り返ってみ

ますれば、今までのこの指定管理者制度というものが導入されまして、この南阿蘇観光に指定管理し

たわけでありますが、総合交流ターミナルの賃貸料というものはありません。しかも、この３年間、

多大なる管理、修繕費、そういったものが発生しております。ですから、その発生した修繕費から改

修費用、そういったものをきちんと数字的に出して検討すべきだと考えます。そしてまた、ここの会

社は南阿蘇の温泉館も管理指定を受けているということで、高森町議会において一般質問されたそう

でありますが、その議会だよりを取り寄せまして読みましたところ、１千万円以上の赤字を抱えてお

られる企業だと。高森町の町長いわく、町の借金ではありませんと。そこの会社の借金ですから、町

には迷惑掛けませんと言いながら、高森町におきましてはその管理料を逆に払っているということで

あります。ですから、高森とこの大津町、２件の指定管理を受けておられる会社でありますから、当

然連結決算ということになるかと思います。高森町でそれだけ赤字を出されている。大津町は黒字か

どうかは、この書類ではわかりません。もし黒字だとするならば、大津町は黒字にさせて高森の穴埋

めをさせるような形になるわけです。もともとこの施設というものは、条例にも定められております

ので、きちんとその条例に従った目的あたりを履行してもらわなければならないと考えられます。総

合交流ターミナル条例ということで、町民の健康増進及び町の農業の振興と活性化を図るためという

ふうに定められております。ですから、この３年間で指定管理をすることによって、町民の健康増進

及び町の農業の振興と活性化がいかに図られたかというものは非常に重要になってくるかと思われま

す。指定管理についての条例におきましても、きちんと定義がなされておりまして、中でも管理の業

務に関わる経費の縮減が図られるものであること。経費縮減をしたその浮いた利益というものは、高

森町に持っていかれるということになりはしないかなということも考えられます。ですから、非常に

この会社というものの決算書なり何なりをきちんと出していただいて、精査することが重要ではない

いかなというふうに考えられますが、その指定管理をするために外部有識者を２名を含む７人で組織

して検討されたということでありますが、その検討内容というものをここに指定管理することが望ま

しいというような説得力のある意見が出たかどうかというのが非常に問題でありまして、まずそこの、

どういった意見が出たか。そして、決算書に対するものですね、大津町がどれだけその会社が利益が

出ているのかどうか、それを高森と大津の別々にちゃんと分けて考えて、そして連結で考えたのか。
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そういったものがきちんと資料として提出をなされないならば、こういった議案は通すことはできな

いということです。 

 以上、質問いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 永田議員の質疑にお答えします。 

 まず、質疑の中で修繕関係等が出ておりました。これは町の協定書関係の中で実際に３０万円以上

は町の施設でございますので、町がそれだけのことをすると。数字的に押さえているかということで

ございますが、数字的には押さえております。例えば、２３年度におきましては１千２００万円ほど

の実際の施設工事をさせてもらったところでございます。それから、年次計画等の数字的にも一覧表

の実績等を実際工事施工の段階で実績書はつくっているところでございます。それと、２４年度以降

につきましても、施設関係では計画的なものを数字的に年次計画を持っております。 

 それから、高森町のほうで議会の関係が出ておりましたけれども、私も議会の広報をしっかり見ま

した。質疑の中において、１千８００万円から２千万円ほど実際赤字といいますか、実際収支予算を

確認しております。その中におきまして、町が、高森町そのものが約１千８００万円ほどの施設補助

といいますか、そうした施設管理費をしておりました。今度の今おっしゃった議会の関連でございま

すけれども、議会においてはそれはあくまでも高森温泉館が責任を持つということで、町は一切お金

を出さないということでちゃんと表明されております。ただその赤字補てんの関係におきましては、

会社が責任を持つということで、ほとんどが重油関係でございまして、ＪＡ高森と提携をしておりま

した。いきない１千８００万円もということで返済をしなければならないということでございました

が、高森温泉館が年次計画、責任を持って支払いをしますということで、高森町役場と高森温泉館の

会社のほうで約束を提携をしております。一遍には払えませんので、年次計画で払うということで確

認をしております。その中におきまして、実際現金関係等でございますのでそれをどうするかという

ことじゃなくて、自分たちの会社役員さんの方が高森町に財産か何か、不動産というか、そういうこ

とを持っておられましたけれども、文書に基づいたところで会社独自で支払いをするということの確

認はしておるところでございます。 

 それからもう一つは、いくつかありましたけれども、その高森温泉館との約束の中におきまして、

なら大津町の会社関係は高森温泉館と岩戸の里は別でございますけれども、大津の利益が出た分がそ

れは補てんをしちゃおらんかと、しておるようなことのところで、私たちもちょっと確認で心配をし

ておりました。それは、あくまでもこれは独立採算ということでございまして、その岩戸の里の収入

分を高森温泉館の補てんに持っていくことはないと。それは文書でも確約しておるところでございま

すので、その点も審査会の中では一番心配されておった部分でございますけれども、それはなしとい

うことで、その審査会の中でも出ましたので、そういう覚え書き等もちゃんとそういう等でしており

ます。だから、４月以降の、今度は約束ごとの中でそれは一冊、支払い関係の負債関係等は大津町に

は関係ありませんということで、その書類等で確認をしているところでございます。 

 それから、経費節減でございますけれども、指定関係で、条例等でどういうふうにするかというこ
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とでございますが、農村関係の施設でつくっておった目的ではございますが、その目的に基づいてそ

れぞれ交流会等はさせてもらっているところです。今度指定管理が、今５年半過ぎようとしています。

やがて今度の条例にお願いしている部分は、もう２４年の４月からでございますので、６年目になろ

うとするところでございますけれども、その地域住民との交流というのは条例に基づいたところで、

たしかに私は発揮されているものだと思います。当初は３８万人の入館者は、当初はやっぱり平成９

年にしていますけれども、だんだん減ってきております。今では１６万人ですが、この１６万人の段

階では、大体これが４年間ぐらいずっと平均してきております。この指定管理になってからは、何と

いうか、ぎりぎりの段階で、ちょっと今の段階では入館者が歯止めができたのかなと。入館者に対し

て、やっぱりその３８万人から１６万人になったのは、その大津の後からさんさんの湯とか、いろん

な施設ができましたので、確かに入館者が減ってきたのは否めませんけれども、そうした段階で私は

地域住民の方のためにはなっているのかなと思います。 

 もう一つは、この指定管理、今の岩戸の里の指定関係の中においても、そうした工夫がですね、あ

まりこれ以上減らしてはいけないというところで、地域の夏祭りを含めて、花火大会とか、子どもた

ちの魚釣りとか、いろんな催しをしながらでも交流をしていると。それと、木曜日がとても入館者等

がやっぱり平均的に少なかったということで、そのカラオケグループを呼んでみたりとか、それなり

の工夫はされているのかなということでありまして、そういうふうに考えますと、農村交流の一つの

施設の場としては、やっぱり私はそれなりに活動されているのかなというふうに感じているところで

す。 

 もう一つ、採用でございますけれども、指定審査会の審査内容はどうだったのかということでござ

いますが、一番心配されましたのは、何といっても負債の件でございました。負債の権利がこういう

ときに大津町にまた被害等が、負債額を弁償しろとか、そういうことになりはしないかという、大津

町に損失を与えるのかということでございましたが、そういうのは、はっきりそれはないということ

で確認を審査会ではされているところでございます。 

 ちょっと、まだ質疑があったかと思いますが。 

○１２番（永田和彦君） 決算書はちゃんと精査しなっとですか。 

○経済部長（西本昇二君） 決算書等といいますか、そういう点につきましてはですね、今度ここに指

定管理関係で出ていますのは、あくまでも４月以降のことでございますので、高森のほうは私たちは、

決算書はもらっておりませんが、確認等はそういうところでしております。今年の大津関係というか、

決算関係では、約２００万円ほどの、２１年も２２年も２００万円近くの黒字の、大津、岩戸の里は

決算書で出ております。黒字としてなっております。 

 全部じゃなかったですけど、一応そういうことで説明を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。 

 今の答弁から察しすることは、全然説得力がないということです。町民を愚弄してもらっちゃ困り

ますね。高森でこの株式会社南阿蘇観光代表取締役云々という方が借金を持っておられる。その名で
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この町の、大津町の指定管理を受けておられる。じゃ向こうの、債権を持った方々はどこに集金に来

ると思いますか。大津町に来ますよね、それは。そんな独立採算だから向こうは関係ないよなんてい

うのはですね、指定管理を選定すること自体、そんな借金会社を指定すること自体、大間違いじゃな

いんですか。そういったまやかしみたいなのは聞きませんよ。そして、それだけ利益が上がるのなら

ば、ここは法人ですから、税金もきちんと払ってもらわなくちゃならないんですよね。この総合交流

ターミナル条例と指定管理者に関する条例を読みましても、減免措置というのは書いてないと思いま

す。そして、温泉施設であるならば、入湯税というものも発生いたします。入湯税も取ってなかった

でしょう。たしか入湯税を取っているのは、近くのホテルか何かだったと思いますけれども。それだ

け利益が出るのならば、町民の一般財源を使って２３年度でも１千２００万円ほどの修理をしたとか

いうのであるならば、利益が出る施設になるならば、民間のそういったお知恵を拝借しましょうといっ

て３年前に私も賛成したわけであります。利益が出るならば、きちんとその人たちは給料をもらって

おられるのですから、それなりの納税なり何なりをしてもらわないと、納税の義務というものは国民

の三大義務の中の一つでしょう。そしてまた、法人を営まれているならば、特に企業として責任を果

たしてもらわなくてはならないということです。そういったところの改善というものも、利益が出る

ならば求めんといかんでしょう。この３０万円以上とかいいますけれども、利益がそこに出すために

うちは３０万円以上の修繕をするわけですから、町民の方々は１千２００万円の修繕をするならば１

千２００万円返してくれと。我々はその返されたお金で菊池の温泉に行きますと言われますよ。足し

算、引き算の問題です、これは。そういった簡単な、何かまやかしみたいな、向こうは赤字だけれど

もこっちは黒字で悠々自適ですよと。雇用はどうでしょうね。大津町のそういったこのできた経緯か

らするならば、そういった地域の方々の雇用がきちんとされているかという点。ソレと、納入業者も

大津町の人たちがいろんな食材やいろんな用品あたりを納入しているんでしょうか。私は情報として、

納入業者に支払いが滞っているから困っているというをたくさん聞いているんです。黒字の会社が２

カ月も３カ月も料金を払わないというのは考えられます。そういった情報というのを集約して決める

ことなんですよ。実際、そういった下調べというものをされたのか、そこの点を再度質疑したいと思

います。雇用の問題、納入業者の支払いの問題、そういったものは明確にしてもらわなければ、こう

いったものをしゃんしゃんで通すわけにはいかないということですよ。ですから、詳細な資料も後日

提出してもらわなくてはならないと思います。また、委員会でもかなりこれは問題になるものだと信

じておりますが、我々これは全体が委員会に付託だけではなくて、議会のこの議員さん、皆さんが理

解をきちんとするためにも早急なる詳細な決算書なり何なりを出してもらうべきだと思いますが、そ

の点について質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 永田議員の再質疑にお答えいたします。 

 まず、雇用対策関係でございますけれども、大津町の在住の方をできるだけ雇用するということで、

その点は当初の３年前の約束どおりにしておられます。全部が全部大津町在住ということではござい

ませんが、希望どおりに、まず最初の目的は当初の従業員の人を引き継ぎとして新たに採用するとい
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うことは大津町在住の方ということで、そういう点なら雇用はされていると思います。 

 それからもう一つ、食材関係が滞りがあっているのではないかなという、そういう調査もしたのか

ということでございますが、そういう調査につきましては、非公式に会社関係にも直接訪ねましたし、

町の私たちの事務局の方としても、そこら辺のところを確認しております。どういうところかといい

ますと、町の、例えばお茶屋にしても、お菓子屋さんにしても、それから衛生関係の会社にしても、

一応滞りは、期限内にはなかったかということを確認をしました。会社でなくて、その実際取り引き

されているところにもうちのほうが電話を掛けて、そこに直接行ったわけではございません。電話で

確認をして、それはちゃんと遅れはなしと。ただ、永田議員のおっしゃるとおり１件だけありまして、

その会社の方にも確認をしたところですが、その期限が大体４０日ぐらいの支払い関係で、その本人

さんとあるお店とやりとりをした段階で、確かに１件はあったと。支払い関係につきましては遅くなっ

たというところは確かに認められました。その認められたというのは、会社と本人さんたちの事情に

よって、それはちゃんとお互いに理解をされたというふうに私どものほうでは、町のほうでは確認を

しております。滞ったところは１件あったということで、でも今はもう、今はというか、審査時点で

は、もうそういうことは解決を、お互いに了解をされたということは、ちゃんと私たちも調べている

ところでございます。 

 それから、税金関係でございますけれども、この税金関係は当初の平成９年のときにあくまでも農

村交流ということの目的でございまして、これは私たちでなくて税務課関係等の打ち合わせをその当

時されております。その当時の中身が、やっぱり住民の、この目的そのものが入湯税関係については

課税免除という要件があります。税務課関係を確認しますと、地域住民のために、向上のためにと。

それから、公共団体が自ら住民に使用させることを目的とした設置の施設であるということであれば、

利用料金がそういうのを税務関係で免除を要件に打ち出すということで入湯税は取っていないという

ことでございました。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。 

 答弁がばらばらですけれども、町民の健康増進や福祉に役立つということで税金は取らないという

ことでしたよね。入湯料も３００円から４００円に上がっていますよね。そんなに利益が出るところ

だったならば下げるべきではないですか。そういったところも何も手を付けないで、今まで頼んどっ

たからまた頼むというようなやり方が非常におかしいんですよ。ですから、３年間様子を見て、その

次からもっと改善をさせて契約を結ぶなり、何なりというものが何ら出てこないじゃないですか。問

題はそこですよ。そして調べたと言われましたよね、納入業者に対してきちんと支払いがあるのか、

遅れてはないかと。私が知っている限りでですね、もう３、４件ありますよ。そして、やっとあそこ

から手を引かれたからよかったと、やっと払ってもらったと。指定管理の大欠点はここなんです。い

ろんなところを指定管理してみますと、町が運営したときには翌月に必ず入金をしていただいていた

ので助かっていました。ところが、指定管理とかされると、２カ月後、３カ月後、どうかすると半年

分溜めているとか、そういうふうになるんですよ。小さい商店は保ちませんね。そういったところを
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きちんと計算して、この指定管理制度というものはやっていかなければならないと考えられます。で

すから、町がするときよりも非常に業者にするならば、あそこから離れた業者は、なぜ離れたのかと

いうのも聞き取り調査あたりをしたらどうでしょう。非常に問題ですよ、そういったところは。税金

も取らない、町の一般財源をどんどん持ち出す。そしてそこにお風呂に入った方々の負担も大きい、

３００円から４００円になっている。菊池あたりにいきますと３００円でいいお湯たくさんあります

もんね。結局いろんなものを書面で約束しましたと言われるけれども、それは全く担保にならないと

いうことですよ、言うならば。物的担保を取るのならわかります。財産を持っておって、１億円、２

億円というその物的な担保を持っているというのならばわかります。ただ書面でしょう。もう万歳し

たら終わりなんですよね、株式会社というのは。ですから、それは担保にはならない。そしてまた、

この指定管理制度というものをよくよく読んでみますれば、実際そういった物的能力及び人的能力を

有していることというものがあるんですね、いうなら。能力がある人だったら赤字出さないでしょう。

それもご存じのとおり多大な赤字を一方で抱えておられるという業者なんですね。これが能力がある

ところと考えられます。いずれにしても、この場におきましては、詳細な議論はできませんけれども、

この指定管理者選定委員会において、その審議されたことは、町民のための審議ではなくて、これを

是が非でも続けなくてはならないとか、そういったものじゃなかったんですか。本当に町民一人一人

の立場に立って、ここに指定管理すべきかどうかというものを審議されたのか、これは大問題であり

ますので、この有識者というもの７人、これは誰と誰でしょう。そして、そういった知識がある人で

しょうね、もちろん、外部有識者という人。そういったものも非常に問題になってくるかなというこ

とがあります。ですから、数字的な決算書なり何なりというものをきちんとまず出していただきたい

ということ。これについてどうするのかお聞きしたい。それと、この選定委員会の人事はどなたであっ

たのか。そして、また指定管理制度のこの例規集に載っていますところの人的能力や物的能力のとこ

ろあたりがきちんとクリアできているのかなというふうに考えられますので、再度質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 永田議員の再々質疑にお答えいたします。 

 まず１番目の数字的な決算書でございますが、それはどこの決算書でもオープンでございますので、

それの提示はできます。 

 それから、選定委員会のメンバーでございますけれども、これは総務のほうで後でもしかしたらこっ

ちでも言うけれども、総務部のほうでお願いしたいと思います。７人は。 

 ３番の例規集のクリアです、能力があるのかないのかということについても、総務課のほうでいい

ですか、お願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員のご質疑にお答えさせていただきます。 

 指定管理者の選定委員会のメンバーでございます。まず、氏名を申し上げますと副町長、それに総

務部長、企画部長、経済部長、それに外部有識者として税理士さん、岩下委員さん、外部有識者、そ

して顧問弁護士である坂本弁護士、それと教育長という形で７人という形の選定委員会になっており
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ます。その中で一応有識者、制度上の問題という形で税理関係の専門家、それに弁護士という形で入

りさせていただいておるわけですけれども、先ほど永田議員から厳しい指摘があっているように、高

森温泉館、２千万円程度の赤字が出ていると。その補てんをこちらでやるのかという話だろうと思い

ます。各部決算という形でですね、今回１社の選定という形で選定委員会のほうでもその辺がかなり

問題になったという形でございます。税金の投入という形で町の施設を運営しているわけですけれど

も、新たにまた指定管理の３年間という継続をやるという形で、本来あるべき姿は継続かという形も

ありましたけれども、別会社という形で今回提出があっているという形で、経営状態が前回から引き

続き、その赤字分の補てんという形もかなり問題になったような状況でございました。それで、社員

の継続とか、新しい会社の役員の選出とかいう形で指定管理の中での説明もあっているような状況で

ございました。先ほど担当の部長のほうからもありましたけれども、従業員についての問題、それか

ら設備投資の問題、修理関係の問題についても、一応協議的なものは話に乗ったような状況でござい

ます。その中で一応１社でありますけれども別会社という形で、その負債についても前回の高森温泉

館という形の精査をしていただくという形の条件も付けまして、一応選定委員会のほうでは１社を選

ばせていただいたという状況でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。ありがとうございます。 

 別に名前を変えたということですね。ということは、損失隠しといいますか、そういった損失を避

けるために、それに荷担を我々はするわけですかね、大津町とするならば。非常に問題な点ですよ、

ここは。今まで名前が一緒だったならば、そちらの連結決算を持ってこられるのがやばいから、別に

名前を変えて、そして大津町から指定管理を受け取るというような手法ではないですか。誰が考えて

もこれはわかりますよ。ですから、こっちに被害が及ばないようにするのかもしれませんけれども、

そういったものに町が荷担しちゃだめでしょう。この点についてはですね、非常にまた不信が残るよ

うなことがありますので、この点について町長、どう思われます。町長の見解をお聞きしたいと思い

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 指定管理制度につきまして、今いろいろとご質疑いただいておりますけれど

も、その辺につきましては審議会のほうで十分検討されておると思います。別会社で来たんじゃない

かなというような話ですけれども、今までの高森温泉館というところと契約するんじゃなくて、我々

新しいところの会社と今後契約していくということで、議員おっしゃるように今までの会社の債務に

ついては、我々としてはやはり一切責任ないということで、その中で今の新しい会社の中で、今のう

ちの指定管理のほうでしっかり頑張っていただきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第６３号を議題とします。質疑ありませんか。 
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 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６３号について質疑いたします。 

 職員の給与改定について先ほど質疑いたしましたが、先ほどの、例えば総額で年５９万８千５０３

円、特別会計を含むとして減額総額というものが示されております。給料が下がるんだよということ

を示されたわけですけれども、この補正予算の６３号、３８ページ、職員手当の内訳というものを見

ていただきたいと思いますが、時間外勤務手当て、これが、結局６９２万２千円という形で上がって

おります。ですから、それを総合計、この増えた部分と減した部分を計算してみますれば、それでも

なお５０８万６千４９７円という増額になるということです、結局は。ですから、この補正予算書の

中の３８ページを見てみますれば、減した分時間外で稼ぐというような計算にも見えてしまうんです

ね。この時間外勤務手当て、この内容についてですね、職員プラス非常勤職員や臨時職員というもの

もおりますし、そういったものに対しても多大なる人件費は実は払っているわけでございますので、

この時間外勤務手当てというものは、結局その職員一人一人の所得の手当として配られるものであり

ますから、収入は増えるということですよね。簡単にこの人事院勧告等に伴うというようなことなん

て、一周してしまう額であります。この点について、この時間外勤務手当て、本来ならば、今、民間

企業というものは時間外はもう出さないよと、時間内に仕事が終わらないのは無能な証拠であるとい

うような厳しい企業が出てきているということが今の流れでありますから、それが逆に増えるという

ことは、能力が低いと言われるかもしれませんよ。本当は、これは限りなく０に近づけるのが本当で

はないかなと考えますが、質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員のご質疑にお答えいたします。 

 ３８ページの一般職関係の給与表関係だろうと思います。この内訳を申しまして、あとの説明に入

らせていただきたいと思っております。 

 まず、３８ページの給与費関係のところで△の大きい減額の３３９万４千円というのがありますけ

れども、これにつきましては、先ほど言いました給与改定分が５６万１千円ぐらい、それと本年の８

月３１日付けで職員が退職しましたので、１名退職しておりますので、その分の減額等になっており

ます。職員手当の内訳という形で、要するに永田議員が言われる要するに給与ですね、そういう形で

の手当の補充になっとらんかという端的な質問だろうと思っております。今回、時間外の勤務手当て

の内訳としましては、県知事選挙費用が５７２万７千円、それと福祉の地域福祉、障害福祉関係での

手当が５２万８千円、それに災害時の緊急対応という形で夜間の職員の出動に対するものが６６万７

千円という形で６９２万２千円の職員の時間外勤務手当てという形になっております。昨今の経済状

況で厳しい中でサービス残業という形と、先ほど申しました全体の奉仕者という観点からの永田議員

の指摘だろうと思っております。我々としても、当然労働者というところもありますけれども、その

辺については十分サービス向上のために住民に尽くしていくべきという形で思っておりますので、今

回の補正予算については、負担金もありますけれども、そういう形で計上させていただいております。 

 以上でございます。 
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○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。 

 あまりの増額ですから、選挙に関するものだということはすぐ察しはしていたのですが、ここで改

善するための議論に持ち込みたいという思惑が私にはありまして質疑するわけでありますが、民間企

業がもしもそういった一時的な、４年に一度とか、そういったものが発生するときには、どういった

手法を取るのかということは、例えば効率業務をするために本田技研熊本製作所あたりは、例えばそ

の日勤だけではなくて、例えば二勤制とか、いろんな形を取って給与は増えずに時間帯をずらすとか

いった手法を取ります。公務員がこれが取れないというのは何かおかしくはないかなと思うんです。

ですから、普段の仕事はきちんとやっていただきながらも、そういった、時間的なものは確かにいる

でしょう。しかしながら、そういった取り組みというものを全国に先駆けてやるような知恵を出さな

いと、今からお金がいくらあっても足らないということです。既成概念に捉えておられたならば、た

だ単に一般財源、いうならば町民の税金として町民が税金を納められたということを当たり前のよう

に使ってしまうという結果になるんです。ですから、これにつきましてはきちんとした、そういった

知恵を働かせて対応するというような、そういったものは全然ないんでしょうか。再度質疑いたしま

す。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員の再質疑にお答えいたします。 

 少ない財源の中で最大の努力をするのが我々公務員の姿と思っております。例えばの話なんですけ

れども、今、住民課窓口関係につきましては、フレックスタイムという形の制度で勤務時間等をさせ

ていただいております。要するに公務員関係、労働時間関係の制約で１時間の休憩時間等を設定して

ありますけれども、その期間に勤務をするというやり方でございます。 

 それと、選挙関係で申しますと、新たに選挙の事務の関係でですね、職員、要するに臨時職員の雇

い方をするという形の提案もさせていただいておりますし、また実行しております。それと、要する

に選挙費用というのはかなりかかるわけでございます。町単独でする場合は、それだけ町民の税金を

丸ごと使うということでありますので、その辺についても選挙管理委員会と十分協議しながら打ち合

わせていただきたいと思っております。 

 職員についても残業という形の時点でですね、時間外については新年度予算関係についても精査を

させて、十分にその辺はですね、住民サービスができるように頑張りたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかにありませんか。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 福祉課関係の家庭的保育事業が新年度から始まる予定だということで、今回

の補正予算で児童福祉総務費、２３ページですね、家庭的保育事業施設整備等補助金、２カ所分だっ

たですかね、が組まれております。正式に来年度から、新年度からスタートするということで、その

準備のためにその保育を始める方の家、住宅を改修するということのようでありますが、一つはこの
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３分の２の補助金が民生費の県補助金となっておりますけれども、純粋にこれは熊本県の補助なのか

どうかの確認ですね。 

 それから、補助金は県が３分の２ということですが、残りの分は町が一般財源から補てんをすると

いうことなんだろうと思うんですけど、そこのところがちょっと今はっきりしませんので、そこの確

認をしたいと思います。 

 それから、１件当たり２２０万円ですかね。どの程度の整備が求められるのかということ。その内

容についてお伺いをしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 荒木議員の質疑にお答えしたいと思います。 

 まず、県の補助なのかというところだったと思うんですけれども、この事業が待機児童対策という

ことで、熊本県内で大津町、それから菊陽町、合志市の３市町で県が支援を行って来年から待機児童

対策のためにやってくださいというような協議が県のほうからお話があったということでございます。

待機児童が現在出ているところが、なるだけですね、待機児童を少なくするようにですね、今回、新

規の保育所の補助についても同じでございますけれども、その間、また待機児童が続くわけですので、

０歳、１歳、２歳を中心としたところの家庭的な保育に対するものでございます。現在、熊本県のほ

うでそのための保育士の研修を実施させております。大津町のほうからも９名ほどその研修に、県の

事業で参加をしているという状況でございます。この事業が熊本県も初めてということで、全国では

やっているところございます。特に福岡あたりが先進地でやっているわけでございますけれども、県

も初めてということで、今後県のそういった中身、要項あたりもつくられていくというふうなことと

考えておりますけれども、安心子ども基金というのがございます、県の。その安心子ども基金の中の

県といたしましては家庭的保育改修事業という項目で補助を出したいということでございます。一応、

今、県のほうとも協議をいたしておりますけれども、その中でですね、いくつか家庭的保育改修事業

がいくつかございますけれども、その中でまず１カ所当たり２２０万円ぐらいを限度にですね、県の

方としては考えていらっしゃいますけれども、自宅やアパート等の実施場所において、保育関係を整

えるための改修ということで、例えば幼児用トイレ、それから冷暖房設備関係ですね、そういった部

分が例として県のほうから示されております。 

 それと、自宅以外の賃貸のアパート等を借りてもいいですよということで、それを借りる場合の賃

貸料に対する補助についてもＯＫですよと。それは、これも限度がございまして大体８万円でござい

ます。これにつきましては、今、予算組んでおりますけれども、予定ということで組んでおりまして、

まだこれからでございます。希望するところがございまして中身を精査して、県の指導を仰ぎながら

やっていくと。手が挙がらなければ予算が流れることになりますけれども、県としては大津町として

２カ所ほどということで支援をいただいておりますので、その２カ所ほどどこかで受けていただくよ

うに調整をしていきたいというふうに考えております。 

 質問の中身は以上だったでしょうか。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 
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○１５番（荒木俊彦君） 保育所の新設のたしか国から交付された財源が県が基金を貯めて、それを割

り振るということですよね。待機児童解消のために必要な制度だとは思いますが、例えば今回、手を

挙げられて２カ所ぐらい例えば始められたと。２２０万円あればある程度のトイレとか、あるいは子

どものおやつの準備をする、調理関係とかあるかと思いますけれども、じゃ来年度以降はどうなんだ

ろう。今は２２０万円満額、町も３分の１も出すわけですよね。多分整合性からすれば、来年度以降

も手が挙がれば対応していく必要があるかと思いますけれども、先ほど福岡は先進地だと言われまし

たが、福岡では家庭的保育がもう実施をされているということなんでしょうか。これをちょっと確認

をしておきたいと思います。もしそうであるならば、我々もそういう情報を得て、ある程度確認をし

ておきないと、勉強会にも行きましたけど、よほどバックアップをしっかりしておかないと、万が一

何かあったらある程度密室状態みたいになりかねない、あるいは保育士さんが病気になった、代替え

は、明日は、午後からというようなことも起こりかねないということですので、よほどバックアップ

体制をつくっていかないと大変なことになるかと思いますけど、そこら辺の準備、単に研修だけで済

む問題ではないと思いますので、準備作業はどのように進めていくのかということをお尋ねします。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 荒木議員の再質疑にお答えいたします。 

 この事業は、福岡てもやっていらっしゃいますけれども、一度ほかの議員さんが一般質問でされた

経緯がございまして、ほかの都会のほうでは結構なされているということで、その辺を参考にしなが

ら、かなり前から熊本県が知事の指示の下ですね、担当のほうで勉強会もされましてですね、熊本県

型でやっていこうということで、今一番心配されているのは、私たちもサポート体制でございます。

一応保育資格を持った保育園のほうがバックアップ体制を取るということで、週１回以上ですね、そ

ういった訪問しながら、保育園との交流をやっていくということも考えております。ですから、その

保育園をどこにするのかということでございますけれども、今のところ町立の保育園のほうとの交流

というかですね、町立の保育園のほうにも県のほうからの補助が、支援の補助が出ますので、その補

助をいただきながらですね、町立の保育園のほうからそういったバックアップ体制を取っていきたい。

連携保育所ということでやっていきたいと。それと、密室にならないようにですね、その保育園との

交流事業あたりもやっていきたいということでございます。 

 最初の質問でございますけれども、２２０万円と、当然その家賃に対する、家賃については何年間

か県の補助が続くと思いますけれども、改修は一度きりでございます。それと、今年は県といたしま

しては大津町２カ所手を挙げておりますけれども、一応２カ所でやりながらですね、新しい保育所が

できますのでですね、その辺の状況も見ながら、たくさんあればいいというものでもございませんの

で、その辺の状況を見ながらですね、県の支援、指導をいただきながら検討していきたいというふう

に考えています。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 
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 次に、議案第６４号から６７号までの４件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 これで議案質疑を終わります。 

 

     日程第１５ 委員会付託 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１５、委員会付託を行います。会議規則第３９条第１項の規定によ

り、議案第６０号から議案第６７号までをお手元に配付しました議案・委員会付託表（案）、また会議

規則第９２条第１項の規定により請願第５号を請願・陳情委員会付託表（案）のとおりそれぞれ所管

の委員会に付託します。 

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会いたします。 

午後２時１２分 散会 
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一  般  質  問 

 

 

９ 番 坂 本 典 光 君     ｐ52～ｐ60 

 

     １．大津警察署について 

(1)菊陽町と合志市の住民の一部では大津警察署を菊陽合志方面に移転する運動が起

こっていた。１１月２日の熊日によれば、県警の私的諮問機関「警察署の管轄区域

等を考える懇話会」は、大津署が管轄する合志市と山鹿署が管轄している旧植木町

を含む熊本市北部を管轄する署を新設する必要があるとした。 

それを見て合志市議会は１８日臨時議会を開いて懇話会の意見書は熊本市の問題。

合志市内に警察署の設置を強く要望するという意見書を可決した。可決を受け、市

長は「政令市に警察署を新設することと、合志市の現状は別の話。市としても懇話

会の意見書は受け入れられないとの意思表示をしたい」と述べている。これは、大

津警察署を合志市に移転しろと要求しているように見える。町は情報を収集してい

るか。大津町としてどういう行動をとるか。 

 

     ２．特徴があり、人気のある公園づくり 

(1)昭和園、高尾野公園、矢護川公園、かぶとむし公園などがある。 

昭和園、高尾野公園はつつじの名所、矢護川公園は水の公園、かぶとむし公園は町

の中心地にあり、かぶとむしのモニュメントやすべり台で子どもに人気がある。公

園担当課は業者に管理委託するだけではなく、町民が何回も行きたくなるように常

に改良、改善に努めるべきではないか。町のＰＲにもつながる。町民に意見を求め

る。よその都市の公園を視察する。そして、改良すべき点を指摘する。例えば旭川

には姉妹都市記念公園というのがあった。 

 

     ３．米づくりについて 

(1)農地解放以来今日まで、農林水産省は米づくりにどんな政策をとってきたか。そこ

から今後の展開、展望を考える。 

①水田はどういう形態になると思うか。 

②稲作に従事する人口は増えるか減るか。 

③それは大津町にどういう影響をあたえるか。 
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１５ 番 荒 木 俊 彦 君     ｐ61～ｐ70 

 

     １．後期高齢者の健康対策 

(1)健診率の目標と実績 

(2)なぜ受診率は低いのか、向上の対策は 

(3)人間ドック実施と助成の必要性 

 

     ２．介護保険の保険料とサービス 

(1)来年度の保険料の改定見込み 

(2)サービスは維持改善されるか 

(3)要支援者へのサービスは継続されるか 

 

     ３．住宅リフォーム助成の実施 

(1)町民の暮らしの応援と地元業者の仕事確保、地域経済の活性化に役立つ使い勝手の

良い制度を求める。 

 

１２ 番 永 田 和 彦 君     ｐ70～ｐ77 

 

     １．ＴＰＰについて 

(1)野田総理大臣がＴＰＰ交渉参加の方針を表明し時代が大きく変わる可能性が出てき

たが、冷静な判断をするための情報収集と町民への適宜な説明は欠かせない。 

ＴＰＰへの不信の最たるものは農業と食糧自給問題だと感じるが、町民の不安解消

に少しでも寄与するため、町長の政治姿勢を求める。 

 

     ２．資産向上計画 

(1)農業改革を進めることは、農業振興地域と都市計画地域の見直しを促し、産業の活

性化と町全体の資産価値を上げるチャンスである。 

逆に土地利用を制限する市街化調整区域が指定される可能性もゼロではない。自治

体間にも競争がある、時代の変化に合った行動を起こさなければ先を越される。 

 

 ３番 吉 永 弘 則 君     ｐ78～ｐ83 

 

     １．小水力発電の普及を 

(1)原発に代るエネルギーとして自然エネルギーが見直されている中で、小水力発電の

普及がマスコミで取上げられている。本町も上井手、下井手、錦野井手、矢護川等々
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多くの小川がある。課題は多いと考えるが流量等の調査をして、このような事業に

取り組む姿勢があるかを伺いたい。 

 

     ２．特産品のＰＲに課（係）の設置を 

(1)大津町の特産品である大津かんしょは、県内や九州では知られているが全国的には

知名度は低い。そこで、全国的なＰＲとして、課または係、名称は「からいも課ま

たは係」（仮称）等で名詞を作って全国ＰＲしてはいかがと思う。町長の考え方を伺

う。 

 

     ３．立体駐車場の整備を 

(1)ＪＲ肥後大津駅で南口駅がオープンし、空港とのアクセスもできたが、町民の駐車

場が少ない。この際、庁舎南側の駐車場を立体駐車場にして中心街の活性化やシャ

トルバスの増員等に活用してはと考えますが町長の見解を伺う。 

 

 ４番 源 川 貞 夫 君     ｐ83～ｐ92 

 

     １．県営上井手、下井手地区かんがい排水事業の予算確保について 

(1)土地改良区事業の予算削減により、新規は勿論、継続事業さえ厳しい状況であるが

今後の対応は。 

 

     ２．「木になる紙」の利用 

(1)県及び他町村では導入または予定されているところもあるようだが、我が大津町と

しての考えと、その啓発広報を問う。 

 

     ３．神社の絵馬の保存（展示）及び修復について 

(1)町内の神社の絵馬で有名な人物が描かれた物はないか、またそれの保存・修復に対

しての考えは。 

 

     ４．信号機の設置について 

(1) １２月１日より開通した県道西鶴中井迫線の引水区内の平面交差点には横断歩道の

線引きもしてない状態であり、信号機（センサー付でも）の設置と事故防止策は要

望されたのか問う。 
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８ 番 月 尾 純一朗 君     ｐ97～ｐ104 

 

     １．陽の原キャンプ場を整備し利用拡大を！ 

(1)陽の原キャンプ場の施設の現況と利用状況を問う。 

(2)宿泊ロッジ、水道、トイレ等を整備し、利用客の増大を図る考えはないか。 

(3)施設管理者、案内板等を充実し利用者に優しい大津町観光の核としていく考えはな

いか。 

 

     ２．イノシシ肉で町の活性化を！ 

(1)全国的にイノシシ、シカなどの有害鳥獣被害が急増しているが、大津町の現況を問

う。 

(2)被害が大きい地域では、シカ肉、イノシシ肉などを販売したり、料理として提供し

たり、利活用が進められている。大津町での取り組みは考えているか。 

 

２ 番 府 内 隆 博 君     ｐ104～ｐ109 

 

     １．「木になる紙」利用拡大について  

(1)間伐材を原料とし、売り上げの一部を森林所有者に還元するコピー用紙「木になる

紙」を使う市町村が県内で増えている。４５市町村のうち１００％使用は８市町村、

一部使用は１７市町村に上る。県も全庁に使用を拡大する方針を打ち出した。使用

拡大によって間伐材の利用を促し林業や山村の活性化に加え、地球温暖化防止につ

なげたい狙いもある。町の現況を問う。 

 

     ２．「ドクターヘリ」平成２４年１月１６日運航開始搬送体制について 

(1)本県において防災消防ヘリとドクターヘリの２機が連携する「熊本型」ヘリ救急搬

送体制の構築に向け準備を進めてこられたが、いよいよ平成２４年１月１６日運航

が開始し県内全域の重篤な傷病者のさらなる救命率の向上や後遺症の軽減にもつな

げ「空飛ぶ救命室」とも呼ばれる。交通事情の悪い現場にも到着するのが早い。ま

た、できるだけ発生現場から近い場所で患者を収容するようドクターヘリの着陸地

点を決め、消防などの関係機関に周知させる必要もある。大津町においても特に北

部地域においては着陸地点を特定しておくべきと思うが、町としての考えを？ 

 

     ３．高尾野中核工業団地から県道菊池赤水線までの林道の延長工事計画は 

(1)町事業により、林道整備がなされたが、古城地区の西道路までで終わり、計画とし

ては県道菊池赤水線まで計画があったのでは。真木地区や古城地区の方々から延長
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計画を熱望されているが町としての考えを。 

 

１ 番 金 田 俊 二 君     ｐ109～ｐ116 

 

     １．環境に配慮した好循環のまちづくりの推進を 

(1)森林の整備と経済効果、雇用創出、二酸化炭素の抑制のため、「岩戸の里」のボイラー

を木質ボイラーに換える考えはないか。 

(2)すべての生ごみをコンポストで処理し、堆肥化する考えはないか。 

 

     ２．大津特産からいもをトップブランドに押し上げよう 

(1)「なると金時」に負けないトップブランド化への道を考えているか。 

先進地に学び、あらゆる手段を講じてトップブランドに押し上げるべきである。 

 

５ 番 鈴 木 ムツヨ さん     ｐ117～ｐ128 

 

     １．学校施設の防災機能強化について 

(1)構造体の耐震化だけでなく、非構造部材の落下防止対策。 

(2)水道が使えない時のプールの水利用対策の考えは。 

(3)エコスクールの整備、省エネルギー対策の整備。 

(4)防災備蓄倉庫の設置。 

(5)避難所運営マニュアルの策定について 

(6)ＡＥＤの設置（屋外）。 

(7)小・中学校における防災教育について 

 

     ２．災害弱者への対策 

(1)救急医療、情報キットへの取り組みを。 

(2)特別養護老人ホーム等を福祉避難所に指定する考えは。 

(3)現状と対策は。 
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議 事 日 程（第２号） 平成２３年１２月１２日（月） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 一般質問 

 

               午前９時５８分 開議 

○議 長（大田黒英生君） おはようございます。これから、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は議席に配付のとおりです。 

 今回の一般質問者は９名ですので、本日が１番から５番まで、明日１３日が６番から９番の順で行

います。 

 

日程第１ 一般質問 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） おはようございます。坂本典光が一般質問をいたします。 

 今年は大変な年でした。３月１１日の東日本の大地震と福島原発の事故、最近そのときの様子が伝

わってくるようになりました。先日、病気で退社された福島第一原発吉田所長は、その後、１１月朝

日新聞のインタビューに、３月１１日から１週間で死ぬだろうと思ったことが数度あったと述べてい

ます。また、菅元首相は当時のことを原発事故の直後に最悪のシミュレーションを考えてくれと指示

した。避難区域が２００から３００キロメートル単位にまで広がるのが最悪の想定だった。１０万か

ら２０万の避難も大変なのに、対象が１千万人、２千万人となれば、国が機能しなくなると述懐して

います。今後、格納容器の水素爆発はないと思いますが、拡散した放射能セシウム、ストロンチウム

の汚染の影響がいつまで続くのか、子どもの健康、農産物、家畜、水産品の汚染が心配です。 

 さて、第１問に入ります。熊本県警察の組織は、熊本県公安委員会の管理の下に警察本部、警察学

校、２３の警察署が置かれ、警察署には交番、駐在所がおかれています。熊本市とその周辺を見てみ

ますと、熊本市には北警察署、南警察署、東警察署があります。北署は、水道町の近くにあり、市の

中央部と北部を管轄しています。東署は市の東部分、注目すべきは飛び地として熊本空港に空港警備

派出所をおいていることです。阿蘇地区には小国警察署、阿蘇警察署、高森警察署が置かれています

が、立野地区は立野駐在所をおいて高森署が管理しています。我が大津署は、大津町、菊陽町、西原

村、合志市を所管していることは皆さんご承知のことだと思います。合併する前の合志市は、合志町

が大津署、西合志町を菊池署が所管していました。そこで本論に入ります。菊陽町と合志市の住民の

一部では、大津警察署を菊池合志方面に移転する運動が行っていました。１１月２日の熊日新聞によ

れば、県警の指摘諮問機関、警察署の管轄区域等を考える懇話会は、大津署が管轄する合志市と山鹿

署が管理している旧植木町を含む熊本市北部を管轄する署を新設する必要があるとしました。それを
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見て、合志市議会は１８日、臨時議会を開いて懇話会の意見書は熊本市の問題である。合志市内に警

察署の設置を強く要望するという意見書を可決しました。可決を受け、市長は政令市に警察署を新設

することと合志市の現状は別の話。市としても懇話会の意見書は受け入れられないとの意思表示をし

たいと述べています。これは、大津署を合志市に移転しろと要求しているように聞こえてまいります。

町は情報を収集しているのでしょうか。大津町として、今後どういう対応を取るか、町長にお尋ねし

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） おはようございます。坂本議員の大津警察署等に関するご質問でございます

けれども、ご承知のとおり大津署につきましては、大津署の管内、関係に通じては人口増加の地域で

ございますし、熊本市の３つの市の中に次ぐ４番目というような１３万人の人を抱えておるというよ

うな状況であります。熊本県については、県警全体の、県全体の２３市町の枠組み関連等について検

討されておると聞いております。大津署につきましての内容を説明しますと、大津署には杉水の駐在

所、錦野の駐在所、そして大津署内にある大津署の駐在所がありまして、３つの駐在所を抱えておる

というような状況でございます。２、３年前から錦野駐在所につきましては、大津署の中にある駐在

所と合併して駅南のほうに交番をつくっていただけないだろうかというような話も進めております。

そういう中で、２、３年前、森地区の一部の方に警察のほうでそのような話があっておりますけれど

も、一部の方の話によりますと、大津南のほうにできることについては仕方ないかもしれないけれど

も、今後の検討事項というような話をされております。大津署管内においては、菊陽・合志の交番関

係の増員や複数勤務態勢に力を入れておられますけれども、一番古いのが西原村の駐在所と聞いてお

りまして、今現在、２３年度の事業で今取りかかっておられるようでございます。そういうような順

番からすれば、大津町の交番関係等については３番目というような話も聞いておりましたけれども、

阿蘇熊本空港の玄関口としては、我々は住民の安心と、それから来客の皆さんの安心のために、ぜひ

つくっていただきたいなというふうに思っております。もちろん、大津署の移転関係については、４、

５年前からも検討されておったようでございますけれども、先人たちが苦労してつくったあの移転先、

現在の警察署、これは５７号や３２５号の交差する重要な起点でありまして、もちろん当時は４、５

０名の職員ですけれども、今現在１００名以上の方がおられますけれども、その中でやっぱりいろん

な枠組みが、県警の枠組みの中におきまして、現在大津署の位置というのが昔はＣクラスだったんで

すけれども、今はＡクラスというような形で、菊池署、あるいは議員おっしゃるように阿蘇地区の３

つの署の関連等の重要なリーダーとしての位置を今占めているんじゃないかなというふうに思います。

そういうような高森の駐車場、この問題でございますけれども、そういう意味におきましては、やっ

ぱり大津署からの、大津町からの移転というのは、そう簡単にはいかないんじゃないかなというふう

に思っております。もちろん、大津町においても署長官舎をはじめ職員のアパート関係等もあります

し、夜も昼も署員の皆さんが大津町を散策なりいろいろやっておられます。そういう意味におきまし

て、大変大津町の交通安全協議会や防犯協会、いろんな各種団体とのつながりも深うございますので、

今後についてはそういう形の中で十分連携を取っていきたいというふうに思っております。もちろん
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役場といたしましても、大津町の幹部と警察の幹部と年２回いろんな課題事項をご相談、意見交換し

ながら懇親を深めているというような状況でもあります。 

 心配されておられるその合志菊陽における移転問題についての内容については、担当部長のほうか

らご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 坂本議員の質問の中で、警察署の管轄区域を考える懇話会の件でございま

す。まず、言われましたように県内２３の警察署がありますけれども、同規模の県の平均の設置数は

２０ということを聞いております。比較的多くの警察署が配置されている現状であると意見書の中で

は述べられております。 

 さらに、大津警察署の状況についてですけれども、業務負担料が県下２３警察署の中で第１位であ

ります。それに、平成１８年３月菊池警察署管内でありました、先ほど議員が言われました西合志町

が合併し、合志市が誕生したのに伴いまして、大津警察署の管轄区域が増大しております。また、職

員の増員についても、プレハブ等で対応されているようでございます。 

 また、今後につきましても業務量は町長が今言いましたように拠点地区という形で増加するものと

予測されますが、増員スペースを確保するには現時点では困難であるというような状況でございます。

将来的には、管轄地域の治安水準の低下が懸念されると意見書の中では述べられております。 

 またこの指摘諮問機関であります区域等を考える懇話会というのにつきましては、政令指定都市に

移行する熊本市内に署を新設し、現行の３署から４署体制とすることなどを盛り込んでおられます。

その中で、現状の分析を熊本北署が旧植木町を管轄することは困難であること、大津署の業務量増加

への懸念などを指摘されまして、大津署が管轄する合志市と山鹿署が管轄している旧植木町を含む熊

本市北部を管轄する署を新設する必要があるという形で意見を述べられております。 

 また、最後に熊本県警察は県民の要望を的確に把握した上で警察力の適正配分について継続的に検

討して見直していくことが求められているということで結ばれております。 

 今回、県知事あてに合志市議会から合志市を管轄する警察署の新設を求める意見書が提出されてお

りますけれども、あくまでも合志市を管轄する警察署を政令指定都市内に懇話会の意見に対しまして、

合志市内に警察署の設置を希望するものだと聞いております。今後も大津警察署が町内に存在するこ

とにより、安心安全なまちづくり等に貢献していただくことを認識し、さらに各団体とも連携を強化

していきたいという形で思っております。 

 懇話会等の意見等については、菊池管内の総務部長会議等でも連携を図りながら、また意見の集約

を見ているような状況でございます。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） この問題は、まだ新聞で報道されて起きたばかりですから、これ以上のことは

述べませんけれども、大津町から警察署がなくなったら熊本の東の拠点のよりどころの一つを失って

しまい、町の発展に大きなダメージを受けることは明らかであります。今後の町長の力強い発言と行
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動を期待します。いかがでしょうか。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 先ほど申しましたように、なくてはならない県の施設ということで、ぜひと

も大津警察署ＯＢの方や現在の幹部の方と十分意見を採り入れながら、ぜひとも大津に残っていただけ

るというか、そういう役割のできる署になっていただくよう我々も意見を提言していきたいというふう

に思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 第２問目に入ります。 

 公園というのは、百科事典によれば公園とは公衆が憩いまたは遊びを楽しむために公開された場所、

さらに公園には次のような形態のものがあるとされております。一つは、市街地の一区画に草木を植

え、噴水を設置するなどして、憩いの場としたもの。また、市街地の一角に子どもの道具を設置し、

遊び場として整備したもの。都市または地域の中核に位置し、都市または地域住民全員の利用を対象

として整備された緑地広場。城跡などの史跡を活用したり、運動公園などを設置した場合、さらに動

物、植物などを自然に近い状態で人に見せるためのものというのが載っておりますけれども、さて大

津町都市公園条例では、都市公園法に基づいて公園として大松山公園、昭和園、駅前西公園、駅南東

公園、これは通称かぶとむし公園であります。高尾野公園、清正公道公園、杉水公園、水源町緑地公

園、矢護川公園、大津町運動公園が記されております。また、大津町立公園条例、これは都市公園法

によらない公園のことですが、そこには日吉神社つつじ公園、矢護山自然公園、町民の森、オークス

広場、高尾野森林公園、ふれいい公園、下猿渡公園が記されています。どちらかというと、自然を生

かした公園が多いようです。人が多く集まる都市公園について、私なりに評価をしてみたいと思いま

す。 

 まず、昭和園。ここは元東部実業学校の跡地であり、つつじの名所です。西岡町長のとき、つつじ

の里のまちづくりの一環として、元の昭和園を大改造してつくられたと記憶しております。大松山公

園や日吉神社つつじ公園が淀川系のつつじが中心であり、雑然と植えてあるのに対して、昭和園はい

ろいろな種類をフラワーアレンジメント風に植え付けてあるため、花が咲いたときにきれいに見えま

す。世界のめずらしいつつじのコーナーがあり、芝生の広場、東屋、ステージもあります。文句なし

に合格点であります。よそから来られたお客さんが、ここはきれいだなと会話をされているのを聞く

と矛らしく感じます。 

 高尾野公園の霧島系のつつじもきれいです。ここでは、中核工業団地の中にあり、働いている人も

楽しいだろうし、ミルクロードを通る車のオアシスにもなります。大津町のイメージアップにつながっ

ていると思います。かぶとむし公園は、小さな子どもたちで賑わっています。今少し改良がほしいけ

れども、まずは合格でしょう。 

 今年、議員研修で旭川に行きました。朝早く起きて朝食までの時間を利用して街を見て回りました。

道は碁盤の目のようになっており、何となくリトル札幌という雰囲気でした。至るところに彫刻があ

り、噴水があり、文化の薫り高いところでした。その一角に、小さいけれども特徴のある公園があり
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ました。公園といっても、ベンチがいくつかある程度のスペースです。姉妹都市公園と書いてありま

した。旭川はサハリンの都市、ユジノ・サハンスクと姉妹都市だそうです。これは一つの例ではあり

ますが、話題を提供する小さな観光スポットの一つかもしれません。そこで、町の公園担当課は、業

者に管理を委託するのを仕事とするだけではなく、町民が何回も行きたくなるような公園を夢見て改

良、改善に努力すべきではないか。町民に意見を求め、よその都市の公園を視察する。そして、町長

に提言する。そのようになってほしいと思うのですが、町長、どう思われますか。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 大津町の公園関係についてのご質問でございますけれども、議員おっしゃる

とおりに、都市公園、昭和園、その前には日吉神社が上大津の古宮からあちらのほうに移られてもう

５０年になるというような話でございますけれども、当時は大変つつじの祭りで賑わっておったとい

うことで、大津はやっぱりつつじが一番だというような、そういう検証がされてきておる中で、都市

公園の昭和園をつくり、つつじを植えるというようなことで世界のつつじ園とかいう形の中でしっか

りとつくられて、今でも現在喜ばれておるというようなことでございます。もちろん、ほかには杉水

公園のソフトボールとか、そういうものの利用できるような公園をつくったり、あるいは陽の原キャ

ンプ場における教育を主体とするキャンプ場公園など、いろんな形で、残念ながらよしびの公園関連

等についてはなくなっておりますけれども、やはりあの地域の環境の森とつないだところの一体をや

はり自然環境教育の場として、今後しっかりと育てていかなくちゃならないというふうに思っており

ます。 

 そういうように運動公園もしかりでございますけれども、スポーツと健康を兼ねた公園、そういう

ような公園をつくらせていただいておりますし、大変プロのサッカーもお見えになられて活性化につ

ながっておるというふうに思います。もちろん、そういう中で、子どもたちがしっかりと多くなりま

した関係で、区画整理の中に、今、かぶとむし公園ということでつくらせていただいております。ほ

かにも西のほうにありますけれども、ちょっと手が行き届いていない、ただ空地の状態でございます

けれども、かぶとむし公園については子どもたちの若いご夫婦や高齢者と一緒に遊んでいる姿をよく

見かけます。 

 そのように、いろんな形で公園をつくらせていただいておりますけれども、今回中央公園、仮でご

ざいますけれども、そこに子育て支援関係でのちびっ子広場、そして東のほうには防災公園というよ

うな形でジョギングもできるように、あるいは将来については消防の出初めや訓練関係等にも十分活

用できる広さを確保していただき、あるいは太陽光を設置しながら災害のときに活用できるというよ

うな状況で今検討しながら、３月までに終わりたいというふうに思っております。ここについても、

子どもたちがしっかり遊べるような場所というものが住民の皆さんから大きな要望があっておりまし

たので、中心地にそういう公園をつくるということで今つくらせていただいております。もちろん議

員おっしゃるように、大津町の上井手関係、昭和園から大松山公園までの区間、あるいは街中の交流

センターや歴史伝承館を含んだオークス広場、この関係の中をやっぱり大津町のこの地域の中のよき

ものを活用できる、そういう街中全体を公園というような形に位置付けて、今後一つ一つ整備を行っ
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ていければなというふうに思っております。そういうことによって、高齢者の皆さんをはじめ、町民

の皆さんが癒されるような町になってくれればいいし、来客の皆さんが大津町を散策される一つの起

点となればなというふうに思っております。そういうような町の公園化を進めるとともに、健康増進

のための一つにつながるような公園にもなるようしっかりと努力していきたいというふうに思います。

ご指摘の公園の今までつくった公園の管理状況と把握関係については、いささか反省させられる点も

あるかと思いますので、そういう状況についても、今後担当のほうにしっかりと指導をしながら、事

故のないような安全な場所につくっていくというか、そういう方向に職員の指導も今後しっかりやっ

ていきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 今、町長が公園担当課の職員の指導をやっていくという話だったんですが、私

がここでちょっと質問したのはですね、公園担当課、業者に管理を委託するのを仕事とするだけでな

く、町民が行きたくなるような公園を常に改良改善に努めるべきではないか。さらに、町民に意見を

求め、よその公園を視察する、そして町長に提言すると、こうしたがいい、ああしたがいいというこ

とをですね。ここのところをもうちょっと答弁していただきたいということ。それから、町の広報担

当者が今頑張って大津町の広報紙が一番優れているとの評価が定着しております。公園担当課も日本

一を目指して、日本一の公園があるところということを目指して進んでもらいたいと思いますが、町

長いかがですか。先ほど言ったことと一緒に。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 公園の管理の問題でございますけれども、もう議員おっしゃるとおりでござ

いまして、どう管理していくかというようなことの提言についてもしっかりと耳を傾けていきたいと

いうふうに思います。もちろん私も昭和園の都市公園や杉水公園、あるいは陽の原キャンプ場、いろ

んなところの大津町の全体の公園に今まで携わってきておりますので、それぞれの目的でつくってお

りますけれども、その状況がどうであるかというのを再度検討しながら、町民の皆さんに喜ばれる公

園になっていくように、職員とともに、そして町民の皆さんの意見をしっかり伺いながら改修できる

ものは改修していくような方向に検討してまいりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） では、３問目に入ります。敗戦後、ＧＨＱの最高司令官マッカーサーは、不在

地主が日本の分国主義に荷担したとして、農地改革を行いました。地主が保有する農地は、政府が強

制的に安く買い上げ、実際に耕作していた小作人に売り渡されました。全国で行われ７割余りの農地

が地主から小作人に売り渡されたということになります。農地改革は、昭和２０年１２月に第１次農

地改革、２１年１０月に第２次農地改革のための法律ができております。昭和２２年１１月、農業協

同組合法ができ、肥料や農薬は共同購入で安く買い、できた農産物は共同で売って利益を上げましょ

うという助け合いの精神で農協はできたと言われております。昭和２２年１２月、農業災害補償法が

できております。災害に遭ったときのほか、不作や病害虫被害からの救済措置です。全国的に農業共

済組合が整備されました。さらに、昭和２４年６月に土地改良法ができております。耕作者が土地改
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良区という組織をつくり、国が支援し、自分たちも投資して生産力が上がるよう農地の区画も、農道

も、水利施設も土壌状態を改良していく大工事を進めようというものだそうです。耕作者の経済的自

立を促すため農協をつくり、共済制度をつくり、土地改良制度をつくったが、耕作者はなかなか裕福

にはなれず、農地を手放してしまう例が全国で続出します。そこで、昭和２８年に登場したのが農地

法であり、耕作しない人の農地取得を禁じています。今、述べてきたことは、すべて日本の農業の根

幹をなす米づくりに当てはまると思います。マッカーサーの農地改革から始まり、昭和２７年の農地

法までの制度が基本的に今まで続いてきたわけでございます。ここでは、世界貿易の視点が抜けてい

るようです。大型農業機械による大規模農業経営が世界的に主流になる中で、小規模な土地所有者が

大幅に増加した日本の農業は、大規模経営が難しく、先進的な農業の担い手となり得る中核的農家が

育たなかった。また、都市化優先政策と食官制度温存による米優先農政により、次第に日本の農業は

国際競争力を低下させていったと言われております。 

 そこで町長に、これは経済部長の答弁でも構いません。農地解放以来、今日まで農林水産省は米づ

くりにどんな政策を採ってきたか。ここから今後の展開・展望を考え、今後水田はどういう形態になっ

ていくと思うか。農作に従事する人口は増えるか、減るか。それらは大津町にどういう影響を与える

か、見解をお聞きしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 坂本議員の農政関連の問題でございますけれども、我々農業は基盤産業とい

う位置付けでこれまで対策を取ってきたわけでございます。先代の前の町長、大塚町長が農業基盤を

しっかりやろうということで進められた、その基盤整備が今、もう３０年以上も過ぎておるというよ

うな状況で、今後も改修を検討しなくてはならない状況でございます。もちろんそういう中で、それ

ぞれの農業のコスト削減や集団化関連等で進めてきておりますが、もちろん今後の国の施策２年目と

なっております戸別所得保障制度というものがなされておりますので、このような規模拡大あるいは

担い手育成に効果があるものと思うとともに、今後の農業の自給率向上にもつながってくるんじゃな

いかなというふうに思っております。詳しくは、農政部長のほうからご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） おはようございます。坂本議員の質問の中で、戦後間もない昭和２２年に

農地解放制度が開始され、国の農業戦略や施策の中で米は重要な作物であり、これに対する各種施策

として、農業基盤の整備、機械の共同利用、作物の所得保障、転作制度など、全体的に食料自給率の

向上と国民生活へ安心な安定的供給を求めて、食料管理の面から重要な位置付けで対応されてきまし

た。現在は、農地解放制度から市場原理制度へ、そしてＴＰＰなどでの関税廃止などの多くの問題に

発展しています。民主党への政権が交代し、今までの生産調整に加えて、自給率の向上を新たな目的

とした戸別所得保障制度が開始されたところです。町の現状は、水田面積８１５ヘクタール、生産水

量目標４５０ヘクタールとなっています。今年度の戸別所得保障制度の加入者は、集落営農を含め３

９６戸、米作付け面積４００ヘクタール、そのうち戸別所得保障２６０ヘクタール、麦３２３ヘクター

ル、大豆１４４ヘクタールとなっています。質問の中で、水田はどういう形態になるかと思う中で、
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水田地域は昭和５３年から基盤整備事業を実施し、現在迫井手地区基盤整備６０ヘクタール、２５年

度までに完了予定です。真木矢護川地区水田につきましては８０ヘクタールを推進中であります。水

田は米生産のみならず地下水涵養も重要な位置付けでありますので、関係団体や機関と協議しながら、

自然環境の保全と有効活用を推進し、耕作放棄地等の増加をさせないように推進していく必要がある

と考えております。 

 次に、２番目の質問の中で稲作に従事する人口は増えるか、減るかですが、現在の農業従事者数は

水田に限らず、野菜、畜産も含め農業従事者の高齢化や農業後継者も減少傾向で推移しております。

これからも減少するのではないかと思います。これは、町にとって大きな課題でありますので、その

対応策として集落営農や共同機械利用を中心とした担い手育成、また都市化による省力化支援を推進

してきたところであります。現在、白川中流の１７集落営農組織を一つの法人組織として設立し、法

人化による合理化推進をしたいと考えます。それは、大津町にとってどういう影響を与えるのか、水

田の荒廃や農業従事者の減少は、町にとって大きな影響を及ぼしてくるものと考えます。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 本来、この農業というのは、先ほども申しましたように、戦後の農地改革から

始まっておりまして、大きなこの国の施策の問題であるわけですけれども、これが日本全国ずっとそ

の影響を受けてきたわけでございます。その何と申しますか、大きな改革、大きな改革というのは今

で日本では室町時代から戦国時代に移り変わっていくときの織田信長を中心とした改革、それから明

治維新の改革、これは藩を県に変えてしまったわけですから、大変な改革ですね。幕府を倒した薩摩、

長州、ここが本来新しい幕府をつくってもおかしくないところを、それを捨ててまで違い組織をつくっ

た、ものすごく改革だと思います。それから、この戦争に負けた後でのマッカーサー改革、これで３

つで共通しているのは、これはある人が強い力をもって、いわゆる独裁ですね、押し進めないと大き

な改革はできないでしょうということを暗示しているんだと思います。だから、今この日本の農業の

農地改革以後、この体制はずっと続いているわけです。続いているからこそ、小規模土地所有と協同

組合という考え方がずっと続いてきた。また、そういう組織がずっと続いてきている。今問題になっ

ているこのＴＰＰの問題、これはその日本の現状と、それから世界、めまぐるしく動く世界の動き、

これに日本政府が対応してこれなかったと。これは対応してこれなかったというのはどういうことか。

だから民主主義でですね、これが改革できるかどうかと、非常に私は疑問だと今思っているわけです。

しかし、いずれにしろ私はＴＰＰがいいとか、悪いとか言っているのではありませんけれども、しか

しながら世の中はいいほうに、いいほうに少しずつ改革、改善していかないことには、時代は止まっ

てしまう、世の中動いているわけですから。これは、日本人の気質の問題と思うんですけれども、保

守的にですね、非常に。一度決まってしまったらなかなか動かない。これは、日本の法律もそうです

ね、大津町の条例もそうでしょう。決めるの大変だけど、決まってしまったらなかなかそれを廃止す

るのは難しいと。日本国憲法も、一度決まったらこれを一度も変えることはない。時代はぼんぼん変

わっている。しかしながら、昭和２３年だったですか、ごろの考え方がずっと、今これは憲法ですと

続いているわけです。ドイツは、何回もそれは時代に応じて変えていっている。日本というのは、そ
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ういうふうに大きく変えるということが難しい国なんだなと、国民性なんだなというふうに私は感じ

ております。 

 そこで、私は今まで何回か海外旅行をしまして、その車の中から、バスの中から、その国その国の

大地を見ていきますと、大体において山は少なく、平地がずっと続いており、地平線まで畑だと。こ

れは畑ですから、小麦とか大豆と言ったほうがいいかもしれませんね。米とはちょっと違うんですけ

どね、ずっとその地平線まで畑が続いているわけですね。そう思って、今度は逆に日本はどうかと。

日本はその７０％が山林であるということ。それから、この前もその都市対抗野球の応援に大阪まで

新幹線で行きますと、あそこの中国地方になりますかね、ずっと、新幹線で大阪までいくと左側ずっ

と山が続いている、右側はずっと瀬戸内海の海、その間の少し拓けた平地を新幹線が走っていると、

これが大ざっぱに言えば日本の姿なんじゃないかなと。この前私たちは経済建設委員会で四国に行き

ました。四国で、上勝町で葉っぱを売っているところに行きました。確かにそれは成功しているよう

に見えますが、しかしながら８５％が山林であり平地は少ないところ。とても農作物をつくっていく

というふうな環境にはないと。ないからこそ、みかんを特産品としてそれで生計を立てていたけれど

も、寒波がきてみかんが枯れたと。仕方ないから何かせんといかんということで、木の葉を料亭に売

るというふうなことを思いついたということでやっているわけなんですけれども、これは大なり小な

り日本の国自体、国土自体と似ていると思います。やはりその日本の国は平地が少ないですから、私

はとてもこれは農業に適したところだとは思っておりません。だから、頭を使いながらいろんな農作

物をつくってやっていっているわけなんですけれども、その中で、その水田というのはよその大地は、

よその国の大地は水が少ないですから、水田はあんまり適しているとは思いません。ただ、タイとか

あっちの東南アジアのほうはものすごく水が豊富ですから、それは大々的にやっておりますけれども、

だけど日本の場合は山が多くて、山が多いということは水が多いということでありまして、その水を

利用して、灌漑をして、水田をつくってやってきたというのが日本の農業の姿ではないでしょうか。

我々は、ここで基本に立ち返り、大津町、そしてまた国の姿がどういうふうに農業は変わっていかな

ければならないかというのをみんなで考えんといかん時期に来ているんじゃなかろうかと。さっき申

しましたように、農業政策というのはそういうふうな小規模土地所有者と協同組合というのを基本的

にやってきておりますから、これを認定農業者制度をつくって、集落営農をつくって、脱却していこ

うというふうな動きであるわけですが、しかしながらその動きは早いとは言えない。非常にゆっくり

としたスピードで進んでいるのではなかろうかと。とても世界の動きには着いていけるスピードでは

ないなと。私たちは先ほど申しましたように、その辺一人一人が十分に考えながら農家の所得を守り、

そしてまた世界とどうやって渡り合い、また日本が生きていったらいいかを考えていかな時期に来て

いると思います。 

 以上で終わります。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。１１時から開会します。 

午前１０時４８分 休憩 

                    △ 
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午前１０時５９分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 私は、大津町民の皆さん並びに日本共産党を代表して一般質問を行います。 

質問の第１点目は、後期高齢者の皆さんの健康対策であります。いわゆる７５歳以上の方の医療制

度であります後期高齢者医療制度の内容について質問をいたしますが、ご承知のように３月１１日の

東日本大震災で、まさに戦後未曾有の大災害、そして国を挙げて復興に取り組まなければというのは

誰もが考えるところであります。その復興財源をめぐって、今、政府のほうでは税と社会保障の一体

改革が打ち出されておりますが、被災地の復興のために国民が何らかの負担を、いわゆる増税に応じ

るのはやぶさかではございません。しかしながら、今、民主党政権が進めているこの改革は、つまる

ところ庶民に対する増税と社会保障の大改悪がまさに一体に進められようとしていることを指摘して

おかなければならないと思います。簡単に申しますが、これが実施をされますと今後１５年間で１１

兆２千億円、我々国民、庶民、また法人税の減税の恩恵にあずからない中小企業に対して１１兆２千

億円の増税がかぶってくる。その財源がそのまま復興財源に回れば、確かにまだ許されるところであ

りますが、同時に同じ１５年間で莫大な利益を増やし続けている大企業に対して、同じ期間に１２兆

円減税が行われる。つまるところ、庶民に大増税をしても、それ以上に大企業に減税が回り、復興の

ための本来の財源は帳消しになってしまうということを指摘しておかなければならないと思います。

そこで、具体的な問題として、後期高齢者医療について、その改善のために質問をするわけでありま

すが、この７５歳以上の医療保険制度は、できた当初から姥捨て山制度と言われてまいりました。な

ぜ姥捨て山という大変ひどい言葉で表現されるか。その由縁は、７５歳以上の高齢者の人数が増えれ

ば増えるほど、保険料がそれに比例して増えていく。つまり、高齢者の負担が増えていくという制度

となっているためであります。その批判を交わすために、現在は時の政権の選挙対策のために保険料

の大半は特例措置として多くの方々が本来納めなければならない保険料の９割が減額免除されている

わけです。つまり本来の法律どおりに実施されれば、低所得者の高齢者の医療費は現在の１０倍に跳

ね上げる、それがこれから高齢化が進めば進むほど保険料が自動的に引き上がるという、本当にひど

い内容となっているわけであります。また、姥捨て山制度と言われる２番目の大きな理由であります

が、７４歳までの一般国民と７５歳になった途端、医療保険の内容に差別に持ち込んだことでありま

す。差別をつくるために、わざわざ別立ての医療保険制度をつくったということです。特に今日質問

いたします後期高齢者の健康診断、とりわけ人間ドック助成制度を打ち切った、このことがいわゆる

後期高齢者に対する差別制度の典型であると言わなければならないと思います。私は、同僚議員の推

薦をいただいて、今、県単位で運営されております後期高齢者医療保険広域連合の議会に議員として

出席することができました。大半この広域連合の議員の皆さんというのは、大半が熊本市長の幸山市

長をはじめ、そうした首長の皆さん、あるいは議長の皆さん、どちらかといえば大変えらい人たちが

議会の議員の大半を占めているわけであります。しかしながら、広域連合、各市町村で行っていた高

齢者医療を熊本県全体でまとめれば運営がうまくいくといううたい文句であったわけでありますが、



 

 62

この広域制度の運営には、まさに人間としての血が通っていない、そういう冷たい制度となっている

ことを指摘しなければなりません。この県単位の広域連合、簡単に言えば私たちの大津町、こうした

市町村が窓口となって、高齢者の皆さんの年金から保険料を天引きする、あるいは年金がうんと少な

いひとは納めてもらう、こうした保険料を市町村がかき集めて県の広域連合に納める。広域連合は集

まったお金を、いわゆるコンピュータ、パソコンを使って金のやりとり、そして医療機関から回され

てきた支払いに対応をするという、まさに金の計算をやっているのが広域連合となっているわけであ

ります。そこには、最も大切な高齢者の皆さんが元気で、どうしたら長生きしていくことができるか、

そういう観点がないと言わざるを得ません。この制度ができて、姥捨て山批判が出たあと、いや、長

寿を願う保険なんだという言い訳が盛んになされましたが、実態は高齢者が健康で長生きを喜ばれる、

そういった施策が全く軽んじられている、考えられていない、そう言わざるを得ません。そこで、具

体的には健康診断、これはいくつになっても健康診断というものは必要な制度であります。その受診

率が非常に低いということであります。現在、厚生労働省のほうでは、この高齢者の健康診断目標を

２０％と設定がなされております。ところが、熊本県の受診率は県全体で８.９％、国の目標の２０％

の半分も行っていないわけであります。全国的にも、じゃそういうものなのだろうかということで調

べてみましたら、受診率で一番高いのは東京都の５５％が受診されております。次いで、富山、群馬、

埼玉、香川、いずれも４０％から３０％台の受診率となっております。ところが熊本県は９％にも達

していない。さらに問題なのは、この九州８県の中で熊本が九州の中で最低だということであります。

一番高いのは沖縄県で２７％であります。次いで、大分、宮崎、福岡、鹿児島、佐賀、長崎、熊本が

最下位ということです。そこで、受診率を本気で上げる考え、具体的対策が必要だと思うわけであり

ます。ちなみに、大津町の健診受診率は県平均をわずか上回って、１０.９％となっております。高齢

者の方々が、まさに元気で長生きをしてもらうためにも、この受診率を引き上げる対策は、まさに自

治体の熱意が問われていると思うわけであります。さらに、この熊本県内市町村を見てみますと、一

番高い受診率は人吉市が１位であります。２３.７％であります。２番目が合志市、１８.５％となっ

ております。大津町は県内では１０位、１０番目となっております。 

そこでまず、なぜ受診率がこんなに低いのか。その問題点を指摘しておきたいと思います。 

第１点目は、この高齢者の健康を気遣う対策を立てる、この仕事を担っているのが保健師の皆さん

の仕事かと思います。では、大津町のこの保健師の人数が十分かと、あるいは平均以上になっている

か、このことを調べてみましたが、残念ながら大津町の保健師は人数が非常に少ない、逆を言えば非

常に少ない人数で頑張って１０番目まで引き上げているということも評価することもできます。保健

師の人数ですが、受診率が一番高い人吉市では１１人の保健師がおられます。人吉市の人口は約３万

５千人と、大津町と大差はない人口の中で１１人。一方大津町では、保健師が６人であります。しか

も６人のうちお一人は老人ホームに配属されておりますので、全体的な高齢者の健康を気遣うという

点では実質５人だと言わなければなりません。つまり人吉市の半分の人数で業務にあたっておられる

ということです。さらに、合志市では人口が５万５千人でありますが、保健師は１２名おられます。

それから、菊陽町、お隣の菊陽町でも人口は３万７千人と大津より多いですが、保健師数は８名の方
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がおられます。今言いました人吉市、合志市、菊陽町、いずれも大津町よりこの健康診断の受診率が

高うございます。人吉が１位、合志市２位、菊陽町が６位ということであります。 

それから、いわゆる行政改革、行革、行革ということで人減らしが盛んに進められておりますが、

保健師を増やすと金の無駄だというばかりの話がよくされます。しかし皆さん、保健師を増やして、

高齢者が元気で長生きをしてもらうと同時に、結果的にはそのことが医療費の節減につながるという

ことであります。熊本県内で医療費が一番高いのは熊本市、ダントツであります。高齢者１人当たり

年間１０６万９千円医療費がかかっております。大津町では９２万１千円、約８万円大津町のほうが

お１人当たりで少なくなっております。 

そこで、健康診断を受ける人が多ければ多いほど、医療費の節減につながっている、このことを計

算してみました。熊本市は人口政令都市でとても比較になりませんので、熊本市以外の県内の市、こ

の辺では合志市、菊池市とありますが、県内の市が８つございますが、それに人口が急増しておりま

す我が大津町と菊陽町、この１０の自治体で比較をしてみましたら、結果的に受診率が高い自治体ほ

どお１人当たりの医療費は低くなっているということであります。先ほど申し上げました受診率が一

番高い人吉市では、医療費が県内では２番目に少ない、低くなっているということです。また、合志

市は受診率で２番目でありますが、医療費は７番目に少ないということです。全体的に見ますと、受

診率が高い自治体ほど医療費は少なく済んでいるということであります。 

そこで、町長に提案を申し上げます。予防医療、この健診率をせめて２０％、今の１０.９の２倍に

引き上げるという努力をするべきではないか。併せて、実はこの７５歳以上になりますと健康診断の

負担が広域連合で県内ではお一人８００円になっております。わずか８００円と誰もが考えるかもし

れませんが、実は九州８県の中で自己負担を取っているのは我が熊本と福岡だけであります。あとの

５県はすべて無料で健康診断を受けることができます。しかも、福岡県はお一人５００円、熊本は受

診率は一番低いけど、負担金は一番高い８００円、まさにここに如実に示されているのではなかろう

かと思います。ちなみに、九州で受診率が一番高い沖縄県でありますが、この沖縄県は数年前までは

自己負担があった。受診率も１６％程度であったそうでありますが、ここ沖縄県は検診料を全て無料

にして、さらに各個人個人が医療機関に予約をして、病院で健康診断が個人で受けられる。もちろん

医師会との協議の上でありますが、集団検診も確かに必要で、効果的でありますが、県では個人で病

院に予約して健診ができるように改めた結果、現在１０％受診率が引き上がって２７％であります。

大津町が２０％まで引き上げるにはいくら財政が要るかということでありますが、現在７５歳以上の

方が３千３４１人町内におられます。お一人８００円で全員受けたとして２６７万円であります。で

すから、受診率が２０％であれば、わずか５３万円町が負担をすれば町内の高齢者の皆さんが無料で

健診を受けることができるわけであります。５３万円の財政を惜しむのかどうか。本当に本気で高齢

者の長生き、健康で生きていける、そこに熱意があるかどうかの差ではなかろうかと思います。 

そして２番目に、保健師の体制増員が必要であるということであります。先ほど申し上げましたよ

うに、大津町は実質５人の保健師で３千３４１人、保健師は高齢者だけではありませんので、大変な

業務量をこなされていると思いますが、少なくとも現在５人を菊陽町なみに８人体制、これが平均的
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な数字みたいですが、少なくともあと３人ほど増やさなければ、平均並みには体制が整わないという

ことでありますが。つまり、保健師の増員を求めたいと思います。 

そして３番目に、人間ドックの実施と助成の必要性であります。この後期高齢者医療制度ができて

から、それまで年齢制限なしに人間ドックの助成があったわけですが、まさに医療差別といわんばか

りに７５歳になったら人間ドックは必要ないと、枯れ木に水をやるようなものだと国の大臣がいつか

言いましたが、とんでもないことだと思います。７４歳以下の国民との医療の差別をなくす、このこ

とが必要だと思います。この人間ドックの助成制度でありますが、実は後期高齢者の議会で問いただ

した中ではっきりしたわけでありますが、国・厚生労働省は、この姥捨て山批判の中で、７５歳になっ

ても人間ドックを受けられるように市町村がこれを取り組めば、国の財源からお１人当たり１万５千

円、これが市町村に支給をされる。つまり町は１円の持ち出しもなく１万５千円の財源が国から来て、

人間ドックの補助金として使うことができると、こういう制度があるにもかかわらず、実は一昨年ま

でこれを実施してきたのは菊陽町だけであります。なぜこんないい制度があるのに、なぜ市町村はや

らないんだということで、後期高齢議会で問いただしたところ、各市町村の担当には説明はしてあり

ます。市町村が手を挙げない限りはできないんですと、何というか、まさに役人・官僚根性と言わな

ければならないと思います。あきれかえる次第です。市町村の担当がさぼっていたとは私は思いませ

ん。だって菊陽町しか手を挙げなかったわけですから、ほとんどの市町村は、それをきちんと理解を

していなかったということになるかと思います。ですから、直ちに７４歳以下の人たちとの差別をな

くして、７５になっても人間ドックが受けられる、補助金を出すという制度をスタートするべきだと

思います。ちなみに、全国的にも調べましたが、全国の多くの自治体でこの制度が実施され、私は以

前暮らしておりました埼玉県では、県下全市町村でこの１万５千円だけではなくて、市町村がさらに

上積みをして、比較的小さな美里町というところでは、お１人当たり２万５千円の助成金を出して人

間ドックを実施しているそうであります。ですから、私はまさに大津町としても１万５千円に上積み

をして７５歳以上の方に人間ドックが受けられるように直ちに改善をするべきだと思いますが、町長

の見解を求めるものであります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 荒木議員の後期高齢者の健康対策についてのご質問でございます。大分議員

としていろいろ勉強をなされているようでありますけれども、大津町につきまして、今、いろいろと

お話があっておりますように、大津町の後期高齢者７５歳以上は大体３千４００人近くおられます。

そのうち要介護認定者が１,１５２人おられるわけですけれども、平成１８年度から毎年１００人近く

の後期高齢者が増加している、大変長生きされるということは大変うれしいことでございますけれど

も、議員心配されるように健康をどう保持していくかというのが大きな課題でございますので、議員

おっしゃるように、保健婦やあるいは特定健診の８００円の負担の問題、あるいは人間ドック関係の

負担金の問題、これ県の広域のほうで健康増進補助事業という補助がありますけれども、これは大体

１万５千円、そして町村が１万円、限度額２万５千円の補助という形になっております。しかし、我々

としては、議員おっしゃるように７４歳以下との健診の格差というか、そういうものを考えると、健
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康健診では７千７００円かかりますけれども８００円の個人負担。しかし、これについてもし町が見

ることになれば、町がまた県の連合のほうにその分納めなくちゃならないんじゃないかなと思います

けれども、県のほうの予定目標としては３０％近く上げておりますけれども、大津町の受診は１０％

ちょっとでございますので、３千４００人のうち３４０人が受けておるというような状況です。計算

しますと５０万円近くの問題でございますけれども、しかし我々としては、それと、それを受ける人

と、人間ドック関係についても補助を出したとき、菊陽は６２名ぐらい昨年受けておられますけれど

も、１万円補助ということになると６２万円ぐらいになりますけれども、結局我々は受けられる、人

間ドックについての検査項目は多うございますけれども、大体２日間のドックで５万円以上ぐらいか

かるかと思いますけれども、その２万５千円の補助のうち残りの半分ぐらいは個人負担というような

形になります。議員おっしゃるように大変厳しい時代でありますし、年金からその金額が出せる人と

出せない人が出てくるんじゃないかなと。そういうことで、我々としては今まで特定健診をしながら、

そして保健婦の指導を仰ぎながら健康増進というか、そういうものをやっていきたいというふうに検

討してきたところでもあります。議員ご指摘のとおり、大変うちの保健婦は頑張っております。しか

し昨年１人採用しておりますし、また今後については、例えば町民交流センターにおいての健康増進

を図るとか、あるいは体育指導とか、そういういろんなものが今検討をしなくちゃならないときに来

ております。そういう中において、今後については保健婦を雇うとともに、健康の体操できる指導が

できるような人を雇うかというようないろんな形で、まずは病院、健診にかからない方法を我々とし

ては考えていくのが一番じゃないかなというふうに思っております。そのような健康に対する想い、

そういうものを我々としては住民の皆さんの意識をしっかり高めるため何をチャンスというか、機会

を与えてやる必要があるのかというのが一番課題じゃないかなというふうに思っておりますので、そ

のような対策もしっかりと取り組んでいかなくちゃならない大きな問題というふうに思っております。

ご指摘のように、大変人間ドックをはじめ健診、そしてまた保健婦の増を含めながら、後期高齢者の

皆さんの今後の対応というのは、もう今申しましたように、毎年１００人増しておるというような形

でございますので、そういう意味におきまして、私たちもどのような対応ができるかというようなこ

とに対しての増員なり何なりを検討していかなくちゃならないというふうに思っております。そうい

う中で、我々は町民の健康のためにどうあるべきかということを考えなくちゃならない。そのために、

今の状況の関係についてもいろいろと資料をいただいておりますけれども、本当に被保険者、例えば

大津町で３千３４１人、菊陽は２千８５３人というようなことで、どう受診率に関係しては我々は１

０.９％ですけれども１４.６％と。医療費が少ない額としては、菊陽町は１０番目で大津町は４番目

というような結果も出てきているようでございますけれども、どのような形でこのような医療費が少

なくなるような形をどんどんと進めていかなくちゃならんと思いますけれども、今の状況関連等につ

いては、また福祉部長のほうからご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） 荒木議員ご質問の後期高齢者の健康対策の現状等につきましては、先ほど

おっしゃいました健診率の目標と実績につきましては、現在、後期高齢者医療については熊本県の後
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期高齢者医療広域連合会が保険者となっておりますので、特定健診につきましても広域連合が事業主

体となって、市町村ごとに健診率の目標を設定してあります。町のほうは広域連合と熊本県後期高齢

者医療健康診査業務委託契約書を締結いたしまして、健診事業を実施しております。町のほうにおき

ましては後期高齢者医療保険証の発送時にパンフレットを同封いたしまして、健康管理についての啓

発をしたり、また別途健診希望調査を行いまして、各地域の巡回健診時に受診の機会を提供し、健診

の受診率アップに努めているところでございます。健診率の目標と実施の状況につきましては、先ほ

ど議員おっしゃいましたように、平成２０年度から後期高齢者医療制度が始まっておりますので、当

初が目標２１.８７％に対しまして実績が１１.４４％、平成２１年度が目標２１.８６％に対しまして

実績が１２.９３％、平成２２年度が目標２９.１％に対しまして、先ほどおっしゃいました実績が１

０.８６％となっているところでございます。受診率が低い状況と向上対策につきましては、目標達成

の率が低いことにつきましてはいろいろと要因はあると思われますが、主な要因に７５歳以上の高齢

者につきましては、医療機関に受診される機会が多いことが一番の要因と思われます。先ほどの健診

表のお話ございましたけれども、７千７００円のうち８００円の一部負担があるということも健診率

が低くなっている要因とも思われます。今後の受診率アップの取り組みにつきましては、熊本県後期

高齢者医療広域連合会を構成している市町村会議等におきまして、意見・要望等を伝えるなど、今後

検討してまいりたいと思っております。 

それから、人間ドック実施と助成の必要性につきましてでございますけれども、後期高齢者の人間

ドックにつきましては、先ほど言われました熊本県後期高齢者医広域連合健康増進事業方針の中に費

用助成制度がございますので、県内の３自治体ということで、菊陽町、益城町、芦北町が平成２３年

度実施されております。今後につきまして、健康づくりにつきましては、先ほど町長答弁がございま

したように、健診に伴う人間ドック助成制度の活用や受診率向上に向けまして検討してまいりたいと

思っております。 

それから、熊本県後期高齢者医療健康支援訪問事業実施というのがございまして、後期高齢者のほ

うでも保健センターの健康訪問相談員が対象者の方について訪問等を行いまして、健康づくりなどの

指導を行っているというところでございます。 

以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） ７５歳以上になりますと、確かに病院にかかっている人が多いというのは事

実であります。しかし、だからこそ予防医療に力を入れるということで、実際、統計を見ましても健

診費用を無料にしているところのほうが圧倒的に受診率は高い。これは、事実であります。しかも、

５０数万円の金を惜しむのかどうか。その結果、医療費が上がっていったら、またもとのこもないと

いうことになります。つまり広域連合というのは、とにかく医療費を安上がり、安上がりと、病院に

行かせないと。そこには、元気で長生きを願うという血が流れていないと言わざるを得ません。元気

で長生きをしてもらうために、より多くの方が受診をしてもらうという観点が必要だと思います。 

それから、保健師の増員、いろいろ町長おっしゃいましたが、はっきりと増やすとはおっしゃって
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いない。少なくとも大津町の保健師の人数が少ない、少なすぎる、この事実を認められるかどうか、

お尋ねいたします。 

それから、人間ドックであります。一部負担金を出せない人がいるから、みんなに援助しないなん

ていうのは、とんでもない逆立ちだと思います。出さない人があるんだったら、その人にはもっと援

助をすればいいわけです。特に人間ドックにかかられる方は、７５を過ぎても結構元気な方がほとん

どであります。元気な方がさらにその元気を持続をしていただくために受けるのが人間ドックであり

ます。しょっちゅう病院にかかっている人は人間ドックに行くことは、まず考えられません。しかも、

国の予算で１万５千円は確保できるわけですから、それに町が、例えば菊陽町が６０人受けておりま

すが、１人１万円上積みしても財源の持ち出しはわずか６０万円であります。つまりこれは金の問題

ではない、高齢者の皆さんの医療を差別してはいけない、元気で長生きをしてもらうという、その血

の通った気持ちがあるかどうかにかかっていると思いますけど、もう一度、町長答弁をお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） ８００万円の負担の関係等についてと、あるいは保健婦の不足関連等につい

て、あるいは人間ドックの関係等については、今後十分検討しながら考えていかなくちゃならない。

それはやっぱり、先ほど申しましたように毎年１００人以上の方が後期高齢者になっておられるとい

うことでございますので、議員言われるように人間ドックは健康の人がまさしく受けられるでしょう

が、その辺の状況把握をしっかりしながら、今後の検討にしていきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） この７５歳になった途端、医療に差別を付けるというのは、まさに人権問題

であります。私はよく人権問題でやりあいますが、まさに人間を年齢によって差別をしてはいけない。

さらに、本当に高齢者を敬い、本当に元気で長生きをしてもらうという気持ちがあるかどうかにかかっ

ていると思いますので、さらにこの問題、続けて追求をしてまいりたいと思います。 

時間もございませんので、次に移ります。 

第２問目の介護保険の保険料とサービスについてであります。来年度の保険料の改定見込みはどう

なっているか、サービスは維持・改善されるか、要支援者のサービスは継続されるかということでし

ておりますが、既に全員協議会で中間報告書をいただいておりますので、時間もありませんので、こ

れまでの今年度まで基準額は月額４千８００円の介護保険料が試算では５千９５円から、さらには約

５千２００円になるという計算が出たということでありますが、まさに介護保険ができた当時から我々

が指摘してきた懸念がますますひどい状況となってきているかと思います。つまり、高齢者の人数が

増えれば増えるほど、サービスが増えれば増えるほど、際限なく保険料が引き上がっていく、この心

配が実体化しているわけであります。５千円を突破するような保険料が、とりわけ国民年金では平均

でも５万円、女性にいたっては４万円台の年金しかないのに、ここから介護保険料、さらには後期高

齢者医療保険料が天引きをされていく。実は、今、消費税の増税問題が論議されておりますが、消費

税が３％から５％になって、本来であれば社会保障が改善されるかと思ったら、ひとつも改善はされ

なくて、社会保障は悪くなる一方であります。消費税は増税で財源が増えたが、ほぼそれに見合う形



 

 68

で大企業に減税がどんどん拡大をされ、消費税増税分の財源がまったく帳消しになってしまった。そ

れをまた今後続けようとしている、本当に許せないことだと思います。 

そこで、課長にお聞きしますが、来年度から介護保険が見直しされますが、サービスが維持改善さ

れるか、この点が非常に心配であります。とりわけ要支援者、要支援者１、２というふうに、それよ

り重くなると要介護になりますが、要支援者のサービスを政府のほうでは打ち切って市町村任せにし

ようという答申が出されているようですが、この点についてどう認識をされているか、お尋ねします。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） 荒木議員の要支援１、２の件でサービス維持改善ができるかということで

ございますけれども、この件につきましては、現在、全般的にご存じのように、国の社会保障審議会

でいろいろご検討をされているところでございます。現在、サービス維持改善、それから要支援者等

のサービス継続につきましては、今年６月に改正されました介護保険法等の一部改正する法律では、

まず、一番に医療と介護の連携強化と、それから２番目に介護人材の確保とサービスの質の向上、３

番目に高齢者の住まいの整備、４番目に認知症対策の推進、５番目に保険者によります主体的な取り

組みの推進、６番目に保険料の上昇の緩和が盛り込まれておりまして、一部は公布日から施行されて

いる状況でございます。 

お尋ねの要支援者の関係につきましては、まだ現行案ということで、いろんな生活総合支援事業と

か、そういった面での関わりが非常に多いかと思います。今後その辺のところにつきましては具体的

に利用者の方のサービス低下につながらないようなことも必要でありますし、両面でのいろんなご意

見が出ているかと思いますので、今後国のそういった面での動向を注視しながら対応をしていきたい

というふうに思っております。しかしながら第５期計画におきましては、現行の介護サービス、それ

から要支援者等へのサービスの継続については、また先ほど申しましたように具体的な情報があって

おりませんけれども、できるだけ現在の大津町としてのサービス維持ができるように努力をしてまい

りたいというふうに思っております。いずれにしましても国の動向に対応してまいりたいというふう

におもつております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 来年４月から介護保険料の大幅見直しがされるというのに、政府は今に至っ

ても具体的な内容を示さない。しかし、各種の審議会では様々な改悪が答申されている。本当に許せ

ないことだと思います。とりわけ要支援者のサービスをもし打ち切ったとしたら、まさにその金を国

を惜しもうとしているわけですが、介護予防が軽視されればされるほど、結局介護度が重くなってし

まう。先ほどの後期高齢者の検診も一緒であります。予防に勝るものはないと。そのことによって、

元気で長生きをしてもらうという観点がますます大切になってくると思います。この問題については、

さらに追求をしてまいりたいと思います。 

３番目に、住宅リフォーム助成の実施についてお尋ねをします。議会でこの住宅リフォーム助成制

度の導入を求めるということで可決をしていただきましたが、私は町民の暮らしの応援、併せて地元

業者の仕事確保、地域経済の活性化、これに役立つ制度ということで、一刻も早く制度をスタートさ
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せていただきたい。しかしながら、県内でいくつかの自治体がこの助成制度を始めているようであり

ますが、仏はつくったけど魂が入っていない、そういったものも見受けられます。そういう意味で、

佐賀県では、九州では初めてでありますが、県が先頭に立ってこの制度をスタートさせた、１０月か

らでありますが、３年間で２０億円、１年当たり７億円の予算を確保して始めると。この制度の概要

は、リフォーム工事を町内業者が行えば５０万円以上の工事に対して工事費の１５％を助成する。こ

れは限度額が２０万円であります。それに併せて耐震改修等を行えば、さらに２０万円の助成を行う。

最高で合わせて４０万円の助成制度であります。残念ながら我が熊本県政はこういったことに目を向

けようとしませんが、注目すべきは、佐賀県は県が行うと同時に市町村がさらにそれに上積みをして

いるということであります。小さな町、町段階でも、さらに１０万円から２０万円の助成金の上積み

をするということです。まさにそれほど地域経済の活性化に役立つと思われると思います。町長のお

考え、いつから実施する予定なのか、内容についてお答えを願いたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 荒木議員の住宅リフォーム関連等についてのご質問でございますけれども、

この前もご質問されておりますように、大津町の小規模工事等の契約希望者登録制度につきまして、

本年９月より実施させていただいております。そういう登録制度の中で、そのような地元の大工さん

をはじめ小規模事業者による住宅リフォーム補助制度というのを実施すればというふうに考えており

ますが、まずもって、前の議会のときもお話ししましたように、町有林関連等の活用をしっかりと進

めていきたいというふうに思っております。そういう町有林の活用関連等についても、今、森林組合

のほうに森林認証事務を申請していただいております。そういう中で、この認証についても長年の時

間がかかるようでございます、活用するためには。しかし我々としては町有林の間伐関連等について

の資材をしっかりと原木なり材を提供するような方法を検討してはということで、今まで検討させて

いただいておりますので、しかし、リフォーム関係について限度額２０万円とか、そういうような形

の中で、どれぐらいのリフォームができるかというような問題もございますし、そういう中で我々と

しても町有林の活用関係は無料でもやってもいいんじゃないかなというような検討で今進めさせてい

ただいているような状況でございます。 

内容について、また状況について担当部長のほうからご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 住宅リフォーム対する補助を実施している自治体ですが、全国商工連合会

の調査では、今年４月１日現在で、今紹介がありました佐賀県も含めまして４０都道府県で約３３０

地区町村から何らかの補助があっております。熊本県内では、議員の質問の中にもありましたが、多

良木町が昨年の７月、平成２４年度末まで天草市が平成２３年度から３年間、山鹿市が今年から５年

間と３市町村が実施しています。なお、天草市につきましては、八代市と同様に地元産材の利用促進

を第一目的とされているようです。補助を実施している全国の先進自治体で調べてみますと、ほとん

どの自治体は改修費の１０ないし２０％以内で、限度額５ないし２０万円程度となっているようです。

現在の財政状況を考えるとき、一般住宅に補助する場合、復興支援、住宅エコポイント、耐震改修な
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ど、公共性のあるものにつきましては必要性があると考えられます。なお、国におきましては、国産

材の利用率を現在の２０％から１０年後に５０％までに引き上げる目標を掲げております。先ほど町

長の答弁もありましたように、地元産材の利用拡大を目的に、森林組合を中心として菊池市、合志市、

菊陽町の４市町村、菊池振興局で森林認証の取得を推進しているところです。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 現状はいろいろあるかと思いますが、現状ではなくて、ではいつから具体的

に始めるんだということですよ。 

それから、これは使い勝手がよくなくてはですね、仏さんつくって魂が入らんわけです。実際、山

鹿で始めたけど、今から３０年以内、それより前に建った家は対象としない。こんなことやっていた

らですね、農家の住宅なんかほとんど対象になりません。また、材木の普及は確かに大切であります

が、残念ながら材木代というのは非常に安いんですよ。工事費に占める割合というのは、ほんのわず

かとなっております。私が言っているのは、リフォームをすることによって町民の暮らしを応援する、

またバリアフリー等をやれば介護の予防にもつながる、こういうことです。それと同時に、地元の業

者がそのリフォームを行うと。そこによって地域で、いわゆる地産地消がぐるぐる回って活性化する

といっているわけであります。材木にこだわるのも結構でありますが、それは現実もちゃんと把握を

して、一体いつからやるつもりなのか、やらんのか、やるのか、さっぱりわかりませんので、町長、

答弁を願いたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） いつからやるというのは、私のほうも今検討をさせていただいております。

これをやる、あれをやるというような、あれもこれもというような形じゃなくて、やっぱり介護とか

いろんな形につながる、あるいは低所得者なりいろんな方々の把握をしっかりやりながら、その辺の

町民に対する意見を、ＰＲをしっかりやりながら、どういうものをやっていくかというのをですね、

やっぱり検討して、その煮詰まった時点でやっていかなくちゃならないというふうに思っております

ので、時期的については、今、約束はちょっとできないんですけれども、やる方向で検討をさせてい

ただければというような方向に考えております。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。午後は１時から開会いたします。 

午後０時００分 休憩 

                    △ 

午後０時５８分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 通告書に従いまして一般質問を行います。 

ＴＰＰについて質問したいと思います。ＴＰＰについては２回目の質問になりますが、最初の質問

のときには、まだ野田総理大臣がＴＰＰ交渉参加の方針を示しておられなかったときだったと思いま

す。そして、今回、交渉参加の方針をされましたので、時代が大きく変わろうとしているのではない
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でしょうか。ということで、冷静な判断と今後の対応というものをやはり町としても情報収集をしな

がら、町民の方々に適宜丁重なる説明をしていかなければいけないと私は考えます。中でもこの通告

書に書いてありますとおり、ＴＰＰへの不信の最たるものは農業問題ということと、それに含まれま

す食料自給の問題だと考えます。そういったことを町民皆様が心配されているのであるならば、やは

り町長はその不安を払拭とまではいかないかもしれませんが、和らげる努力はしなければならないと

思います。私はここに１１月１９日の熊本日日新聞を持ってきております。ここで、特集といたしま

して、ＴＰＰ熊本の視点として特集が組んであります。上中下の、これは中だったんですけれども、

この中でこのＴＰＰについて町長のコメントが載せられておりました。自治体も悩んでいると。本田

熊本製作所が立地する大津町の家入勲町長はとして括弧書きで、震災や欧州危機、円高、タイの洪水

と企業は四重苦でありまして、関税撤廃の期待は重々わかります。といって、今の農業では自由化に

耐えられないとして区切ってあります。同じく菊陽の後藤町長におかれましても、豊富な地下水があ

るから企業誘致もできました。ＴＰＰ交渉参加の入口に立った今も、農業をどう守るのか、具体策が

見えないということが載っておりました。これを読んだ、読まれた町民の方々はどう感じられたと町

長は思われるでしょうか。私は、特に農業の従事者の方々は不安にかられたのではないかなというふ

うに思います。そしてまた、ＴＰＰに関する資料はたくさんありまして、我が町から県議会議員にな

られた私の町会議員としても大先輩であります田代県議の質問、ＴＰＰに関して、これは田代氏が出

しておられる県政だよりというものが送ってきまして、その中で蒲島知事の答弁の中で、やはり蒲島

知事も農業の先行きが心配でならないと。我が国の農業の将来ビジョンを示すことが不可欠であると

答えられております。問題点は今申したとおりでありますが、果たしてその将来ビジョンというもの

が農業が描けるのかという次のステップですね、それに取り組まなくてはならないと思います。実際、

ＴＰＰがいいとか、悪いとか、私も総合的にいいのか、悪いのかと聞かれたときには、答えが鈍るか

もしれません。しかしながら、現在の経済状態、世界の経済を見てみますれば、非常に厳しい状況で

ありまして、それこそ昨日、週刊ダイアモンド、私はこれ毎週取っているんですけれども、その大見

出しがですね、廃業のすすめという特集であります。中小零細企業は、非常に苦しんでいる。ですか

ら、自分の会社を債務超過で人に迷惑を掛けてやめるよりも、もう廃業したほうがいろんな方に迷惑

を掛けないでいいんだよと。会社をたたむ方法とか、いろんなものが載っております。そういう時代

なんです。ですから、ＴＰＰについてどっちがいいのか、私もわかりません。ただ、今の経済状況は

非常に厳しいということであります。ですから、国民みんなが不安であるわけですから、町長はやは

りこの熊日新聞に載せられました答えの内容、こういうものについてしっかりとしたその答えの趣旨

は何だったのか、そしてまたＴＰＰが発動されたとしましても、私は大津町の農業は必ず守ってみせ

るというような決意表敬が必要だと思いますので、この質問をしたかぎりであります。まずはその点

について質問をいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 永田議員のＴＰＰについてのご質問でございますけれども、これにつきまし

てはもう２回目ということで、先ほどおっしゃったように、１回目は我々のほうも不透明なところが
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ございまして、心配をしておったのは確かでございまして、今回の質問での町政についての考え方と

いうようなことで、先ほど言われました熊日に載ったときの住民の心配についてどう説明責任をする

かというようなことも含まれておりますけれども、その後、１１月１２、１３日でハワイにおけるア

ジア太平洋経済協力会議での首脳会議におきまして、野田総理はＴＰＰの協議に参加を表明されまし

た。しかし、その参加につきまして、どこまで国民の皆さんに説明がなされているかということにつ

いても我々は心配でございますし、その後、町村会、あるいは議長会、あるいは全農とか、いろんな

形でそれに対する反対集会が行われております。先の全国町村大会におきましても、このようなこと

を決議しております。全国の町村の多くは農山村地域にあり、長い歴史の中で育んできた独自の文化

を守りながら、国土や自然環境の保全、食料の供給、水源涵養と国民生活にとって重要な役割を担い

続けてきた。こうした公益的機能は、農山村で暮らす人々がその営みを続けていくことによって築き

上げられたものであり、しかしながら町村を取り巻く環境は低迷を続ける経済情勢による収入の減少

や基盤産業である農林水産業の衰退など、極めて厳しく、さらにＴＰＰに関する議論の帰趨によって

は、一層深刻な状況となることが懸念されています。農山村漁村の地域を支える町村が引き続き、そ

の公益的機能を維持し、住民が誇りと愛着をもって暮らし続けていくためには、財政基盤の強化を図

り、必要な行政サービスを確保することが何よりも重要であるということを国のほうに決議をしてお

りますし、またそこで町村会といたしまして、農林水産業に関することで戸別所得保障等の財源確保

等法制化ということで、本格実施２年目となる米、畑作物や林業、漁業への戸別所得保障、直接支払

いについては、他の農林水産予算を削減することなく財源を確保するとともに、現場に定着した安定

的な制度とする法制化を図ることをお願いし、また農林水産物の国際貿易交渉に対する慎重な対応、

ＷＴＯやＡＰＥＣなどの国際貿易交渉にあたっては、農林水産を犠牲にすることないようにねばり強

く交渉を進めるとともに、例外ない関税や規制を撤廃するＴＰＰについて、農林水産業、農山漁村の

みならず地域経済、社会そのものの崩壊につながるため参加しないようお願いしたい。農林水産基盤

整備予算の復元ということで、農山漁村の再生と国が掲げた食料木材自給率の目標５０％達成に向け、

平成２２年度に大幅に削減された農林水産基盤予算を復元させるよう町村会のほうとしても申し入れ

をしております。 

そのような中で、国は今後の情報といたしまして、農業全般に対する補償事業も今後のＴＰＰの方

向次第では相当な予算措置が見込まれ、常に情報を収集し、農業者団体との意見交換を重ねて農業生

産基盤整備や担い手との確保育成、ＪＡ等の販売拡大など条件整備を大津町としても進めてまいりた

いと思いますし、もしＴＰＰに参加し、米や小麦、乳製品や牛肉などの関税が全廃された場合、農林

水産省が特別所得保障制度の予算を現行より３兆円程度ほど増やす試算がなされていると聞いており

ますが、町農業団体の関係者、ＪＡや畜産農協の担当理事、関係者とのＴＰＰに関する意見交換を行っ

ておりますが、足腰の強い経営の育成が課題ということで、今後についても法人化や組織化を進め、

農業用機械の共同利用の効率を図るために、経営規模拡大、コスト削減や労働力削減、農業所得向上

には大津ブランドの定着や販売拡大のための戦略をもって踏み込んで進めるという意見も聞いており

ます。そのように、我々としては今後関係団体との意見をしっかり聞きながら、そして現在の農協、
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農業の大津町の状況をしっかり把握しながら、今後の対応について国及び県のやり方とともに町の対

応をどうしていくかということを検討を今やっているところでもあります。そういう中で、我々とし

ては農家の関係だけでなく住民の皆さんの意見交換もしっかり学習会を今後やっていきながらご理解

を得るようにしていきたいというふうに思っております。 

農業関係のＴＰＰの問題につきましては、議員もご心配されるように、今後の経済状況が今の大津

町の企業関連等についてもなかなか先が見えないというような状況は確かでございます。そのような

状況の中で、我々大津町もこれまでの財政基盤は企業に基づいたところで行われておりますけれども、

ＴＰＰの試算、県の試算によりますと、大津町の農業総所得関連等で７０億円のうち４０億円近くが

減額になるような試算がされております。そういうことのないように、今後、今、ＪＡ菊池が香港の

ほうへからいもや春大根を出荷されておるようでございますので、そのように大津町の農業の強さを

しっかり今後ご相談をしながら、そして住民の皆さんのご協力・ご理解を得ながら、ＴＰＰに対する

大津町の農業の今後について十分説明責任を果たしていきたいというふうに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質問いたします。 

町長ができることはやっているような答弁だったかと思いますが、農業に関する心配ごとは、私、

農業をやってないものでも非常にあります。そしてまた、農業自体の生産性というものを、それだけ

で割り切ってはいけないものでありますけれども、食料自給率という大義名分の下にいろんな、例え

ば固定資産税は農地というのは２００分の１ぐらいしかかかりませんし、補助金、そういったものも

国から５、６兆円ですか、出ているのが現状であります。ですから、その中でも構造改革がなかなか

農業は進まないで担い手がいない、跡継ぎがいない。原因は、明らかであります。所得が低いからで

す。やはり私はいつも思いますのは、農業所得というものが、やはり子どもを２人というぐらいは、

大学に出せるぐらいの所得がないと少子化も止まりませんし、担い手も生まれないでしょう。そういっ

たところが大問題なのに、農業は構造改革がなされてなかったという責任的な問題も今まで国にはあ

るのではないかと思います。ということで、このＴＰＰについては心配が絶えないわけですけれども、

メリットも十分ある部分は、その産業界によりましては言っているところもあります。 

ということで、この町の農業ビジョンというものもある程度示すべきときではないかと思います。

その農業ビジョンを町長が計画されるのか、いろんな職員を基にそういったプロジェクトチームをつ

くって大津町の農業はこうあるべきだというような形で農業保護は必ずやると、守るぞというように

なっていくのか心配であります。そういうときに、農業じゃない方々にわかりやすい説明というもの

はやはり必要でしょう。先ほど申されました説明責任という中に入るかもしれません。ということで、

町全体の農地面積による食料自給率、こういったものは現在耕地面積から割り出せば、うちは例えば

１００％、いや１５０％あるんだよというような、そういった計算とか、世界的な天候不良とかなっ

ても、大津町は今こういう状況だから皆さんの職を守ることができるんだというようなきちんとした

数字的なものとか、それこそ説得力のあるものを、資料を町民の方々に提出をしていただきたい。そ

ういったものを明らかにしないから、町民の方々、我々議員も含めて知恵を集めることができない。
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こうしたらどうだ、ああしたらどうだ、そういったことができないんですね。農業というものは、我々

農業に携わってないものにしましては、閉鎖的な部分というものが結構あるんです。しかし守らなく

てはならないというのは、皆さんこれは国民として当たり前のことです。ですから、そういった情報

公開も含めてですね、もう町の今の農業の状況というものをきちんと知らしめて町民の皆さん方の安

心につなげるという方法に持っていくのがよろしいかと思いますので、その点について再度質問した

いと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 我々としても、本当に説明責任というのがなされていなかったと思います。

ただ、畜産農家関係とか、ＪＡ関連等々については担当のほうで十分お話し合いをしておりますけれ

ども、やはりこれについては、議員おっしゃるように、住民の皆さんの理解も必要であるというふう

に思っております。ということは、ＴＰＰになられた、参加されたときに関税が外されて安いものが

入ってきたときに、やっぱり我々としては安いものに飛びつく可能性があります。ただし、それには

やっぱり食の安全・安心のための残留とか、添加物とか、いろんな問題もありますけれども、その辺

の規制緩和というのがＢＳＥの問題でもアメリカで２０カ月というのが今回はまた５年過ぎて起きて

ないから３０カ月という、そういうような形で、次の段階を打ってこられる可能性もあるというふう

に思います。そのために、大津町の農業がどうあるべきかということについては、今、担当部長のほ

うにその状況把握をしっかりして、その対応と、それからその辺の資料が出たときに、議員がおっしゃ

るように関係の皆さんの委員会というか、そういうものの対策委員会を創り上げるのが必要ではない

かなというふうに思っております。もちろん、今までがなかなかその辺のいろんな検討委員会ありま

すけれども、そういう審議会というのがありませんでしたので、今後についてはその辺の把握をしっ

かりしながらやらせてもらいたいというふうに思っております。そういうことで、今、状況について

把握をさせていただいているところでございます。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質問しますけれども、しっかりとそこの根拠たるものを示していただき

たい。一般質問をするにあたって、私はいろんな新聞の切り抜き、ここにたくさん持ってきておりま

す。集めます。そして、いろんな大学教授の方々やいろんな大手の企業の社長さん方々、そういった

方々の意見を聞いて勉強します。やはりですね、その農業の改善する余地はあるんだよというものは、

やっぱり指摘する人も多いです。ある教授あたりは、過去にイギリスと北海道の酪農の生産性を比べ

たらしいです。そのときに、北海道の生産費は英国の２倍だったということですね。理由を調べます

れば、例えばその酪農の畜舎の建設費や肥料、農薬、生産資材の価格差というものが７割を占めてい

たということで、予想よりも今度はやっぱり高い材料でつくるから高くならざるを得ない。しかし、

これがおもしろいもので、ＴＰＰとか、そういった世界のグローバルな経済が課税されないで行われ

た場合に、そういった資材関係の下落、安くなって安価に農業生産ができるということも考えられま

すし、昨日の新聞によりますれば、これは日経ですけれども、日中間のＦＴＡ、これは自由貿易協定

でありますが、こういったものも発動されますれば、これはやはり乗り遅れるわけにはいかんという
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部分もやっぱり出てきます。ですから、しつかりと、今はいろんな形で意見が出ておりますので、私

もまとめきれません。何がいいとか言われませんが、町長におかれましてはしっかりと町民の不安を

払拭するように努力していただきたいと思います。 

では、２問目に移りたいと思います。これは、１問目にもかなり関係してくるものだと私は思って

おりますが、資産向上計画ということで、なかなか永田が大きく出たなというような感じがあります

けれども、私は最初に言いました大津町には一体農地はどれだけ必要なんだろうかということも言い

ました。そういったところを整理整頓しなければならない。ただ単に大規模化するだけとかいうので

は、効率は本当はよくないと思います。やはり国全体のレベルから大津町の担う農業の役割というも

のは、どの部分に視点を置くべきかというふうなことを私は考えたりもします。この資産向上という

ものは、私はやはりこれだけ担い手少なくなって、農業従事者の方々が平均年齢で６６歳を超えられ

たと先日ニュース等であってありましたが、こういう状況のときに効率性を目指さないわけにはいき

ません。ですから、そのときに離農されたりとかする人も出てくるでしょう。そういった方々の農地

をどうするかという問題です。私は、隣の菊陽町と大津町を比べた場合、その土地の用途地域という

ものがありますが、都市計画やそういったものを考えましたら、農業振興地域と都市計画地域、これ

が菊陽の農地には広々と市街化調整区域というものが被されております。ですから、これは農業振興

を基にして地下水の保全、いろんな意味合いにおいて、そこを市街化することは許されないというよ

うな制約があったのかなと。大津町はそういったものが被されておりません。ということは、整理整

頓しやすいというふうに考えたらどうでしょう。農業の集約というものをきちんとやれば残地が残っ

てきます。そういったものを中心地近くに持ってきて、農業を営まれる方は農業をきちんとやってく

ださい。しかしながら、ここは、例えば宅地開発しますよ、いや、いろんな誘致企業がほしいから、

そういった企業を誘致するための土地に開発したいというものをきちんと線引きしてすることによっ

て、そこで新たなる固定資産税の増加が見込める。そして人口増も見込めます。そして雇用も生まれ

る。そういったものを今考えるべきではないかなと思います。これには県の許可、そして国の姿勢、

そういったものが障壁になるものだと私は考えますが、こういったものと戦わない限りは前には進ま

ないと思います。そして、こういった私の考え方というのは、どこの地域の議員さん方も考えられる

でしょう。ということは、ヨーイドンなんです、競争なんです。だから、隣の町と比べたときに、優

位な条件が揃っているのならばどんどん前に進めるべきではないかなと。町が活性化すれば、今ある

土地でさえも活性化によって価値は上がるんですね。人口が減してだんだんそういった町とか村にな

りますと、土地の価格、固定資産あたりはどんどん下がっていきます。活性化させることが町民みん

なの優位性が上がって、それこそ資産の価格も上がってしまうというふうな、そういったことをでき

るのは政治の役割かなというふうに考えます。最近の新聞で熊本市議会の一般質問で富合町出身の方

が土地計画法に基づく市街化区域と市街化調整区域の区域区分の問題を取り上げて大荒れしたそうで

あります。結局、自由な、独自なまちづくりを阻害された上に、市街化調整区域とかを被せられたな

らば土地の価格が下がってしまう。結局、この方には少々気の毒ですが、お金の問題かなと。やはり

資産価値は低いよりも高いほうがいいわけです。当たり前のことです。そういったものは知恵の出し
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合いで、それこそさっき言いましたヨーイドンなんですよ。ですから、県が何と言おうと町がこういっ

た姿勢で、こういった根拠に基づいて計画を出しています。きちんと農業は農業で発展させます。そ

して産業も別の２次産業、３次産業も発展させていきたいと考えるから申し上げているんですよとい

うような形で県と戦う、それぐらいの姿勢が私は必要ではないかなというふうに考えております。 

そしてまた、世界人口はどんどん増えて、もう７０億人を突破したということであります。この７

０億人を食わせるのは非常に困難になってくるかと思います。ですから、ますます農業も大切にはな

るかもしれませんが、この人たちの住むところというのも大切になってくるでしょう。ですから、本

当に、例えば日中間のＦＴＡあたりが発動されて、自由貿易がなされて、そして人の行き来さえも自

由になってきたならば、この大津町に中国や韓国の方々や、いろんな国の方々がどんどん増える可能

性さえもあるわけです。それこそ熊本県の経済というものは、北側のほうが高くて南側のほうが低い

て書いてありましたけれども、実際我が町というのは、空港も抱えております、１級河川もあります、

そしてこの広大な大地で非常にいい農業、いいお米が採れるということで、ほかの自治体から見たら

非常にうらやましい限りだろうと思います。しかし、これは地の利を得たからには利用せん手はない

ということです。ですから、この農業改革をひっくるめて町の発展計画に結び合わせることが資産向

上計画になるのではないかなという質問であります。今、行動を起こさなければ先を越されると思い

ます。市街化調整区域とかが被せられたならば、資産価値は固定化し、もともと担い手が少なくなっ

た現在、それこそ農業改革を阻害するような形に逆になりはしないかなという心配があるのでこの質

問をするものであります。 

以上、質問します。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 永田議員の都市計画と農振関連についてのご質問でありますけれども、大津

町におきましては、昭和４０年ごろに農振地域を決定しておりまして、その後、いろいろ見直しをし

ながら、山を外すとか、あるいは幹線道路の５０メートルを農振地域から外すとかいうような、その

ロードサイドサービスの農振を外して、そのような形で農振関係をやってきましたけれども、基本的

には大津町は未線引き地域でございますので、白地についてもある程度緩和がされるような状況が大

津町の都市計画であります。しかし昭和５０年ごろ、その都市計画区域の認可を受けまして、昭和５

４年に中心地における用途地域としての運用を行ってきております。そのような用途地域の決定の中

で、大津町については本田技研の開発開始以後も積極的な企業誘致を行ってきましたので、中核工業

団地を工業地域として追加編入したところでもありますし、このように積極的に企業誘致を行った結

果、用途指定している地域ばかりではなく、その周辺や幹線道路にいろいろな地域での住宅やアパー

ト建設などの開発が行われて、人口も増加してきております。この人口増加を受けまして、平成１７

年度の国勢調査の結果により、初めて人口集中地域の指定を受けたところでもあります。これを受け

まして、平成２１年８月に国道５７号より南側の地域を新たに用途地域に編入し、用途地域を拡大す

る都市計画の見直しを行ってきたところでもあります。大津町はご承知のとおり、先ほど申しました

ように未線引きの都市計画区域であるために、宅地開発や建物を建てる場合における規制も比較的緩
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やかで、農地においても一種、二種の農地以外は宅地の転用は認められやすい状況です。大津町も人

口増加しているので、この際思い切った土地利用の見直しを行って、計画的に農業振興地域を外し、

都市計画用途地域を掛けていくことを検討したらどうかということで、農業者もこの施策を行えば資

産価値が高まるのではないかというようなご質問かと思いますけれども、農業振興地域を外せば、場

所によっては農地の資産価値が高まり、農家の方にも喜ばれると思います一方で、さらに農地転用も

用地になり、農地の周辺に住宅や向上が乱立する可能性もあります。農地周辺に住宅開発も各種の問

題や苦情が町に多く寄せられているのも事実でございまして、このため農業の規模拡大や畜産関係の

移転問題など、住宅地を除けるなど現状もあります。このようなことから、農業を続けられる環境整

備というものには気を遣っていかなければならないものと考えておりまして、圃場整備を推進し、一

種農地として残していく施策を進めてきたわけでもあります。 

以上のことから、農業振興地域の除外については、国の法律の改正もあり、議員がおっしゃるよう

な資産価値に着目した見直しというものに関しては十分な検討が必要ではないかと考えております。

土地利用計画や農業振興地域整備計画の見直しについては、基本的には今後どのように農業政策を行っ

ていくのか、どんな都市計画にしていくのかが町全域における計画的な土地利用を検討して、住民が

満足するためにどのようにあるべきかを描いた上で行うべきものというふうに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） いずれにいたしましても、一問目で申しました蒲島知事の我が国の将来の農

業のビジョンを示すことが不可欠であるということ。それによって資産価値は向上するということで

あります。ただ、今の町長の答弁を聞いておりますと、やる気があるのか、ないのか、何か半々みた

いな感じで、もう少し胸に迫るというか、そういったものが欠けているように私は思うのであります。

この世の中が大きく変わろうとするときに、一つのステップアップとしまして、ご高齢の方々が農業

をされている。私は、この資産向上計画の中の一つの要素の中に、そういった方々に、農業従事者の

方々に退職金をあげたいなというふうに考える部分もあるわけです。ですから、今、大規模農業とか

どんどん進められて、それはそれで農業をやっていくという方でそれで所得を増やすことは大賛成で

ありまして、しかしやはり年齢には勝ちません。７０過ぎて、８０過ぎて、まだ田畑に出ておられる

方を多く見受けます。そういった方々に退職金が出るかといえば出ません。ですから、そういった町

の計画、政治の力で今後の農業もよくしていって、そして農業をやってよかったなと思うようにしな

ければ、本当の農業改革にはならないというふうに思います。そして、そのことによって１、２、３

次産業がバランスよく発展していく、これが一番いい形ではないかなというふうに考えます。このこ

とについては、法の問題、いろんな農業関係、しがらみも多いでしょう、そういったものもあります

ので、難しい点はあると思いますが、取り組むべき価値はあるものと信じますので、町長のこれから

のご決断に期待して質問を終わりたいと思います。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。１時５０分より再開いたします。 

午後１時３９分 休憩 
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                    △ 

午後１時５０分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） 通告に従いまして、吉永弘則が３点の質問を行いたいと思います。 

最初に、同僚議員のほうから午前中、３月１１日の東日本の大震災ということで未曾有の災害を受

けました。壊滅的な打撃を受けておりますが、その中で特に東電の福島原発の被害は甚大なものであっ

たということです。これにつきましても、５０年、１００年ぐらいかかるかなと、最後の処理までは

ですね、そういったことが言われております。そういうことでですね、原子力に対する問題点が多方

面から指摘されております。そういった中で、自然エネルギーの必要性が本当に見直されておるんじゃ

ないかなと思っております。自然エネルギーといいますと、太陽熱、風力、水力、地熱等々、数多く

見受けられますけれども、施設問題や費用問題、その他数々の大きな課題が残っております。その中

で、小水力発電につきましては、以前同僚議員からの質問もあっておりますが、最近新聞紙上でもで

すね、小水力発電を導入してということで掲載がされております。８月１９日の熊日紙上での鹿児島

市内の中山間集落に川の流れを利用して小水力発電を導入し、家庭や公共施設などの電気を補う社会

実験を今年の年末から始めるとしています。また、９月１４日の熊日紙上のエコする仲間という見出

しではですね、これには貯水はせず、滝や砂防ダムの落差、農業用水の流れなどを利用するというこ

とで、県内には現在九州電力と県の企業局、それと山都町の１０施設があり、出力は合計２千８４８

キロワットということになっております。再生可能エネルギーの中でも、太陽光や風力発電と違いま

して、天候や時間に左右されず発電量が安定しているのが最大の特徴であります。大規模なダムによ

る水力発電と違い、地形の改変や生態系の負荷も少ないとされております。反面、施設の整備や管理

を担当する事業主体をどのように形成していくかや利水権等も課題に上げられます。 

そこで、大津町本町でも上井手、下井手、錦野井手、矢護川などなど何カ所かの地形や流量などの

基礎的な調査を実施してもらえないか。また、県の小水力利用推進協議会に加入し、県と協力しなが

ら具体的な取り組みに力を入れてほしいと思います。先月我々経済委員会で研修した徳島県の上勝町

ですかね、上勝町でも小水力発電に取り組もうと現在試験的に実施されております。その中でも売電

の問題や利水権利問題など数多くの課題は残されているものの、国としてもこの脱原発で自然エネル

ギーへの変換が求められておりますので、その方向へ推進されるであろうとは思われます。本町でも、

平成２２年２月に、昨年の２月の大津町地域新エネルギービジョンを策定され、太陽光発電や小水力

発電の有用性を示され、それぞれに調査検討はなされておりますけれども、これは大震災前の策定資

料ですので、再度方向性を見直し、早急に導入普及に取り組んでほしいと思いますが、町長のお考え

を伺いたいと思います。 

第１問目を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 吉永議員の新エネルギーについてのご質問でございますけれども、もう議員



 

 79

おっしゃるように平成２１年度にＮＥＤＯの補助事業を活用いたしまして、大津町の地域特性を生か

した今後の具体的な展開を図るために、外部の委員会を設けまして大津町地域新エネルギービジョン

を作成しております。その中で、大津町の地域特性を生かしたものとして、太陽光発電と小型水力発

電の２つが有力であると考えられましたが、水力エネルギーは古くから活用されてきたエネルギーで、

大津町でも昔からの農業用水の開発とともに広く町内で活用されてきたエネルギーです。大津町には

議員おっしゃるように、上井手、下井手、錦野と、いろんな豊富な水量をたたえた農業用水路が町を

横断するように流れていることから、この水路での小型水力発電の導入を検討させました。そういう

検討については、例えば上井手を利用したまちづくりに対する電気利用とか、動力活用をしてはどう

かとか、いろんな形で検討させまして、その結果については、土地改良のほうにもご相談をさせてい

ただいたわけですけれども、なかなか河川法というか、国土交通省との問題があってなかなか前に進

めなかったというのは確かです。いろんな課題がございますけれども、詳しいことについては、担当

部長のほうからご説明させますけれども、それに懲りずに我々としては今、どういうところで水力発

電ができるかというようなことで、一番公共下水道の排水関係がございますので、そこにモデル的に

水力発電をつくってはどうかというようなことも検討をさせていただいております。白川漁協との関

連もございますけれども、若干その辺もクリアできるんじゃないかなというようなことで、まずそち

らのほうで検討する中で、下水道処理場の電気関連等についての賄いができればなというような思い

で今後の検討事項をしながら、小型水力発電等についても十分検討していきたいというふうに思って

おります。議員おっしゃるように、地域のエネルギー、自治体が持っておることによって、そのエネ

ルギーによって大きな企業誘致関連等もできてくるんじゃないかなと。大津の上の方の台地におきま

してボーリングをされて、今試験的に熊大との関係もございますけれども、１００メーター近く掘れ

ば１７度から１８度の風が出ておるというようなことでございますので、その風力を活用しながら、

室内の空調関連等に活用できればなということで、今計画も進められておるようでございますけれど

も、そういういろんな形の、大津の町における、その地下におけるエネルギー関連等についても、今

後十分検討して活用できればなというふうに思っております。詳しいことについては、また担当部長

のほうから説明させます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 吉永議員の小水力発電の普及についてお答えいたします。 

大津町には、歴史ある農業用水路が豊富な水をたたえて流れており、多くの水とのふれあいや心癒

される水空間を提供しております。また生活面では、電気のない時代には精米、製粉の動力源として

活用されてきました。このように、農業用水路を流れる水は町民にとってなじみ深く、新エネルギー

としての活用においても非常にわかりやすく、環境意識の情勢にとっても効果のあるエネルギーであ

ると思います。そこで、今、町長が述べられました新エネルギービジョンにおける調査において出て

きたいくつかの課題について説明したいと思います。 

まず、経済面についてですが、設備設置から２０年間の試算では、発電による電気料金の換算の合

計額は設備費に及ばないようです。これにつきましては、水力発電の電気会社への売電価格が買取価
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格、すなわち電気の現在の使用料とほぼ同じでありまして、太陽光発電のように高い売電価格になっ

ていないことと、初期の設備費が高額であることが理由のようです。 

次に、維持管理費につきましては、塵芥、ごみ対策の問題が上げられます。上井手、下井手など、

農業用水としての役割のほかに雨水排水路としての役割を大きく担っていますので、この処理につき

ましてはごみ処理費用がかかってくるものと思われます。さらに、発電電力の利用面として、発電し

た電力の自家消費設備の有無が問題となります。設備設置箇所の直近に自家消費施設があることが理

想になります。また、発電用の水源面につきましては、通念の発電使用水力の確保の問題もあります。

設備導入される水路は農業用水路であり、灌漑期には豊富な流量をたたえておりますけれども、非灌

漑期には流量は大きく減少します。このため、年間を通して安定した電力供給ができないことになり

ます。 

最後に、一番大きな問題としては水利権の問題があります。町内を流れる農業用水は１級河川、白

川を水源としております。農業用水を利用して発電を行う場合には、河川管理者、国土交通省からの

許可を受けなければなりません。そのための条件として、現在、慣行水利権として取水している農業

用水を河川法の規定に則った許可水利権に切り替えることが必要になってきます。この場合、許可申

請資料の提出や取水許可を取った場合の白川の取水堰に年間取水を調整できるメーター等の設置など

多くの費用が必要になってきますし、１０年に１回許可更新を行う必要があります。もちろん土地改

良区の承諾も必要ですし、下流の水利権者からの承諾も必要になってきます。 

このように、現状では多くの問題がありますので、なかなか水力発電設備の導入は困難な点が多い

と思います。しかしながら、水力発電は二酸化炭素の削減に大きく寄与する発電でありますし、売電

価格が上がってくるなど今後のエネルギー事情を巡る情勢の変化によっては導入の可能性が高まるこ

とも考えられます。また、発電以外での水力の利用の効果も考えられますので、水資源の活用につい

てはエネルギー問題を考える機会として、長期的にその方法を検討していくことが重要であると思い

ます。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） 今の部長の答弁の中を聞いておりますと、非常にそういった課題が大きく、問

題点も多いようなことでございます。ただ、今度の脱原発からするとですね、国も、国もといいます

か、これは当然国交省になりますけれども、かなり緩和措置あたりをやりながら、そういった小水力

発電等に対する考え方も変わってくるのじゃないかなと思っております。町長が言われましたように、

まずは公共下水道施設の処理場あたりに１基試験的にでもつくってというような考え方を持っておら

れますので、ぜひ、まずは町の中で小水力発電を１基試験的にでもやっていただいて、もしそれがか

なり有余性があるということであれば、できれば落差の大きい上井手、下井手、錦野井手、矢護川あ

たりのところにもそういった方向性をつくっていただくならなと考えておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

続きまして、第２問目でございます。特産品のＰＲに課ないし係の設置をということでございます
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けれども、実は本町の特産品である甘藷についてはですね、全国的にはまだまだ知名度は低いと思わ

れます。熊本とか、九州管内では若干掘り出し君としてですね、少しは名を挙げておるかもしれませ

ん。また、毎年からいもフェスティバルを当大津町で行っておりますが、３万人ぐらいの入場者が毎

年あっております。ただ見てみますとですね、県内の人たちがほとんどのようであります。先月、先

ほども言いましたように徳島県の上勝町、そして今度は鳴門市に研修に行ってまいりました。特にこ

の鳴門市の市の役割は、ＰＲが主体で全国を市長以下担当者が飛び回っていると聞きました。今では、

全国的になると金時としてのブランドを確立しております。ただ、本町の甘藷の倍の値で販売されて

おります。実際、品物を見てもですね、味を見ても、ほとんど本町の甘藷との差はありません。家入

町長もＰＲということでは積極的に各種物産展等にも自ら出向くなど努力されておることには敬意を

表します。しかし、もっとこの特産品を振興していくためには、生産者と町長、ＪＡだけの努力では

十分ではありません。熊本県は、今、ゆるキャラしてキャラクターしておりますくまモンを営業部長

として全国に売り出し、先日のゆるキャラ部門では全国一を勝ち取りました。本町も「からいもくん」

を営業課長、もしくは営業係長として設置して、名刺をからいも課長、からいも係長等にして、全国

に販売戦略を立ててみてはと思います。全国的にもこういったからいも課長というのは少ないでしょ

うから、マスコミ等に紹介される機会もあるかと思われます。そのようなことがなくてもですね、町

としてそういった営業課長を設置をするほど本気で力を入れていることを示すことになるのではない

かと思っております。いかがお考えか、町長のお考えを伺いたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 特産品のＰＲについてでございますけれども、吉永議員が言われるように、

大津町の特産からいもということにつきましては、我々としてはＰＲ行き届いているなという思いを

しておりますけれども、まだまだやはり東京関連等に送りますと大変喜ばれるというか、まだまだそ

の知名度が低いなというのは確かでございます。そういう意味におきまして、今、議員がおっしゃる

ようなことについても、しっかり検討していかなくちゃならないというふうに思います。しかし、ま

ずは大津町の住民の皆さんが一体となって、そのように大津のブランドをしっかり売り出すという気

持ちが大切ではないかなという思いをしております。 

そういう思いの中で、町としても「からいもくん」を使いながら、からいもイベント、あるいは都

市対抗関連等についてしっかりとＰＲをやっているところでもありますし、本年につきましては大津

町の原付自動車というか、単車のナンバーを「からいもくん」のプレートにしたいということで、前々

から検討しておりましたけれども、今回、そのようなことでＰＲに努めたいというふうに思っており

ます。もちろんからいも農家、ＪＡが主体になって香港とかいろんなところに出していただいており

ますけれども、まだ北部のほうにもいくつかのからいもの組合というか、そういうものが今までずっ

と一本化をしようということで話を進めておりましたけれども、なかなかその辺のところがうまくいっ

てないということになりますので、そういう一本化をしながら、そして本当の意味のＰＲを町全体で

やっていけるような支援もやっていくためには、やはりそういう団体が一つになるというようなこと

がまず大事ではないかなというふうに思っております。おっしゃるように、ＴＰＰの問題、いろいろ
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ございますから、大津のからいも、そしてほかの農産物しかりでございますけれども、それぞれの農

家の方々とお話をしておりますけれども、やはり今後は国内、あるいは都市農業についてしっかりと

我々としては力を入れていかなくちゃならない大きな課題があるというふうに思っておりますので、

今後についてもそのような、まず国内からのＰＲをしっかりと広げながら、そのために組織の一本化

というか、そういう形の中で支援をしていくための町の役割を今後十分検討しながら推進をしていき

たいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） ありがとうございます。ただ、今言われますように、まだ大津町として、特に

鳴門市においてはですね、９５％がＪＡ一本集役で、特に販売面、出荷面におきましても計画出荷を

されてそういったブランドを築かれているということを聞いております。ぜひ当町におきましても一

本化をしてですね、やはり全国に名を広げて、味も見かけもほとんどかわりませんので、大津の甘藷

が、大津の「からいもくん」が日本全国に広がるように町としての努力をお願いしたいと思っており

ます。言われますように、単車にも「からいもくん」のロゴマークを入れているということで、本当

に感謝申し上げております。 

続きまして、３番目の問題でございます。立体駐車場の整備をということで、ＪＲ肥後大津駅周辺

の整備計画で、駅南側隣接地に新たに南口駅舎とバス乗降場や駐車場、駅前広場が整備され、１０月

１日オープンとなりました。ＪＲ肥後大津駅は、新幹線の開通に伴い阿蘇くまもと空港と観光地阿蘇

山の窓口アクセスとなっています。乗降客も増加し、肥後大津駅を中心としての町の活性化が期待さ

れております。空港へのアクセスとして無料シャトルバスの運行もあっていますが、町民の利用度は

まだまだのようです。その原因として、駅周辺の近隣に駐車場がないためです。駐車場があればシャ

トルバスで空港まで行けるが、ないので空港周辺の有料駐車場まで自家用車で行かれる人たちが多く

みられます。せっかく南口を整備し、空港アクセスの窓口としているのであれば、それを活用しなけ

ればなりません。それには、２、３００台ぐらい収容する大型駐車場が必要になります。現在、町の

中心部にはそのような大型駐車場はありません。そこで、役場庁舎の南側駐車場、現在１００台ぐら

いの駐車場がありますが、そこを立体駐車場にして中心市街地の活性化に活用してはいかがかと考え

ますが、町長の考え方を伺いたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 大津町の中心地における駐車場、それに伴いまして南のほうのオークス広場

関連等につきましての立体駐車場の建設はどうかというようなご質問でございますけれども、議員おっ

しゃるように、大変駐車場がこの周辺にはないのは確かでございます。もちろん、個人的な小さな駐

車場はいくつかあるようでございますけれども、やはり将来観光を伴う大型バスというものが海外か

らのお客をどう運ぶかというようなことも懸念しているところでもあります。しかし、ただうちのほ

うに飛行場から下りてそのまま観光地へ走っていってもらったんじゃ金にならないというか、大津町

をよく見ていただけないことも確かでございますけれども、おっゃるようにどう駐車場をつくってい

くかというようなことにつきましては、今後南のほうの駐車場と中央公園との関連もございますけれ
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ども、いろんな形で今後南のほうも検討しなくちゃならないんじゃないかなと思っております。今、

個人の土地を一部町が借り上げてやっておりますけれども、これにつきましても返しなさいというよ

うなことでお話をしております。そういう個人の駐車場をご利用できる方法と、また我々としてはそ

れに伴いまして町の駐車場、役場にご利用できる駐車場も確保しなくちゃならない、そういう問題も

ありますので、南のほうの駐車場の関連等については、再度検討をしていかなくちゃならない大きな

課題じゃないかなと思います。しかし、将来のことを考えまして、立体駐車場をつくっていいのかど

うかというのは、今のところ我々としては不透明でありますので、立体駐車場については今のところ

考えておりませんので、他の土地をどう利用できるかというのを十分今後検討していきたいというふ

うに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） 立体駐車場ということだけではありません。ただ、やはり駐車場が少ないとい

うことは、町民の利用がほとんど、シャトルバスの利用がないということで、もしこの駅周辺にそれ

なりの駐車場があれば、せっかくシャトルバスが空港まで行っておりますので、みんなそれに乗って

いくということで、また帰りも大津で止まりますので、町のちょっとした活性化にはつながるんじゃ

ないかなということも考えております。そういうことで、ぜひ町の中心部に、あくまでも立体駐車場

という考え方ではありません。ただ立体駐車場が、パチンコ屋あたりは立体駐車場をどんどんつくっ

ております。町もできんことはないと思いますので、そういうことも考えて、ぜひ駐車場の整備をと

いうふうな考えておりますので、今後ともよろしくお願いします。 

これで私の質問を終わりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 続いて行います。 

源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 皆さん、こんにちは。私は久しぶりに一般質問しますけれども、前に質問され

ました吉永議員が早く終わられましたので、時間の許す限りしたいと思います。通告順番に従いまし

て４番議員、源川貞夫が一般質問を行います。 

１問目は、先ほど吉永議員も言われましたけど、土地改良区県営上井手地区及び下井手地区の灌漑

排水事業の予算確保についてでございます。２問目は、木のなる紙の利用促進と造林補助金制度の利

用について。これについては、明日１番に府内議員がまた質問されると思いますけれども、重複する

かもしれませんけどよろしくお願いします。それから３問目は神社の絵馬ですね、の保存及び展示、

修復について。それから４問目は先日、１２月１日より開通いたしました県道西鶴中井迫線の引水区

内にあります交差点、平面交差しているところがありますけれども、そこに信号機を設置してほしい

ということで質問をいたします。 

それでは１問目でございます。自民党主導の政権から民主党政権へと変わりましてもう２年ほど経

ちますけれども、平成２２年度に国の農村整備予算は大幅に削減され、一括交付金として県に下りて

くるような形になりました。それを農業、林業、水産業の分野で分け合うというような形でございま

す。どこも予算確保に懸命でございます。特に土地改良区は６５％がカットされました。平成２３年
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度、新規地区の凍結、それから継続地区の工期延長ということになりました。何とか継続地区の休止

ということだけは免れた状態でございます。さらに、今平成２４年度においても、今審議されており

ますけれども、国からの予算は削減された昨年よりさらに厳しくなっている状況でございます。先月

の末、今回の東日本大震災における復興復旧のための第３次補正予算が国会を通過し、大幅な財源確

保のためにいろいろ予算の組み替えが行われ、さらに削減されるのではないかと危惧しております。

土地改良区事業の一つであります上井手用水路は、約４００年前、加藤清正が築造した歴史ある土地

改良施設でもあります。白川の上流から取水し、大津町、菊陽町の水田３８２ヘクタールの灌漑用水

路として延長１３.４キロを有しております。この水路は、米・麦・大豆・飼料作物、それから野菜等

の生産はもちろん、熊本市の地下水涵養事業にも大切な役割を担っております。しかし近年施設の老

朽化も著しく進行しております。農作業にも支障が出たり、周辺住宅の宅地化等により、雨水排水の

流入量も増加しております。最近では、ゲリラ豪雨が各地で頻繁に起きております。皆さんご存じと

思いますけれども、上流から下流に向かって左側が左岸でございます。右側が右岸といいます。その

うちの左岸工事はほぼ完了いたしましたが、右岸工事にいたっては危険箇所が何カ所もあり、梅雨の

ときには水の浸食等により木や竹などが流され、堰や橋桁につかえて危険な状態になることがたびた

び起こっております。本地区の県営上井手地区灌漑排水事業における右岸工事ですね、平成２１年度

より５カ年計画で進んでおりますが、まだその５カ年計画の途中であります。これからやっと菊陽の

東部から大津地区のほうへと工事計画の実施に向かうところであります。ここにきてあと２年、予算

の目処が立たない状態でございます。災害が起きたらと心配しております。県営下井手地区灌漑排水

事業も同様であり、また錦野土地改良区管内においても用排水路の改修は長年の悲願であります。現

在、国・県としては厳しい財政状況の中にあり、今回の地震被災地予算が優先され、他の事業予算が

削られても仕方ないかもしれません。しかし、農業の基盤であり災害を未然に防ぐ防災事業のために

も、継続事業であります県営上井手灌漑排水事業の予算確保をお願いいたします。家入町長もたびた

び県や国に対して陳情や要望をされておられますが、その経過と現段階での状況はどうなっているの

でしょうか。そして今後の見通しと対応はどのように考えておられるのか、お聞きいたします。 

１問目を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 源川議員の県営の上井手土地改良区関連等の事業予算でございますけれども、

議員おっしゃるように大変厳しい状況でございまして、上井手、下井手の事業計画については、１０

０億円以上あるいは７億３千万円というような２つの事業がまだ半分近くしか終わっていない蒸気用

で、そういう中で政権与党については予算をやらないというような状況でございます。県にも行った

り、あるいは国のほうにもいって、鹿野農水大臣とも会いましたけれども、なかなか明るい声は聞け

ないということで、ただ県のほうでは迫井手土地改良で継続事業でやっている関係で、前倒してきに

それをいただいたというような状況でございます。しかし、上井手関連等についても、もうずっと前

から、３、４年になりますけれども、その工事関係について、今、街中の防災関係についても大変な

状況であるということで、上井手の室町地域においては、外側から見ればきれいな石積みというよう
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なことですけれども、後のほうは根石も入っていなくて、水が出てきているというようなことで、１、

２年前に大きな災害があっておりますし、また２、３日前に大願寺の前、この前も浮きましたけれど

も、今回も陥没をしているというようなところで大変危険な状況でございます。 

そういう中で県のほうともご相談をしたり、土地改良区とも相談しますけれども、なかなかその辺

の予算ありませんし、我々として、やはり町単独で何ができないかというような形で今検討をしてい

るような状況でございます。そういうような農業関連の予算については大変厳しい状況でございます

が、今後の農業を守る以上は防災も兼ねたところでの、先ほど申しましたように、やっぱり環境整備

も一番大事なところでございます。そういう関係で、国にはしっかりと要望をしていきたいと思いま

す。土地改良の関係の皆さんについては、本当に７：３とか、いろんな形で、あるいは土地改良費単

戸三千いくらか払うというような状況の中で維持管理をしっかりやっていただいておりますことにつ

いては大変ありがたく思っておりますけれども、やはり本来の大きい事業について、やっぱり国がちゃ

んと見ていただけるよう声を大きくして県・国のほうに要望していきたいというふうに思っておりま

す。 

それぞれの土地改良の事業関連等については担当部長のほうからよろしければ説明をさせていただ

きます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 源川議員の質問に、現況を説明申し上げます。数値的なものが入るかもし

れませんが、まず国の状況でございます。最近の農業農村総合整備事業の状況から申し上げます。平

成２１年度の国の農業農村総合整備事業の補助金、予算が５千７７２億円ありました。平成２３年度

で一括交付金制度が導入されて３千５３７億円、約３９％の減となっています。これに伴う熊本県の

農業農村総合整備事業補助金予算も平成２１年度は１６１億円から平成２２年度１２３億円の２６％

減です。平成２３年度は、７５億円の３９％減と、毎年減少しております。２４年度の見込みといた

しましては、国から前年度同様の７５億円と想定いたしましても、最低でも３６億円が不足すると予

想されております。新規事業の凍結、継続事業の縮小、事業廃止など、非常に厳しい状況となってい

ます。町の事業への影響も大きく、先ほど町長が言いましたけれども、先ほど町長が言いましたけれ

ども、迫井手地区関係におきましては圃場整備が継続事業ということで前倒し事業を予算確保して対

応していただいております。上井手、下井手灌漑排水事業も規模縮小され、用地交渉と一部工事にと

どまり、予算額の減額せざるを得ない状況でございます。また、錦野土地改良区関係、あるいは農業

水利システム事業でございますけれども、平成２５年度までの計画でしたけれども、平成２４年度以

降の事業は廃止されております。一部前倒しで検討中でありますが、なかなか厳しいものがあります。

このように、平成２３年度も多くの事業に影響が出てきております。平成２４年度もそれ以上に、同

じことになりますが、厳しい状況であります。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 厳しい厳しい話でございますけれども、農業においてもですけれども、たしか

昭和５５年ぐらいだったと思いますけれども、大津の商店街のほうに上井手の先ほど言いました左岸
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のほうが決壊しまして、相当水が流れてきたというのも皆さんご存じだと思います。私の当部落にお

いても、今の大津小学校のところに水が流れてきたのを記憶しております。先ほど、左岸のほうは工

事は大体計画どおり終わったんですけれども、右岸のほうが木とか、根っこから浸食されたりして、

特に豊肥線に陸橋がありますね。あそこの橋桁というんですが、橋桁に立木、例えば吹田、大林あた

りから流れてきたのがつかえたりすればですね、もう一気にあふれ出て大変な災害になるというよう

なこともあります。農作業というか、農業に対してだけじゃなくて、特に大津の場合は、先ほど町長

も言われましたけれども、光尊寺さんのあの辺も右岸のほうがまだ改修できておりませんので、少し

でも予算確保のほうをですね、町長もほうも大分苦労されているようでございますけれども、２、３

日前の話で言っていいかどうかしりませんけれども、少しまた県のほうから予算をいただくような話

が入ってきましたので、町長にはいろいろお世話になりました。今、土地改良区の理事長は菊陽町の

後藤町長でございますけれども、二人で手を合わせて予算確保に頑張っていただきたいというふうに

思っております。 

続きまして、第２問目に移ります。これはですね、１０月２０日に熊日の朝刊に載っておりました

けれども、木になる紙の利用について、その一部を抜粋して読ませていただきます。木になる紙は、

熊本など九州沖縄８県と九州森林管理局、製紙会社などでつくる国民が支える森林づくり運動の推進

協議会が２００９年度製造を始めました。製品重量、１キログラム当たり５円を紙の販売代金に上乗

せし、間伐を出荷した森林所有者に丸太１立法メートル当たり千円を還元するものです。一般的なコ

ピー用紙に比べればＡ４サイズ１箱２千５００枚で約２００円程度高いようでございます。今年の４

月現在、県内では水俣、南小国、小国、山都、多良木、湯前、相良、五木の８市町村はすべて木にな

る紙の切り替えております。人吉市や玉名市など１７市町村も一部に導入している。熊本県庁も１０

年度農林水産部と地域振興局を中心に３千９００箱を使用しております。県庁のコピー用紙の１７％

を占め、さらに１１年度は増やし１９％に相当する４千４００箱を購入する計画である。蒲島郁夫県

知事は木になる紙は森林所有者の間伐意欲の向上に役立つ。全庁的に使用拡大を図ると意欲を示して

いる。小国町の森林組合は当初から原料となる間伐材を積極的に提供しており、１０年度は４２４万

円の還元を受けている。間伐材の一種の曲がり材は、安値で取り引きされますが、木になる紙は一定

額が還元されるので、森林所有者のメリットは大きいと利用拡大を歓迎するというような記事が載っ

ております。ちなみに、菊池森林組合では、コピー用紙は現在木になる紙を使っているそうでござい

ます。この大津町における木になる紙の利用状況と今後の広報、啓発はどうなのか、町長のお考えを

求めます。今から約３３年前、１９７５年、だから昭和５０年ですね、のころの木材価格市場は、杉

１立方メートル当たり３万円から４万円しておりました。ヒノキは１立方メートル当たり７万円程度

でございました。しかし、外材の普及や住宅環境の変化、住宅着工数の減少等、いろいろな要因で価

格が低迷しまして、現在は杉は１万円、ヒノキは１万３千円から１万４千円程度になっております。

約３分の１から４分の１の価格でございます。先祖の人たちがせっかく植林し、手入れをしてこられ

た木が、そのために標準伐採時期が超えても伐採されず、間伐や下草刈り、植林もなかなかできてい

ない状態でございます。荒れ放題の山林が目立ってきております。特に個人所有の山林がひどいよう
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に思います。植え付け、下草刈り、切り捨て間伐、搬出間伐など、造林補助金制度、公的支援を利用

して森林計画の認定を受ければ、間伐の場合、森林所有者へ還元金が来たり、また負担金の軽減にも

なります。菊池森林組合だよりが発行されておりますが、この制度を知らないもいるのではないでしょ

うか。また、知っていても自分のほうから今は木が安かけんというようなことで全然関心を持ってな

い方もおられるんじゃないかと思います。現地を見て回り、該当する山林所有者宅を訪問したり、地

域説明会を多くして身近な人で実際やった人の例を挙げたりしながらでも説明して推進してほしいと

思うのであります。担当職員はもちろん、広報、営業担当の臨時的でもいいですので、山に詳しい人

を職員として雇い入れてでも山林の手入れや間伐等の促進について自宅へ訪問することも必要なこと

ではないでしょうか。申し込む人が多くなれば、森林作業量も増えて、雇用対策としてシルバー人材

センターへの委託等も出てきて役に立つと思いますが、町長のお考えをお伺いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 源川議員の木になる紙の活用方法と、それに対する森林の所有者の皆さんの

将来に関わるということでございますけれども、まさしく木になる紙は、間伐材を今切り捨てておら

れる、その間伐材を活用して紙にするというようなことでございますけれども、大変それをやること

によって森林に対する想いが深まるんじゃないかなと思います。そういう中で、大津町の関係の情報

について部長のほうからご説明をさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 源川議員の質問のとおり、全国的に山の手入れがなかなか進まない状況で

す。大津町も広大な町有林を有しており、平成２３年度計画２１.２９ヘクタール、また町有林以外に

も搬出間伐を平成２２年度は３２.３７ヘクタール実施されております。木材の単価が引き上げられれ

ば、民間の間伐も、より進んでいくものと思います。菊池森林組合と一体となって民有林の間伐など

の山の手入れに対する補助事業なども推進しているところです。有利な補助事業の活用の説明会の開

催など、３カ所程度でしたけれども今年から来年に掛けて補助事業の制度を変更面も含めて、各地区

の説明回数を増加させたいと検討しているところでございます。さらに広報等により周知を充実させ、

林業振興に努めたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 源川議員さんの九州間伐紙、木になる紙の利用状況でございます。全体の

２２年度販売の実績については源川議員さんの言われましたとおりでございますけれども、役場内の

コピー用紙関係の使用状況を申し上げたいと思います。今現在、年間でＡ４サイズ３千５００締めで

すね、１７５万枚を使用しております。購入費は約１１０万円となっております。現在において木に

なる紙については単価が、先ほど言われましたように約２割程度高くなっておりますので、現在のと

ころ使用してないという状況でございます。 

以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 要はコストが高いというようなことですけれども、先ほど言いましたように、
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みんなで支える農業というんですか、林業ですね。私も正直言いまして小学校６年生の卒業記念のよ

うにしてうちの山に木を植えたことを今思い出しておりますけれども、もうそろそろ売っていいかな

という時期になっていますけれども、売ってもいくらもないというふうなことで、私と同じような方

が多いと思いますけれども、やはり話によるとあと３０年ごろは杉が高くなるだろうかとか、そうい

う希望的なことを言われる方もおられますけれども、やはり先ほどと同じように大事な資源でありま

すし、特に水害等、水ですね、これから先、やっぱり２１世紀は、水の時代ですので、特に木を育て

て植林をし、災害にも備えるということも含めましてですね、やはりそのために少しぐらいといいま

すか、少し高くでも、ほかの町村もですけれども、県のほうでもそういう方向に行っていますので、

この大津町としてコストが高くつくからもう絶対じゃないですが使わないという方針なのか、それと

も少しずつでも増やしていこうとか、その部局によっては使うとか、そういう形があるのかないのか。

それは町長のほうにお伺いします。そういう考えがあるのか、ないのか。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 総務部長のほうから話は聞いておりますけれども、１００万円ちょっと増か

かっているものでございますが、２割程度というと２０万円でございますので、その辺のところにつ

いては、森林の振興あるいは森林を見直すためにも、そういう意味においては２、３０万円であれば

増加するような方向でやっぱり検討をしていかなくちゃならないというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） ありがとうございます。 

続きまして、３問目でございます。これは、今までほとんど一般質問では出てなかったように思い

ますけれども、神社の絵馬ですね、保存及び修復について、教育長としての考え、または町民の一人

としてでもいいですので、その思いをお伺いしたいというふうに思います。現行の憲法では、宗教の

自由とともに厳格な政権分離の原則を定め、宗教法人をはじめとするいかなる宗教団体も国から特典

を受けたり、または政治上の権力を行使してはならない。国及びその機関は、宗教教育や宗教的活動

をしてはならないこと、憲法第２０条でうたっております。及び公金その他の公の財産は、宗教上の

組織もしくは団体の使用、便益もしくは維持のためにこれを支出し、またはその利用に供してはなら

ない、これは憲法第８９条を定めております。今回はそれを踏まえた上でですね、ちょっと質問をし

たいと思っております。大津町内の各地域にですね、各集落といいますか、地域に何々日吉神社、何々

菅原神社、何々阿蘇神社、何々神宮といった約３０カ所近くの神社が大津町にあります。地域の人た

ちによって伝統行事や祭事・神事等が行われ、年間を通じて維持管理され、守られ受け継いできてお

られます。私の地区にも菅原神社があります。年末年始、秋の大祭等、昨日は大払いの義ということ

で村の人がみんな参りこられたわけでございます。もちろん日吉神社からも宮司さんが来られました、

等が行われております。家内安全、交通安全、豊作祈願、商売繁盛、何ごとにつけても祈願をしてい

るところでございます。以前は、雨乞いと生じて日照りが続く夏場に豊作祈願で雨を期待し、神社に

村の人たちがこもって祈願をしていたと聞いております。ほかの地区でもいろいろと伝統行事等の復

活がなされているようであり、今住んでいる地域の歴史や文化伝統を後世の人たちに伝えていくこと
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は特に大切で、また残していくことが必要だと思います。ちょうど１カ月ほど前ですか、大津小学校

の５年生のクラスだったと思いますが、菅原神社で、私たちの部落の菅原神社で、学校も近い関係が

ありますけれども、３日間ぐらい続けて５年生が写生大会で神社の絵を描いている姿を拝見いたしま

した。私は今回、ちょっと絵馬に興味を持ちまして、大津町内の神社も含めて、近隣町内の２０カ所

ぐらいを回って絵馬を見てまいってきました。神社の拝殿の天井や横にぐるりとかけてある奉納され

た絵馬を見て、また写真も撮ってきました。今残っているものは、明治時代の初期に描かれたものが

多いようでございます。絵馬が古くなって、絵や字、名前が消えたり、傷んだりして、ほとんど何が

なんだか内容もわからなくなっているのも相当ありました。そうやって回って見ていくときにですね、

鍵を開けてもらったり、たまたまそこにまいられてきた方とか、村の人に会ったときに話の中に出て

くるのはですね、皆同じような悩みのようでございました。何年も前から行事とか皆集まり度にです

ね、今のうちのどぎゃんかせにゃいかんなと、こんままじゃ傷んでしまうというような話でございま

す。教育長にお伺いいたしますが、町の文化財を保護及び保存するためにも、また有名な人が描いた

作品や特に貴重な作品があるか、歴史の専門家に依頼して調査をする考えはないか。そして、文化財

の指定になるようなものがあった場合どうするか、お聞きしたいと思います。答弁をお願いいたしま

す。修復はしたいけど、専門の日本画家や専門家の画家に頼むがいいということはわかっております。

古い絵馬を制作、当時の顔料等を使用し修復するには、顔料がなかなか入手困難でございます。そし

て、入ったとしても高価であり、時間と費用がかかります。そうしているうちに今のままでいいと。

変に触ったら歴史的、文化的価値が下がるというようなことで、そこまでは話が行くんですけれども、

それから先が進んでないと。どぎゃんかせにゃいかんというところまで来て、ある程度見積もりまで

は出すんですけれども、お金がなというような話で、どこに行っても同じような悩みでした。遷宮祭

とか、何年祭というようなことがあればですね、そのときに寄附を募ってでも修復ができるだろうが

なということでございました。現在、法務局の跡地といいますか、法務局の跡に歴史資料館が今改装

中でございます。完成後、そこに、これはできる、できないは別としてですね、町内の神社の文化財

になるようなものがあった場合、絵馬を順次に展示し、神社の案内や神社の紹介をするというような

コーナーを設けたらどうでしょうか。教育長にお答えをお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子さん） 源川議員の神社の絵馬の保存及び修復についてのご質問にお答えいたしま

す。 

今、ご説明なさいましたように、絵馬は神社や寺院に祈願するとき、または祈願したその願いが叶っ

たときに謝礼をするとき神社に奉納する板に描かれた絵でございます。町内の各地区にある神社に奉

納された絵馬は、管理者が神社、氏子であり、行政から宗教への関与ができないところでございます

ので、現在町内全体の神社・寺院の調査は行っておりません。しかし、江戸時代に室の年禰神社へ奉

納された石造り額絵馬、石でつくられた額縁用の形にナマズ２匹が彫られた絵馬がございます。これ

は、石でつくられており、名分もある絵馬は、全国でも大変珍しく、貴重なものであるということで、

平成５年３月３１日に付けで町指定文化財として登録し、現在大津図書館に展示し、管理しておりま
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す。町内の神社に奉納されているほかの絵馬が文化財として町指定できるものであるかどうか調査し

てみないと判断ができませんが、調査につきましては、地区の氏子さん、それから神社管理者から許

可とご協力がいただければ、町の文化財保護委員と協議した上で調査を行うことは可能だと考えられ

ます。保存修復につきましては所有者が神社ですので、調査結果により文化的、歴史的に大変貴重で

価値が高く、指定するべきものが出てきた場合には、またその時点で費用とまた管理方法等を含めま

して、再度管理所有者の方々と協議して検討してまいりたいと思っております。 

以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 行政のほうからですね、町の文化財の指定を受けてもらって、そしてお金を援

助してもらおうということは思ってもいません。また、それはできないことでありますけれども、そ

の調査をですね、行政のほうからでもちょっとお願いされて、そういう専門の方がおられましたら、

そういう方に調べてもらって、あとはその地区の世話の方で判断して修復の仕方もいろいろあります。

私も３、４人紹介してもらいましたけれども、本当に日本画家の１人、２人しかいないような方に頼

むと何百万円とかかります。それから、金額で言うとあれですけれども、山鹿の八千代座を書かれた

方とか、いろんな方もおられます。それと、大津高校の美術の先生ももちろん一番に行きましたけれ

ども、それとかほかの高校の美術部の先生、それから熊大、崇城大学、そういうところの先生が指導

しながら生徒が実習を兼ねた勉強の一環というよりも、夏休み等を利用してされるということで、そ

れでひとつ、これは地名も出したがいいと思いますけれども、いくつかされたところを見てきました。

これは熊大生のところですけど、菊池の四町分というところですね。これでよかったのがですね、お

金を出せば、いくらでも出せば専門の方にすればいいのができるのはわかっておりますけれども、こ

れは地元の方が、専門の方じゃなくて熊大生と夏休みの期間中されて、地元の公民館で寝泊まりをし

ながらですね、１日１０時間一生懸命絵馬と向き合って修復をされたと。ということは、その地域の

人との交流があったと、それが一番よかったといいますかね、地元の小学生や住民の方々に色づけの

方法を教えながら共同で作業を始めましたと。たくさんの激励や差し入れをいただいたりしましたと。

作業を進めていく上で、大きな差さえとなったのは絵馬を通してたくさんの人々とふれあい、地域と

ふれあい、そして歴史を勉強することができたと。それも自分たちだけじゃなくて地元の人たちのつ

ながりができたと。そしてこの方たちがあと４、５０年経ったときに、大学生ですので今２２、３歳

ですかね、の方が５、６０歳、７０歳ぐらいになったときに、これは自分たちが若いときに修復した

絵だなと。またそれを受け継いでくれる人がいると思いますので、そういう交流が一番よかったとい

うのが載っておりました。これをですね、まだ１回目ですけれども、もう３カ所か４カ所かされてい

ます。次も予約といいますか、早くせんとまた来年の夏はというような話までされました。これは一

つの例ですね。それか、先ほど言いましたようにいくらかかっても寄附を募ってでもですね、何百万

円かけてでもするという神社があれは、それはそれでいいと思います。あとの判断はいいですけれど

も、要は私が言いたいのは、歴史的に価値があるものか。みな、貴重なものじゃあるわけですね。た

だ古いからいいんじゃなくて、その値打ちといいますかね、それを判断するのがなかなか、ただ口か
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ら口の言い伝えで、これは誰が描いたっただろうかぐらいじゃいかんなと、そういうことでそういう

のを調べる団体といいますかね、そういう方を町のほうで紹介されたり、そういうのを研究されてい

る方がおられれば紹介していただきたいなということでございます。 

以上でございます。 

最後になりました。最後にですね、都市計画道路の県道西鶴中井迫線の今まで残っておりました国

道５７号線、大津町生涯学習センターの西から北のほうへ５００メートル、約３３億円の工事費をか

けて１２月１日に開通いたしました。その中で引水区内の平面交差には横断歩道の線引きもしてない

状況でございます。信号機の設置と事故防止の対策は、町から要望はされていたのか。また、地元の

関係者等への説明会や要望はなかったのか。通学路はどうなっているのか。毎朝通学時間帯には先生、

保護者、ボランティアの方々が立っておられ、交通整理をさせておられます。開通したばかりですが、

今後車の通行量も多くなってくると思われます。これは参考までにですけど、信号機を１カ所設置す

るのにどのくらいの金額がかかるのでしょうか。センサー付き信号とか、押しボタン式信号でも設置

してほしいと思います。それが無理であれば、横断歩道の線引きだけはしてほしいと思います。年内

には、あとの付属設備や標識、看板等の設置が完了するというようなことですが、県に問い合わせを

しましたら、しばらくはこのまま様子を見ていくというようなことでございました。ここの交差点に

立ってみますと、車でもいいですけど、南と北の両方面を見ますと、両方の下り坂の一番低いところ

になります。１００メートル先は車の姿が見えません。いつ事故が起きるかと心配しているところで

ございます。原則としてここの場所は歩行者は横断禁止というようなことでしょうか。信号のあると

ころまで回ってくれということでしょうか。また、事故が起きたら考えるというようなことではない

と思いますけれども、そういうふうに危惧するわけでございます。町長にお聞きいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 源川議員の新しい道路の交差点について、私どもも通ってみまして、大変ま

だまだおっしゃるように看板や横断歩道できておりませんし、おっしゃるような道路の状況でござい

ますので、ひょっとしたら衝突事故が起こる可能性が十分あるなというふうに思っております。そう

いう中で、今後担当のほうからも十分県のほうに要望しながら道路の整備をしっかりやってもらうと

いうことをお願いしたいと思いますし、また交通規制関連等については、南のほうの道路周辺関係で

ございますけれども、線路の北側の交差点、あの近くの状況についても警察とご相談しながら、住民

の皆さんに説明を徹底しながら、交通規制関係等も考えていかなくちゃならないところであるという

ふうに自覚しておりますので、さしあたってもうすぐ担当のほうに応急的な看板なり何なりを付ける

ように指導していきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 地元のほうからとか、学校関係からとか、そういう要望はなかったんですか。

そういうのをちょっと。要望があってもできてないのか。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 源川議員の質問にお答えいたします。 
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一応道路の建設にあたっては、計画段階から熊本県並びに警察関係と十分協議を行ってきておりま

して、その時点で起点側の国道５７号との交差点並びに終点側の県道大津植木線との交差点につきま

しては信号機設置ということで協議してきておりまして、当初のとおり信号機は設置されたところで

す。途中の、議員ご指摘の交差点につきましては、一応南北方向に横断歩道ということで横断歩道を

渡れますけれども、東西方向については、当初から設置の予定はありませんでした。通学路としては、

その部分を渡るというのは考えてなかったみたいで、一応警察のほうにおいてもですね、そのような

指摘はあっておりません。そういうことで今までやってきておりますので、当然新たな道路でありま

すし、議員がご指摘のように心配の部分はあると思いますので、今後については必要に応じてですね、

交通管理者の警察と協議してもらうように県のほうには要望をしていきたいということで考えており

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 源川貞夫君。 

○４番（源川貞夫君） 通学路の関係では、何か支障はありませんか。毎日校長先生なり立っておられ

て、保護者の方も毎日出ておられますけれども、最初は木村さんところの階段を下りるという話でし

たけれども、あれを下りないで今は左のほうをずっと。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 源川議員の質問にお答えしたいと思います。 

新しい道ということで、まず小さな１年生、２年生が渡るということでですね、学校のほうでも当

然心配されました。それで、ＰＴＡともいろいろ協議いたしまして、美咲野方面から来る児童に関し

ましてはですね、そのまま横断して、今までと逆になりますけれども、焼き肉の大津屋さんところで

渡りまして、美咲野方面から左側を通って、先ほどありましたところを左側に、旧通学路を渡ってい

くのが一番安全ということでですね、しばらくの間は子どもたちが非常に慣れないということでです

ね、ＰＴＡ、それからボランティアの方、それから学校の先生とも協議いたしまして、十分安全対策

についてですね、慣れるまでしっかりこう付き添いながら登校をお願いしてくださいということで、

教育委員会のほうからも指導しております。保護者のほうにもですね、校長名とＰＴＡ会長名で通学

路の確認ということでお知らせもしてですね、安全対策に力を入れていきたい。今のところ、教育委

員会のほうに要望等はあっておりません。 

○議 長（大田黒英生君） これで、本日の一般質問は終わりました。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会いたします。 

午後３時０７分 散会 
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議 事 日 程（第３号） 平成２３年１２月１３日（火） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 一般質問 

 

               午前９時５８分 開議 

○議 長（大田黒英生君） ただいまから、本日の会議を開きます。 

 

日程第１ 一般質問 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

 月尾純一朗君。 

○８番（月尾純一朗君） おはようございます。公明党の月尾純一朗が一般質問をさせていただきます。 

今年は、１年間、日本国中大変な年でありました。苦情の年であり、試練の年でありました。私た

ちにとって挑戦の年であり、新しい出発の年であったと思います。昨日、あの東日本大震災から９カ

月を迎えました。しかし、民主党の政権はここまできても国民のことなどは何も考えていません。政

治の原点は何か、私は君が憂いに我は泣き、我が喜びに友は舞うだと思っています。国民一人一人の

幸せを考えない政治なんてあり得ないし、町民の皆さんが喜ぶ顔が思い浮かばない政治なんてあり得

ないと思っています。そして、何があっても必ず乗り越えていける、どんなに厳しい状況であっても

必ず勝ち超えていけるという夢と希望を与え続けていかなければならないと思っています。今年の漢

字には絆が選ばれました。時代は厳しい、しかしひるんではいけない。勇気を持って戦い続ければ、

いつの日か今の苦しみを笑えるときが必ず来るのだから、オーストラリアの国民的作家ヘンリーロー

ソンはこう謳っています。私はそういう政治を目指してこれまでも取り組んでまいりましたし、これ

からもさらに取り組んでいく、その覚悟で来年も進んでまいりたいと決意を新たにしております。そ

ういう意味で、本日は、１、陽の原キャンプ場を整備し利用の拡大を、２、イノシシの利活用、イノ

シシ肉で町の活性化を２点について家入町長にお尋ねいたします。 

第１問目、陽の原キャンプ場を整備し利用の拡大をについてお尋ねいたします。陽の原キャンプ場

は、大津町真木地内の矢護山登山、鞍岳登山の登山口にあります。毎年多くの登山者が駐車場に車を

置き上っていかれます。また、山開きや子どもたちの体験学習教室が行われます。夏には多くの人た

ちがキャンプを楽しんでおられます。陽の原キャンプ場は、春の新緑、夏の輝く緑、秋の紅葉と、大

津町の中でも特に景観の素晴らしいところです。近くには熊本平野を一望できる絶景の地があります。

晴れた日に永遠が見えるではありませんが、有明海や雲仙の山々をきれいに見ることができます。ま

た、近くの山々は環境の森として、各種団体や企業による広葉樹の山桜やクヌギ等の植林が進められ

ています。大津町の中心地からわずか１０分から１５分で、まさに大津町の天地と言っても過言では

ない素晴らしい景観の地に行けます。その中心的機能を持ったところが陽の原キャンプ場だろうと私
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は思っています。昨日の一般質問での同僚議員の質問の中で町長は陽の原キャンプ場について触れら

れ、自然環境教室の場であると述べられました。まさにそのとおりであり、そうでなければならない

と思います。しかし、果たしてそうなっているか。教育の現場にある人たち、あるいは保護者の皆さ

んが陽の原キャンプ場をそういう目で見ているか、私は否だと思っております。インターネットを開

くとキャンプ場の条件、また行きたいキャンプ場、もう絶対に行きたくないキャンプ場、その理由な

どがあふれるように出てきます。県内でもごく近場のキャンプ場が二度と行きたくないキャンプ場と

して登場します。大津町のキャンプ場は出てきませんが、残念ながらその対象にもなっていないので

はないかと思っています。条件代表は、宿泊施設が明るく機能的であるか、水道や炊事場がどうか、

トイレがきれいであるかなどが上げられます。さらに、子どもたちの遊び場があるか、交通アクセス

のよさなどが上げられています。 

そこで、陽の原キャンプ場の施設の現況、キャンプ場としての機能を果たしているか、利用の状況

はどうかについてお尋ねいたします。 

まず、町内各地域からキャンプ場までの道路の整備、キャンプ場への案内板の設置、キャンプ場手

前の町が管理しているクヌギ林の整備、そば屋や矢護庵からキャンプ場までの川の整備、遊歩道の設

置、キャンプ場への進入道の拡幅整備等々が考えられているか。次に、老朽化した宿泊ロッジの新改

築、安心安全の水道の確保、きれいなトイレの整備が考えられているか。さらに、自然体験型キャン

プ場、あるいはファミリー型キャンプ場としての施設は十分か。次に、利用者が安心して気持ちよく

利用できるキャンプ場とするために管理人を期間中常駐させる考えはあるか。次に、矢護川、鞍岳へ

の登山道の整備は考えているか。以上、また利用したい、何回も行きたいと言ってもらえる県内随一

のキャンプ場としていく考えはあるか、お尋ねいたします。 

また、私がずっと提案し続けているグリーンツーリズムの核として、これまでの利用者の数をはる

かに超えたキャンプ場としていく考えがあるか、お尋ねいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） おはようございます。月尾議員の陽の原キャンプ場についてのご質問でござ

いますけれども、陽の原キャンプ場につきましては、もう議員が言われたとおり、本当に青少年教育

の場としての整備をやっていかなくちゃならないというふうに思っております。というのも、あの矢

護山登山関係等についても、前にある議員から登山道路の整備関係も指摘しておられるわけでござい

ますけれども、残念ながら申し訳ないことには、山の神やアセビのトンネルなどが今なくなっておる

というような状況でございますので、その辺の管理について何が原因であったかということについて

も今反省をしているところであるし、申し訳なく思っております。これらの矢護山自然公園には、や

はり今でも町外の方が活用されておる中で、ご指摘のそれぞれの整備については、また担当のほうか

ら状況なりお話をさせていただきますけれども、一番大事な水、飲料水の問題やトイレの問題、その

辺については今後十分検討をしていかなくちゃならない設備整備が必要になってきておるというふう

に思っております。いろんな感じで、これから親しまれ、愛され、そして癒されるような自然公園、

この全体をどう持っていくかと、先ほど議員言われましたように、環境の森関連等につきましても、
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今後大きくなってくる広葉樹の関係も取り入れながら広く検討をしていかなくちゃならないというふ

うに思っております。そういう中で、そういうものの中にきのこや山菜、あるいは小鳥、そういうの

が共生できるような自然の中と、また地元関係の皆さんからは花の園というようなことで言われてい

ることもありますので、いろんな形であの地域の活性をお考えになられておるようでございます。そ

のような中におきまして、我々も今後の基本的な計画の見直しをやっていかなくちゃならないんじゃ

ないかなと。それについては、大きく矢護川のうぶ神社のほうから、それからあそこの水公園があり

ます矢護川公園からあの一体をどのような公園化にしていくかということについて、今後地元ともご

相談しながら計画をやっていかなくちゃならない、そういうような時期に来ておるというふうに思い

ます。そういう中で、今後の計画を進めますけれども、現状の段階、今すぐやらなくちゃならないと

か、いろんなものもございますけれども、その辺の状況については、担当部長のほうからご説明をさ

せていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） おはようございます。現状についてご説明申し上げます。 

陽の原キャンプ場の整備としましては、１５ないし２０名で利用できるキャビンが１棟、１０ない

し１２名で利用できる２階建てバンガローＡが２棟、５、６名で利用できる平屋建てのバンガローＢ

が６棟、４、５名用の家型テントが４０張り、集会場が１棟、避難所が１棟、男女各４室あるシャワー

棟が１棟、炊事場が２棟あります。また、利用状況ですが、平成２２年度の実績では、利用団体５３、

１３６８名で、キャビン１４件、バンガローＡ２９件、バンガローＢ４６件、貸出テント３件、持ち

込みテント６０件、集会所３件の合計１５５件の利用となっており、ここ数年の利用者数は横ばい状

態であります。施設の管理については、矢護山自然公園管理業務委託を菊池森林組合と２８４万５千

５００円で契約を行っています。委託内容は、刈り払い業務、管理人業務と、支障木伐採処分です。

刈り払い業務は、キャンプ場及び遊歩道の鞍岳ルートと矢護山ルートの刈り払いを年２回行っていま

す。管理人業務は、キャンプ場のバンガロー棟の利用者への貸出などの対応を行っています。支障木

伐採処分については、遊歩道やキャンプ場の支障木、風倒木の伐採を行っています。以前イタズラが

発生したため、キャンプ場の入口にチェーンをしていますけれども、張り紙をして入場の際にはチェー

ンを外して入場していただくようにお願いしています。水道の件ですけれども、現在は地下水を汲み

上げて水道水を使っております。上水道ではありませんので、利用者の方には生水での飲用はしない

ようにお願いしています。また、冬場は水道管の露出している部分が多く、毎年水道管が凍結して破

裂が起きていますので、１２月から２月までは水道の利用を控えています。そのため、この期間の利

用者の方には水を自分で準備していただくようにお願いしています。なお、大津菊陽水道企業団の配

水施設から上水道を引くためには多額の工事費が必要となります。ちなみに、吹田配水池から大津町

運動公園まで上水道を引くために高低差が３８メートル、延長７００メートルで４千万円程度の費用

がかかっており、陽の原キャンプ場の場合は高低差が８０メートルあり、ポンプが大型になるためそ

の以上の費用が必要となります。なお、現在陽の原キャンプ場の指定管理について検討しているとこ

ろであり、今後地元の牧野組合と協議する中、施設の老朽化が著しい設備について施設の改修が必要
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と思われますので、その中でキャンプ場の水道を簡易水道施設として設置できないかについても検討

してまいります。 

また、キャンプ場だけではなく、矢護山自然公園、ゴルフパークや環境の森を一体とした観光施設

として、北部地区の観光の目玉としてＰＲしていく必要があると考えております。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 月尾純一朗君。 

○８番（月尾純一朗君） いろいろとお尋ねしたんですけれども、答えられてない部分がたくさんあり

ます。まず、水道の問題は大変大事な問題であると思っておりますし、これが解決できないとなると、

もうこれは致命傷です。キャンプ場としての体をなしていないし、キャンプ場を名乗る資格もないと

言っても過言ではないと思っております。大津町の宝はいくつも上げられますが、何と言っても輝く

緑と豊かなきれいな水であると思っております。最近、熊本市が政令市の決定を見て完全地下水の水

の都であるなどと言っているのを耳にしました。いいんですけれども、大元は大津町じゃないかと私

は思っております。もちろん大津のおかげだろうなどとは誰も一言も言っていませんが、キャンプ場

は大津の水を内外にＰＲしていく絶好のチャンスだろうと思っています。その大津町が、キャンプ場

でちょっと水はお薦めできませんなんて言ったら、これは笑い話にもならないと思っています。先ほ

ど紹介がありましたすぐしたに大津菊陽水道企業団の上水場があります。ここから引っ張ってくれば

簡単にできるわけです。水道企業団は町長が企業長、今は副企業長ですかね。町長の英断ある一言で、

実現すると思います。もう一度その点をお聞きしたいと思います。 

それから、キャンプ場に行くまでのアクセスですが、大津町の各地からキャンプ場に行くために、

私たちは当然簡単に行けるわけですけれども、町外から来た人はなかなかなキャンプ場というのがわ

かりにくいという声をたくさん聞きます。その看板を随所に掲げて、わかりやすく、行きやすくして

いかなければならないと思います。先ほどありましたように、大津町は毎年多額の金額を森林組合に

発注しております。その森林組合が間伐材を使って、１００枚や２００枚、キャンプ場への案内板を

つくるぐらい簡単なことだろうと思います。そういうことを、森林組合に対して相談をしたことがあ

るか、お尋ねをしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） キャンプ場の水でございますけれども、もうおっしゃるとおりに、この水あっ

てこそのあのキャンプ場が生きてくるものと思います。議員おっしゃるように、あの下に１、２年前

に上水道のボーリングをやって、大きな貯水池をつくっております。これから持っていっていくらぐ

らいかかるかということも検討しなくちゃならないし、また近くに、里山事務所の側にも水が出てお

るようでございますけれども、簡易水道で汲み上げたときどうであるかと。今現在、あの川のところ

からのボーリングを引っ張ってきておりますので、そのような状況である関係で冬は飲めないとか、

あるいは安心・安全な水でなくてはならないのが、我々としても水を売り物にするキャンプ場として、

矢護川の地域の皆さんに申し訳なく思っておりますので、その辺のことについては、上水道につきま

してはまた別な組織でございますので、その辺についても十分議会とも検討しながら、いくらぐらい
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かかるかということと、ボーリングして水を汲むのに簡単なボーリングをして出るのであれば、その

辺の経費の安いほうで十分できるかということと、後の管理上の問題もございますので、どちらがい

いかというのを十分検討を今後やって備えていきたいというふうにも考えております。もちろんまた

道路の関係でございますけれども、もちろん議員おっしゃるように中核工業団地からの新しい道路を

つくっておりますけれども、そちらのほうからの入口、あるいは畑総からの走ってきております道路

関連についての赤水線経由でございますけれども、そういうような途中の箇所箇所にもやはり看板が

必要であるというふうに思っております。しかし今のような施設ではですね、看板をやって、議員言

われるように来てみて、もう来んがよかばいという思いがなされるんじゃないかなと思いますけれど

も、森林組合のほうとも間伐材とかいろいろございますので、森林組合でなくともシルバー人材関連

等にもお願いして、町の町有林の間伐の切り捨て材を有効に活用できるような方法はないかと。現在

の学校建設のための町有林切っておりますけれども、残り資材もございますので、この辺についても

十分検討していきたいというふうに思っております。もちろん道路関係については、真木と平川の間

についても、今逐次改良しておりますので、この辺につきましても道路の安全性についても十分今後

も検討しながらやらせていただきたいというふうに思っております。まずは公園の総合整備計画関係

をつくりながら、一つ一つ整備をしていかなくちゃならないというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 月尾純一朗君。 

○８番（月尾純一朗君） 今、町長がくしくも言われました、案内板、看板をつくっても今の設備じゃ

どうしようもないんじゃないかと、来てもがっかりするんじゃないかと、今、町長が言われた、その

一言がすべてを物語っていると思います。まさしくそのとおりでありまして、大津町を皆さんにアピー

ルするキャンプ場にはなり得ていないということで、今後いろんな施策が期待できるのではないかと

思っております。 

最後に水道の件ですけれども、どうしても上まで引っ張っていけないということであるならば、今、

その手前、入口の手前に町が管理している土地がありまして、竹ばし、竹のこまうち体験であります

とか、どんぐり拾いとか、ネイチャーゲームとかいろいろやっている場所がありますが、そのどこか

一部いいところに水道を引っ張ってきて、そこを水取場としてキャンプ場を利用する人には町が用意

したポリタンクで、この水を飲料水として使ってくださいみたいなことも考えられるのではないかな

と思いますので、計画を進められる上で一つの参考にしていただきたいなと思います。 

２番目の質問に移らせていただきます。イノシシ肉を活用し、町の活性化を！についてお尋ねいた

します。近年、イノシシやシカなどの野生動物による農作物被害が全国各地で深刻な問題となってい

ます。大津町では、阿蘇外輪山に接する真木、矢護川、瀬田、錦野地区などでイノシシなどの有害鳥

獣の被害が多く発生していると思いますが、その実態についてお尋ねいたします。例えば、発見され

捕獲、捕殺されたイノシシが何頭か。どういう農作物が、いくらぐらい被害を受けたのかなどです。

先日の熊日新聞でも、上天草市で以前は３頭だったイノシシの捕獲がわずか１０年で８９４頭になっ

たとの報道がされていました。大津町でも狩猟解禁に入って、山間地では鉄砲の音が聞かれます。近

年のイノシシの出没の実態についてお尋ねいたします。なぜこのような被害が拡大してきたのか。昔
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は山の中でも十分なえさがありました。しかし、森林伐採によって木の実などのえさが山から消えた

のが要因だろうと言われています。一方で、もともとイノシシは繁殖率が高く、１年に春と秋の２度

繁殖時期があり、合計１０匹ほどの子どもを生むとされています。ただでさええさが不足している中、

数が増えたイノシシたちは、山を下りざるを得ないということです。対策としては、防護柵を張った

り、捕獲・捕殺などがありますが、数は減っていません。むしろ増える方が勝っているのが実状です。

農業後継者の不足による耕作放棄地の急増も大きな要因の一つになっています。イノシシは草が生い

茂った耕作放棄地に身を隠し、そこにすみかをつくる。そのため田畑や農家との距離も近くなり、非

常に危険な状態です。農作物の被害はもとより、地域住民の生活に不安を与えることが最も危惧され

ます。これを改善するには、耕作放棄地の減少に向けた抜本的な対策が必要です。狩猟会や農家、地

域の声を集約し、密に連携を取っていくことが大事だろうと言われています。大津町の里山と言われ

る地域では、畑に続く山肌に明らかにイノシシの通る道、いわゆる獣道があります。草が生い茂る中

には、すみかとして休息していた跡が確認できます。畑仕事をしているおばちゃんが、「何ば植えても

だめ、里芋は３晩でみなやられた」と教えてくれました。別のおばちゃんは、「もともと私たち人間が

そぎゃんしたっだけん仕方なか」とも完全にあきらめておられました。また、別の人たちも、「何を植

えてもどうせイノシシにやられるけん」と口を揃えて言われます。全国の取り組みの中でも防護策だ

けではだめだ。絶対的な個体数を減らしていかなければならない。捕獲・捕殺をもっと進めていかな

ければならない。しかも、そのためはその後の処理体制をしっかりとしていかなくてはいけないとし

ています。これは、自治体の仕事です。捕獲・捕殺したという連絡が入ったら、できるだけ早く確保

して食肉化する、そういう施設が必要です。その上で、これを例えば道の駅で大津のイノシシとして

販売する。イノシシカレーやイノシシコロッケなどの料理として提供するなどの対策が大事であると

してします。京都府京丹後市や大分県中津市など、全国の多くの自治体が取り組んでいます。県内で

も上天草市などが特産品として売り出し、地域活性化の拠点としています。水上村はシカ肉ですが、

おいしいシカ肉で「おいしか」という名前でステーキ用、焼き肉用、ソーセージなどを売りだしてい

ます。こういう取り組みをしていく考えがないか、お尋ねいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） イノシシ関連についてのご質問でございますけれども、イノシシの捕獲関係

等については、農家などの自営保護と捕獲と、また猟友会の皆さんによって今お願いをしてやってお

ります。なかなかイノシシもおっしゃるように大津町でもどんどんと多くなってきているのは確かで

ございます。そのような状況等について、また部長のほうからご説明をさせますけれども、イノシシ

料理関係等について、これがどんどん見るというのはあまり好ましくないことでございますけれども、

やはり議員おっしゃるように、まだ今捕獲した猟友会の皆さんがそれぞれおもちになっておられます

けれども、これをやっぱり郷土料理みたいに、例えばイノシシ鍋というような形で、それぞれの道の

駅やあるいは岩戸の温泉関連や街中のそれぞれのところで販売できればなと思うし、また真木のそば

屋さんのイノシシそばとか、いろんな形で活用できるものはできるんじゃないかなと。その辺のＰＲ

というか、そういうものが町としてもまだまだ活用の段階にいってなくて、猟友会の友だちとか、そ
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ういう方向で活用されておりますけれども、その辺の捕獲の関連等につきましてですね、捕ってきた

ときにイノシシのしっぽを持ってきていただければ５千円とかいうような状況でやっておりますけれ

ども、その辺の補助の見直しも今後はやはり考えながら、商店街の皆さんともどのような形で取り入

れていかれる方向ができるかということも今後の検討事項というふうに思っておりますので、そうい

うような形で、イノシシの肉の関係も郷土料理の一つとしてＰＲできればなというふうに思っており

ます。しかし、あまり大津町でそのような料理があまり進むのもいかがなもんかと思いますけれども、

ある以上はやはり唐芋と同じような形の中での併用した活用も必要ではないかなと思います。 

そういう意味において、しっかりとイノシシを駆除しながら、休耕農地がたぶんそういうところが

多うございますので、その辺の対策にもつながってくるんじゃないかなと思いますので、今後の課題

事項として取り組んでいきたいと思いますし、被害状況については担当部長のほうからご説明をさせ

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 被害状況について説明いたします。 

まず、熊本県全体の平成２２年度のイノシシの狩猟頭数でございます。２万５千９２２頭です。う

ち有害捕獲頭数でございます。１万４千５５頭となっています。菊池振興局管内では、捕獲頭数６８

６頭で、有害捕獲頭数は１３１頭となっています。町の有害鳥獣の捕獲実績は２１年度イノシシ２４

頭、カラスが２７羽、２２年度はイノシシ５３頭、カラス４９羽、シカ４頭という実績になっていま

す。また、２３年度もイノシシとカラスの捕獲実績は上がっているところです。 

質問の中で農作物関係の被害はどのくらいかということでございます。唐芋中心でございますけれ

ども、唐芋は収穫するまででなくて途中でかなり悪さというか、掘ってしまいます、鼻で。だから、

収穫時点で換算しますと、大体甘藷そのものが３０万円から４０万円の平均的な粗収額があるかと思

いますが、それの面積をいきますと１０アール当たりやっぱり１０万円から被害があっているものと

思います。カラス等の被害につきましては、ちょっと金額的は被害額というのはわかりません。作物

でございますけれども、里芋、あるいは真木のほうでは稲でイノシシが転んでいくわけですね。だか

らそのときの被害額というのは、金額的には大体稲も１０アール当たり１０万円の粗収額があるわけ

ですけれども、寝ころんだけでも収穫額は望めない水田地域がございまして、大体昨年を考えると１

ヘクタールからはあっているようでございますので、金額的にいきますと１００万円からは最低でも

あっているという状況でございます。 

次に、イノシシやシカの解体の関係でございますけれども、調査したところ、調査範囲内で全国に

８２カ所の処理施設があります。県内には３カ所あります。聞き取りではありますけれども、処理形

態もそれぞれ違っております。１カ所は、全くの民間で、以前から処理を行われている精肉店、主に

牛や豚の解体でございます。シカの解体も、当然そこのところで解体しながら販売を実施していると

いうところ。それから、次に猟友会が解体施設に補助金を出して運営は猟友会が実施されております。

次に、廃校の中学校給食センターを改築して、その猟友会に貸出を行って運営を行っている施設と、

形態はそれぞれございます。また、完全な民間会社以外の２カ所は、その運営についてはなかなか難
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しいものがあると聞いております。現時点では、今の段階では難しいのかなと、肉的に保健衛生とい

いますか、そうした食肉関係ではなかなか厳しいものがありまして、どこでも解体して販売するとい

うのは、今からの、大津町で取り組むにしてもそういうところは気を付けなければならない。やっぱ

り、管理上、大変なものがあるかと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 月尾純一朗君。 

○８番（月尾純一朗君） 根本は、絶対頭数を減らしていくというのがやっぱり大きな問題だろうとい

うふうに思います。この事業というのは、まさに逆転な発想の取り組みでありまして、事業が成功し

て少しでも利益が出たならばですね、わずかでもその地域で農業に取り組む人たちに還元していけば、

１回やられたけん、もう二度とつくりたくなかというようなあきらめをしている人たちに対してです

ね、少しは希望の灯りを届けることができるのではないかなと思います。耕作放棄地の問題とイノシ

シ被害の問題は、実は切っても切り離せない問題であります。町長とイノシシ肉を食べながら耕作放

棄地と中山間地の活性化を考えていきたいと思います。 

以上で質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 次に進みます。府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） おはようございます。２番議員、府内隆博が通告に従いまして一般質問をさせ

ていただきます。今日は３問の質問ですけれども、１つ目が木になる紙利用拡大について、２問目が

ドクターヘリ、平成２４年１月１６日運行開始搬送体制について、３問目が高尾野中核工業団地から

県道菊池赤水線までの林道の延長工事計画はということで３問の質問をさせていただきます。 

１問目の木になる紙利用拡大については、昨日同僚議員から質問がありましたけれども、木になら

ない紙だったら質問はなかったと思いますけれども、木になる紙ということで再度質問をさせていた

だきます。間伐材を原資とし、売り上げの一部を森林所有者に還元するコピー用紙木になる紙を使う

市町村が県内で増えている。４５市町村のうち１００％使用は８市町村、一部使用は１７市町村に上

る。県も全庁に使用拡大をする方針を打ち出した。使用拡大によって、間伐材の利用を促し、林業や

山村の活性化に加え、地球温暖化防止につなげたいねらいもある、そういうことで大津町も総面積の

５０％、約４万４千８００ヘクタールが森林で、町有林をはじめとして町の宝であるということを町

長も申し上げております。平成２２年度間伐した面積が菊池森林組合全体で切り捨て間伐が２４７ヘ

クタール、搬出間伐が２１１ヘクタール、大津町で間伐された面積が、切り捨て間伐８４.１９ヘクター

ル、そのうち町有林が３５ヘクタール、排出間伐６７.６２ヘクタール、町有林がその中で３５ヘクター

ルでございます。そういった間伐の中でも、やはり財源が必要でございます。こういった間伐材をす

るには費用がかかるということで、県は２００５年、水と緑の森づくり税を導入、税収は個人県民税

に年間５００円を上乗せし、法人からは法人県民税均等割の５％相当額を徴収し、２００５年から２

００９年までの税収は、総額２３億３千９４６万円で、そのうち約２２億円投じて人工林の間伐や植

林に使われている。森づくり税は、熊本を含め３０の県が導入し、森林整備事業に充ててある。また、

一定の効果があったとして、２０１０年から５年間の延長が決まっています。森林組合がその中で針

広混交林化促進事業がこの森づくりの事業で間伐事業が行われているわけでございます。そういった



 105

ことから、やはり間伐材でコピー用紙をつくり、その売り上げを一部森に還元するということで、木

になる紙の利用拡大をしているわけですので、そういったことで、町も、昨日町長も検討するという

ことをいただきましたけれども、再度考えを聞きたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 府内議員の間伐材活用の推進についてのご質問でございますけれども、もう

議員おっしゃるように、国産林の安定供給と新たな木材利用の拡大のために、平成２２年度施行され

ました木材利用促進法の基本方針によって、建築物関連等の木質と木造を活用する、あるいは備品や

コピー用紙、印刷用紙の調達の推進を図るというようなことで、先ほど言われました県下の４５の市

町村の中に全量を使用しているコピー関係用紙については８自治体と、そのほかが調達一部が１６と

いうようなことで、まだまだ県全体でも進んでいないというような状況でございます。 

そのように、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律ができておりまして、そのよう

に木質のものを利用するというような推進がなされております中で、県下においても今言ったような

状況でございますし、木になる紙で今九州間伐紙というようなことで供給普及に努めておられる九州

森林管理局と九州８県、そして研究機関や製紙企業等で推進協議会を図りながら取り組みをなされて

いるわけでございます。状況によりますと、平成２２年度においては約２万立方メートルの間伐材を

利用しまして２７万個のＡ４サイズがコピー用紙として供給されております。その結果、約８８０万

円、２１年度と２２年度では１千１００万円の還元金が森林組合を通して森林所有者等に還元されて

いると聞いております。そのように、森林組合はもちろんでございますけれども、森林所有者の森林

に対する気持ちと、それから国民の森林に対する想い、そういう意味でこのコピー用紙を使う、ある

いはそういう木材を使うことによって森林育成に貢献しているというような気持ちを植え付けるため

にも、ぜひ我々としてもそのような取り組みをしっかりとやっていかなくちゃならないというふうに

思っております。先ほど、前の源川議員からも言われたとき、一部じゃ買おうということで、２０万

円ぐらいしかかからないんじゃないかなという話をしましたけれども、２０万円では議員の一般質問

を考え、森林組合や森林業者の活性化を図るためには２０万円では少ないのかなというような思いも

いますので、今後のコピー用紙をはじめ、あるいは机、イス関連等の木材活用にも十分推進を図って

いきたいというふうに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 木になる紙ということで、コピー用紙購入者ということで熊本県の農林水産部

森林局林業振興課からちょっと資料をいただいたんですけれども、国と出先機関ですけれども、出先

機関として九州森林管理支局、それと森林総合研究所九州支部ということで、それと森林総合研究育

苗所、九州農政局、出先機関ではほとんど全部、全所使われておりますけれども、市町村では阿蘇市、

人吉市、そのあたり全部使われておりますけれども、菊池振興局管内では菊池森林組合だけというこ

とで、どうかひとつ大津町役場でも農政課内でもいいですけれども、少しで、先ほど町長も言われま

したけれども、２０万円でも結構だろうと思います。少しの還元になるかと思いますけれども、そう

いったことで間伐を促進するためにですね、ぜひ協力をいただきたいということでお願いし、２問目
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に移らせていただきます。 

ドクターヘリ、平成２４年１月１６日運行開始。搬送体制について。本件において防災消防ヘリと

ドクターヘリの２機が連帯する熊本型ヘリ緊急搬送体制の構築に向け準備を進めてこられたが、いよ

いよ平成２４年１月１６日運行を開始。県内全域の重篤な傷病者のさらなる救命率の向上や後遺症の

軽減にもつなげ、空飛ぶ救命室とも呼ばれる。交通事情の悪い場所、現場にも到着するのが早い。ま

た、できるだけ発生現場から近い場所の患者を収容するようドクターヘリの着陸地点を決め、消防な

どの関係機関に周知させる必要もある。大津町においても、特に北部地域においては着陸地点を特定

しておくべきと思うが、町としての考えを聞きたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 府内議員のドクターヘリの関連についてのご質問でございますけれども、議

員おっしゃるように１月１６日から県民の安心安全の確保に向けて熊本県ヘリ救急運送体制が本格的

始動されることになりまして、県内全域の重篤な死傷者のさらなる救命率の向上等が期待され、町と

いたしましても菊池広域消防本部や関係医療機関等との連携を強化し、管内の緊急医療や緊急搬送体

制に対応していきたいと考えております。今回の体制では、災害や緊急事態等で町民の皆さんが少し

でも早く治療等の医療措置が可能になり、また後遺症に軽減にもつながることができる体制づくりと

なっていると理解しております。今後、地域医療機関、関係機関への説明等を十分行うとともに、内

容を検討し、防災消防ヘリとドクターヘリの２機が連携する熊本型のヘリ緊急搬送体制を最大限に活

用していきたいと考えております。また、ヘリと救急車の落ち合う場所のランデブーポイントについ

ては、今後菊池広域連合消防本部との協議の後決定されますが、なお取り組みの概要等の詳細につき

ましては、担当部長のほうからご説明をさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） 府内議員ご質問のドクターヘリにつきまして、熊本県ヘリ救急搬送体制づ

くりの概要をご説明させていただきます。ドクターヘリ運行につきましては、新聞等での報道があっ

ておりましたように、１２月８日から実際に人を搭乗させて県内の１３消防本部と連携した訓練に着

手されております。運行開始に伴い、基地病院は熊本赤十字病院となります。今回の熊本型ヘリ救急

搬送体制の特徴といたしましては、ドクターヘリ及び防災消防ヘリの特性を活かした明確な役割分担

がなされ、主にドクターヘリは救急現場への出動、患者転送となり、初期診療を迅速に行い、救急医

療の地域自己完結の支援をするもので、防災消防ヘリは病院間搬送、救助の出動とされております。

また、担当する役割に対応できない場合には、互いの運行基準に準じて連携して役割を補完すること

になっております。 

次に、行政窓口の一本化のために行政ホットラインを一本化し、県防災消防航空センター、益城町

の空港内になりますけれども、消防機関からの要請の仕切りを行うことで、関係者間の情報が共有さ

れ、ドクターヘリ、防災消防ヘリの運行に関する４つの機関病院として、１番目に国立病院機構熊本

医療センター、２番目に熊本赤十字病院、３番目に済生会熊本病院、４番目に熊本大学医学部付属病

院が消防機関からの要請内容を共有し、連携しながら対応することになっております。また、運行時
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間についてはヘリの安全等を考え、日中の運行は原則午前８時３０分から午後５時１５分までとなっ

ており、日没時間を考慮して運行時間は変動するようになっております。住民の皆さんの安心・安全

の確保に向けての取り組みといたしまして、町としてもできる限りの協力連携が必要だと考えており

ます。 

それから、着地地点のランデブーポイントについては、先ほど町長ございましたように、菊池広域

連合消防本部から町のほうへ、各小学校グラウンド、運動公園等の施設利用の協力依頼があると聞い

ております。その後、協議を行い、決定となりますので、十分検討していきたいと考えております。

今後地域及び関係機関等との担当者と着地地点、救急車との連携等に向けて十二分に検討していきた

いと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 府内議員さんの質問にありました現在の防災消防ヘリの関連についても若

干の説明をさせていただきたいと思います。 

ご存じのように防災ヘリコプターのひばりは、熊本空港内の熊本県防災消防センターにあります。

県防災消防航空隊に運行されているような状況でございます。なお、この消防ヘリコプター関係につ

いては、県の運行管理要項規定等がありますので、それに準じて行われているという形でございまし

て、機体につきましては熊本県が所有しております。消防活動は市町村の消防本部から出向してきた

消防職員によって行われておりまして、それ以外の操縦や整備などについては、天草エアラインに委

託されているような状況でございます。今回、ドクターヘリの導入に伴いまして、平成１５年から消

防防災ヘリにより緊急配送が行われております。平成２０年度での緊急運行関係の件数につきまして

は３６６件で、その中で緊急搬送は３１１件を超えているような状況で、かなり多くなっているとい

う形でございます。それから、消防防災活動についてのヘリの発着場につきましては、各小学校など

１４カ所を指定させていただいております。大津町での出動の状況でございますけれども、皆さんご

存じのように本年の１月にセスナ機の遭難事故が矢護川であっておりますけれども、その際に防災ヘ

リの出動があっているような状況でございます。 

以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 全国に１４機が配備される予定ということで、最大の問題は救える命に格差が

あること、都市と地方もそうだし、県内でも違う。熊本市のようにどこでも１５分以内に救急車が入

れるところと、病院まで１時間以上かかるところもあります。こういったことで、ドクターヘリによ

り格差の解消がされると思います。さらなる命の大切さを大事に、また一人でも救急患者らが搬送さ

れ、助かることを期待して、３問目に移りたいと思います。 

高尾野中核工業団地から県道菊池赤水線までの林道の延長工事の計画は。町事業により林道整備が

なされましたが、古城地区の西道路までで終わり、計画としては県道赤水線まで計画があったのでは

と思います。真木地区や古城地区の方々から延長計画を熱望されておられますが、町としての考えを

お聞きしたいと思います。 
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○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 府内議員の高尾野中核工業団地から県道赤水線までの林道の延長工事計画等

についてでございますけれども、これはずっと前に３２５号のバイパス的な意味での熊本環状という

ことで、西原からずっと大津を通って、菊池、山鹿、そして西回りの熊本市のバイパスへつなぐ、そ

ういう大きな計画がありまして、大津町としては西原から５７号を通りまして北外輪山、それから赤

水線というような大きな道路をつくろうということでの農道を主体としたものでつないでいこうとい

うような計画がなされたわけでございますけれども、ご時世の状況で現在その計画の中の一部として

大津町においては町道古城線までを結ぶ延長１.３キロの林道でありますが、林業の振興とともに地域

間のアクセスの利便性向上を図ることを目的に、平成１２年度から２０年度までで整備を行ってまい

りました。このことによりまして、真木地区や古城地区への交通の利便性も向上しているものと判断

しております。議員ご指摘の県道赤水線までの延長についてですが、以前から地域の要望としてあっ

たようですが、現在の町道古城線までの区間として計画をしておりまして、事業は一応終了している

状況でございます。なお、現在は町道真木線の道路見通しをよくするための視距改良工事を平成１８

年度から実施してきております。そういうような状況でございますので、今後についても何か別な要

件とか、そういう諸条件があれば今後つないでいく方向につながってくるんじゃないかなと思いまし

て、それがしいては畑総の道路につながっていけるようになればいいなというふうに思っております

けれども、今の段階についてはそういう状況でございまして、詳細につきまして、また土木部長のほ

うから説明をさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 府内議員の質問にお答えいたします。 

林道古城線につきましては、平成２０年度に事業が終了しまして、古城地区や真木地区への主要な

アクセス道路になっていると認識しております。この道路の整備計画が県道菊池赤水線まで延伸させ

る計画があったのではないかとのお尋ねでございますが、この林道につきましては町道古城線までの

整備計画でありまして、事業費総額で約５億１千万円かかっております。内訳としましては、工事費

が約４億円、用地費が約５千万円、補償費が約１千万円などとなっております。財源は辺地対策事業

債として実施してきたところでございます。地域交通の利便性などを高めるためには必要な道路かと

思いますが、やはり膨大な事業費がかかることが予想されますし、通行量等から勘案すればコスト高

は否めないため、現在の状況では延伸を計画することは難しいのではないかと考えております。ちな

みに先ほど町長の説明にありましたが、平成１２年３月に町が作成しました大津町都市計画マスター

プランにおいて、この道路は南北広域幹線道路として位置づけられる路線の一部になっております。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 先ほど言われたように、南北道路にも非常につながり、また地域の活性化、し

いては先ほど言われましたように畑総なり水田基盤整備の重要道路にもなるかと思います。そういっ

たことで、林道整備については、県や国の補助事業あたりも勘案していろんな対策を講じてですね、
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ぜひこう５年、１０年の計画をしていただきたいと思います。 

これで、私の質問を終わらせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。１１時１０分より開会いたします。 

午前１１時０１分 休憩 

                    △ 

午前１１時１０分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） おはようございます。通告に従いまして、１番議員、金田俊二が一般質問をい

たします。 

１問目は、環境に配慮した好循環のまちづくりの推進をということで質問いたしたいと思います。

近年、バイオマスという言葉を頻繁に耳にするようになりました。バイオマスとは、一体なんだろう

か。バイオマスとは、太陽と水という天然の恵みを源泉として、地球上に存在しているあらゆる生物

資源ということだそうです。例えば、薪単材、林業廃棄物、農業廃棄物、畜産廃棄物、生ごみや紙く

ず等の生物系由来の都市廃棄物、さらに菜種油等のエネルギー作物等が上げられます。バイオマスは、

再生可能であるだけでなく、持続的に管理がなされれば、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの

筆頭とされる二酸化炭素を新たに増大させません。バイオマスを燃やして再生する二酸化炭素は、植

物が育ったときに光合成を通じて大気中から吸収した二酸化炭素です。燃焼による酸化反応はいった

んため込んだ二酸化炭素を再び大気中に戻す反応であり、植物の生育の前と燃焼の後では、二酸化炭

素のプラスマイナスは、その収支は０になります。いわゆるカーボンニュートラルということでござ

います。石炭石油や天然ガスなどの化石燃料も、かつては生物資源ではありますが、数億年の歳月を

かけて地中深く固定されてきた化石燃料がわずか１００年ほどの短い期間に地上に放出されています。

毎年数百万年分の二酸化炭素を大気中に放出されており、それがまさに地球温暖化の原因となってい

ます。さらに、バイオマスの利用は農山村地域における雇用の創出、都市部における廃棄物の有力な

解決策として潜在力を持っています。バイオマスをエネルギー源としてみると、その供給源は森林や

農地や牧場です。木材や農産物、畜産品を加工する際に出る間伐材やおがくずやふん尿等がその原料

です。エネルギー生産は基本的に農林水産物や畜産物の生産と合わせて行われ、相互依存の形で森林

や農地を生産地として活性化させるものと考えられます。最近では、自治体の中でもこの循環型社会

の構築を掲げた取り組みが各地で展開されています。近いところでは山鹿市で平成１５年から平成１

７年にかけてバイオマスセンターが建設され、１日乳業ふん尿５２.４トン、肉業ふん尿１１.３トン、

豚のふん尿１０.４トン、さらに家庭系生ごみ２トン、事業系生ごみ１トンを処理し、また集落排水汚

泥も年間７３０トンを処理し、年間堆肥４千３８０トン、液肥１万７千３３６トン、バイオマス１日

１１８２立米、発電量として２千４９４キロワットを生産しています。また、経済建設委員会で研修

中に行った徳島県上勝町は、葉っぱビジネス等で有名な町ですが、未来の子どもたちにきれいな空気

やおいしい水、豊かな台地を継承するために、２０２０年度までに町のごみを限りなく０にすること
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を決意し、２００３年９月議会で議決し、ゼロ・ウェイスト宣言を行っています。生ごみは家庭内の

コンポストですべて処理し、その他のごみは３４種別に分類し、リサイクルやリメイク等を通して限

りなく焼却や埋立ごみを０にする運動を行っています。また、上勝町は８９％が森林で、この資源を

有効に利用するために間伐等の未利用木材を木質チップなどの燃料にし、環境省の交付金を受け、第

３セクターの温泉の重油ボウラーをチップボイラーに変え、温泉や暖房設備に利用しています。木質

チップは、１日１.２トン使用され、１００％上勝産の未利用木材で賄っております。地域内で燃料を

供給する仕組みを構築しておられました。その他、高知県の仁淀川町でも未利用木材で発電とペレッ

トを製造し、木材乾燥、プールや温泉施設に利用しているようです。岩戸の里温泉で町は平成２１年

度７３５万円、平成２２年度７８７万円、２３年度には１千２００万円という多額の修繕費を支出し

ています。また、温泉のほうでも３０万円未満の修繕費ということで、同様で平成２１年度１４３万

円、平成２２年度９９万５千円、平成２３年度９９万８千円支出しているところです。一般の企業は

初期投資である、例えば建物や機械設備等については、減価償却費などを加味して決算しますが、公

設民営の場合、その目的が地域住民の健康増進や都市と農村の交流、農業集落の活性化といった大義

名分の下で税金で賄う形になっています。一般の企業の経営手法で考えれば、累積の赤字は、こと岩

戸の温泉を見る限りかなりの額になるのではないか。ひいては、銀行の融資も望めない状況ではない

かと思うわけです。 

そこで、今回ＮＰＯ法人九州バイオマスフォーラムの力を借りて、仮に建家も含めた木質ボイラー

を設置した場合の効果を検討したところです。１台設置した初期投資が、建家も含めて薪質ボイラー

にした場合１台１千７００万円、国の補助が仮に２分の１、これはいろんな補助が検討して調査すれ

ばあるかと思いますが、とりあえず一つだけ紹介しますけれども、災害時の、これは環境省、地域グ

リーンニューディール基金という制度がありまして、災害時の拠点施設には薪ストーブ、それから薪

ボイラーの助成を行うと、そういうのがあります。ご存じのように、東北の大震災ではこういった薪

ストーブ、薪ボイラーがかなり役に立ったというふうに聞いております。そういった危機管理という

部分でもこういった補助を当て込むというのは必要ではないかというふうに思うわけです。仮に１千

７００万円の２分の１の８５０万円の補助、それから重油の価格、昨日のテレビでも原油の価格がま

た上がるというようなニュースが舞い込んでまいりましたけれども、リッター８５円の重油というこ

とで設定しまして、含水率３０％以下の薪を１立米６千円で購入した場合、燃料代削減額は年間８７

万円、さらに国内クレジット認証制度を利用した場合、二酸化炭素年間１００トンの削減に対して約

１５万円の売り上げがあります。事業者に対して企業が１５万円でこの二酸化炭素の削減分購入する

というシステムです。そうすると、ランニングコスト節約効果は年間１０２万円になります。初期投

資の８５０万円を回収するのに８.３年ぐらい、９年かからない、そういった状況です。初期投資を回

収するまで指定管理者から減価償却費として何らかの形で町に入れていただくという方法もあるので

はないかと思うわけです。 

そこで、町長にお尋ねしますが、これらの先進地の事例に学び、かつ岩戸の里の現状を考慮して、

岩戸の里の温泉の重油ボイラーを木質ボイラーに変える考えはないか。また、すべての生ごみをコン
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ポストで処理し堆肥化する考えはないか、お尋ねしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 金田議員の循環型社会に対応する岩戸の里のボイラー関連等の考えについて

でございますけれども、大津町におきましては、環境の森や広葉樹の森、そして民間、いろんな町有

林関係合わせますと相当の森が、先ほど府内議員のほうから言われましたように５０％以上がそうい

うような状況にあります。もちろん、その中で、例えば国の林野庁や農林水産省、あるいは国交省な

どの日本住宅木材研究センター、その辺のところにおける木材工場等の残材、あるいは建築発生の木

材の残材関係等について、これの平成１９年度の時点における木質バイオマス資料というような形で

資源料が載せてありますけれども、林地残材が２千万トンのほとんどが未利用材ということと、製材

工場関係等の残材が１千７０万トン、そのうちエネルギーが２３０トンで、アテリアルが７８０トン

で、未利用材が６０万トン。または、建設発生木材関連等で１千１８０万トンのうちに未利用材が３

７０トンというような、非常に廃材関係の利用におきまして、そのような廃材を利用しましてのバイ

オマス利用ということを国のほうも推進をされておるようでございます。 

そういう中で、大津町につきましても、先ほど申しましたように、それなりの残材関係が未利用材

関係も相当あるものと思います。そういう中で、我々としてもおっしゃるような木質のバイオマス関

係等の木質ペレットを使いながら公共用施設関係や家庭用施設のストーブやボイラー等に活用できれ

ばなというような思いをしております。そういう関係で、経済産業省の新エネルギー課のほうにうち

の職員がバイオの係長として今働いております。彼の働きを見ておりますと、上司の方のお話により

ますと、それなりに勉強を全国、バイオ関連等に回っておりますし、２、３日前も熊本のほう、ある

いは九州の壱岐のほうにも行っているようでございます。それぞれ勉強しながら、そしてまた農水省

関連の人脈、あるいは国交省の人脈、相当その辺の人脈を今確保しておりますので、彼を使いまして

今後のバイオ産業、地域おこし、あるいは森林活動に活用できればなというふうに思っております。

そういう意味において、来年３月で彼も終わりますけれども、今後についてもその辺の人脈を活かす

ために、若い職員を再度派遣したいなというふうに思っておりますとともに、県の新エネルギー課の

ほうにも一人派遣しながら、新エネルギーに関する人脈をしっかりつくりながら、大津町におけるバ

イオ産業関連等をしっかりと取り組んでいきたいというふうに考えております。 

そういうような中におきまして、議員ご指摘の岩戸の里関連等でございますけれども、これにつき

ましては現状の施設整備関連等についての費用といろんなものを検討しなくちゃなりませんので、そ

の辺の状況について、また担当部長のほうからご説明をさせていただきます。 

ごみと家庭から出る廃油関係等で、今、社会福祉協議会のほうで廃油を利用したボイラーを兼ねて、

今、社協の温泉のほうで使用をさせていただいておりますので、今後について、議員おっしゃるよう

にＡ重油の高騰はどんどん見えてきておりますので、そういうためには、また昔に戻った、そういう

木製ペレットを活用したエネルギーを活用していかなくちゃならない大きな課題だというふうに思っ

て、そのような形の中で我々もしっかりと取り組んでいく計画を今後つくっていかなくちゃならない

というふうに思っております。そういう意味におきまして、今後の公共施設関連等については、その
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ような施設が取り入れられるような設計も今後進めていかなくちゃならないんじゃないかなというふ

うに思っております。そういう施設関連等につきましても、職員を派遣しているその人脈を活かしな

がら、補助関連等についても活用をお願いしていきたいというふうに思っております。岩戸の里関連

等については、担当部長のほうからご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 現状についてご説明申し上げます。 

岩戸の里の重油型ボイラーの燃料使用量は、平成２２年度実績１９万８千リットル、二酸化炭素排

出量換算５３７トンであります。燃料費は平成２２年度実績で１千３３７万３千円となっております。 

次に、燃料の資材に関してですが、平成２２年度大津町の切り捨て間伐は８４ヘクタールに及んで

おります。普通の間伐材と違い、大きさの小さいものや価値の安いものであり、経費を考えると採算

が取れないため、そのままで切り捨て間伐を行っています。その切り捨て間伐材を有効利用し、薪と

してボイラーに用いた場合、他施設の参考ですけれども、１日約２立米、年間約７００立米を使用す

ると思われます。また、燃料費に代わって間伐材導入費が必要となりますが、間伐材を窯の大きさに

切り分けて保管、乾燥、運搬する人件費が必要となり、他の施設を参考にすると間伐材１立米当たり

約５千円の経費であります。また、切り捨て間伐材を回収し、温泉まで運搬してもらい買取をする場

合、１立米をどれだけの金額で設定するのかが課題となってきます。現在の森林組合によるスギの木

材単価は、１立米当たり約１万円となっております。年間７００立米の使用の場合、薪代が１千５０

万円となる計算になります。薪回収方法で、例えば個人で軽トラック等を用い持ち込みした場合、温

泉券と引き替えや安定した供給が行えるような最安値の薪買取価格を設定するなどの方法により、燃

料経費を押さえることが可能かもしれません。金田議員の詳細について調べておられますが、薪用ボ

イラーの導入は、既存のボイラーと処理能力が同程度のものである、ボイラー５台で本体価格２千２

００万円、その他取り替え費用、ボイラー建家を建設する必要があります。他施設において３台導入

で６千５００万円という事例があります。ちなみに、ボイラー導入事業は５０％の補助対象になるか

もしれません。全国の事例を調べてみました。全国の調べでは、この事業が２カ所ございまして、やっ

ぱり実際にこの事業を利用されております。 

いずれにしましても、ボイラー等を平成９年からの新規で始めて今年度に交換いたしておりますの

で、この状況の事業を推進したいと思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 金田議員の質問の中で、町における生ごみの処理の現状についてお答えい

たします。 

町におけます家庭から出る可燃ごみの排出量は年間約５千トンで、一般的に可燃ごみに占める生ご

みの割合は重量比で約４割程度と言われておりますので、生ごみの利用は２千トン程度と推測されま

す。可燃ごみに対する菊池環境保全組合での処理費用は過去３年間の平均では、１トン当たり約３万

４千円となっておりますので、計算すれば町における年間の可燃ごみの処理費用は約１億７千万円。

そのうちで生ごみは約６千８００万円かかっていることになります。このように大きな費用が係る生
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ごみの処理費用を減らすために、ご家庭で生ごみの減量化に取り組んでもらうため、町では現在、生

ごみ処理機の購入補助を行ないながら普及に取り組んでおります。この中で、段ボールコンポストに

ついては、平成２１年度に町内約２５０世帯を対象に実証実験を行い、平成２２年度より補助制度を

開始しましたが、処理過程において手間がかかるため、なかなか普及が進んでいないのが現状です。

段ボールコンポスト以外のコンポストや電動の生ごみ処理機についても、処理時間電気代がかかる等

のデメリットがあります。しかし、電気代が比較的かからないものや音が小さいもの、においが少な

いものなど、近年はいろいろなタイプの機種がありますので、ライフスタイルやご家庭の事情に合っ

たものを選んでいただけるよう今後もＰＲしながら周知を図り、引き続き生ごみの減量に努めていき

たいと考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） かなり町のほうでも調べられているというふうな実感したんですけれども、職

員、国のほうに派遣されております。最近は便利になって、ネットで情報を流したりすること、帰っ

てきてからでもいいんでしょうけど、今できることはできるんじゃないかなと聞いてて思いました。

山林所有者も、先ほど薪の購入価格６千円、先ほど部長の説明でも５千円、運搬費も加味してどうの

こうのというお話がありましたけれども、私の設定も６千円ほどでしております。山林所得者などの

副業効果、雇用効果にもつながるのでないかというふうに思います。６千円のうち半分の３千円を町

内の商店でしか使えない地域通貨で支払い、商店街の活性化につなげる方法もあるのではないかと思

います。鳥取県の智頭町では、既にこのような取り組みがなされており、木の出荷者２９戸、それか

ら商店の２６戸が参加しているとのことです。木を出荷している人からは、山がきれいになった、山

火事の後、みんなでいっぱいやれていい仲間づくりができた、短くても、少し曲がっていても出せる

のがうれしい、商店からは、始めてくるお客さんが増えた。地域通貨でお客さんと話ができてよかっ

たなど好評を得たということでございます。具体的な検討の余地があるというふうに町長言われまし

た。私がさっき試算した限りでも、効果は出てくると思います。今後ボイラーを交換する時期、そう

いうときもあるかと思いますけれども、聞くところによれば来年か今年がボイラーを交換する時期と

いうふうに聞いております。できれば早い機会に交換すれば、町の活性化、それから実績に経済的な

メリットも出てくると。最初申し上げましたように、１００万円ほど浮いたら、その分、町に寄附な

りしていただければどうかと思います。それから、町全体の間伐についても先ほどお話がありました、

さっきの木になる紙のところでありました、大体間伐というのは植えてから１５年目に約３割、大体

１ヘクタールに３千本ほど植えますので、１５年目で大体９００本、それから１０年から１３年経っ

た段階で、いわゆる２５年生から２８年生経った段階で３割を間伐して、それが６３０本。それを考

えると、莫大な宝が山に放置されるという、そういう状況ではないかと思います。先ほど全国的な未

利用木材の状況を言われました。大津町でもこれだけの未利用木材が存在しているということなんで

す。これをどうやって運ぶか、かなり難しいところもあるかと思います。先ほど６千円のうち半分を、

３千円を町内の商店でしか使えない地域通貨で支払うと。大体岩戸の里が燃料費って６千円、６千円

で買った場合に搬出した人は６千円をもらうという、中には途中で預かるだけにして搬入する人が木
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を切って、玉切りしてという工程も入るかもしれませんけれども、その６千円をみんなが木を出す人

と加工する人、そういった人に振り分ければ、私は決して仕事にならない額ではないと思います。現

実的な額ではないかと。だから、ほかの鳥取県とかでは、ずっと続いて今もやっているということで

はないかと思うわけです。ぜひ実現していただきたいなと思います。 

それから、生ごみの処理について、先ほど説明がありました、段ボールコンポスト２５０世帯、当

初ありましたけれども、なかなか難しいという話を聞いております。これは、微生物を相手にしてい

く必要があるし、毎日管理していく必要があると、だから普及しないと。最近は、電動が乾燥させる

ものもありますけれども、同様に微生物を利用してドラム缶みたいなところで培養して電動で動くコ

ンポストもあります。そういったのを家庭内に普及するということもあり得るのじゃないか。さらに、

町で大きなコンポストを建設して処理する方法もあるのではないかと思います。いずれにしましても、

先ほどと申し上げましたように微生物バクテリア等の知識が必要になってきます。町民の皆さんと根

気強く学習していく必要があると思います。それで浮いた経費を町民の皆さんが一番やりたい仕事に

回すということも可能ではないかと思うわけです。常に生ごみ処理のコスト削減の状況を公表して励

みにすることもできるのではないかと思います。住民の皆さんを信頼して、住民の皆さんと共に考え、

行動する、これがまちづくり基本条例での協働のまちづくりではないでしょうか。ぜひ家庭から生ご

みをできるだけなくしていくという方向でお互いに頑張っていきたいなと思っているところです。私

は、この問題を勉強していく中で山鹿市に行ったわけですけれども、バイオマスセンターのことを勉

強をしに行きました。庁舎の壁にスローガンとして、「変わる勇気、変える決意」とありました。どこ

の市町村もそういうふうにして頑張っているんだなと思います。ぜひ岩戸の里のボイラーを木質ボイ

ラーに変えるべきだということを申し上げて、次の大津特産唐芋をトップブランドに押し上げようと

いう質問に移ります。 

徳島県は、鳴門海峡、旧吉野川流域の砂地で栽培されている甘藷をなると金時として商標指定して

います。ＪＡ里浦は、鳴門市の東南部における旧吉野川デルタに拓けた海抜０メートルの海浜地帯に

しており、栽培されている鳴門金時は、里娘というブランドで商標登録されています。平成１９年に

設立されたＪＡ里浦「里むすめ」里浦生産者部会は、生産者約２７０戸、栽培面積３３０ヘクタール、

同ＪＡ管内の系統出荷率は９５％となっています。地域の主要産業でございます。ＪＡ里浦管内で栽

培された甘藷は、特に市場の評価が高く、大津の「ほりだしくん」の２倍から３倍近くしています。

しかし、ほかの水田や畑作を行っていた土壌、栽培管理に大きな違いがあり、平成１０年に里むすめ

の商標登録をし、平成１９年にはＪＡ里浦「里むすめ」里浦生産者部会を設立、同部会員が栽培し、

かつＪＡ出荷をしたなると金時であること、それから長年培ってきた栽培管理体系を取り入れて出荷

されたものであることを条件として、「里むすめ」という商標を使用できることとし、ほかの産地との

差別化、すなわちブランド化を図っています。さらに、農薬の散布量や肥料の種類等のも条件を付け

ているとのことでした。なると金時の最大の特徴は、手入れ砂という海砂を定期的に入れるというこ

とです。海水に含まれるミネラルの影響で、粉質のほくほくした特徴を維持しています。しかし、海

岸保護の観点から、海砂採取が禁止され、現在は吉野川中流地域の砂で代替えし、これにミネラル分
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を補充できる資材を加えて使用しているとのことでした。過去に洪水等による圃場が海水に浸った翌

年に豊作であった経験から、海水を圃場に散布する取り組みを始め、収量が増加し味がよくなる等の

成果も上げているということです。２００５年１２月２１日に東京青果主催、日本の素材を楽しもう

というイベントがあり、鹿児島、千葉、茨城、石川、徳島産の高系１４号、これを目隠し人気投票を

行ったということでございます。これは主催はあくまでも鳴門市ではなくて東京青果ということで、

信憑性をも付与しているというような、そういう状況ではないかと思いますけれども、全体の４３％

が徳島県鳴門市の里むすめを指示した、ダントツで人気があったという結果が出ているそうです。し

かし、それでも飽きたらず、この評価を維持発展させるために、品種選抜の現地試験、水や肥料試験、

手入れ砂試験、安心安全のための農薬のドリフト、貯蔵対策等を農家のＪＡの青年部が中心となって

行っているということでございます。 

こうした生産者の並々ならぬ努力がトップブランドへと導いたといっても過言ではないと思います。

一方では、行政の徹底したＰＲが功を奏したということでございます。昨日の同僚議員の質問で、「か

らいもくん」をからいも課長に任命したらどうかという提案もありました。また、町長は都市対抗野

球や唐芋フェスティバル、それからバイクのナンバープレートに「からいもくん」のマークを入れる

ということも今検討中だというふうに言われました。それで、恐らくなると金時に追いつき、追い越

すような価格、値段が付くかという、そういったことについては、非常に難しいかなと思います。 

そこで提案しますが、これは何回かあっていると思いますけれども、地域ブランドセミナーが東京

で開催されたときに、これは鳴門市でも市長が行って、自ら説明をしたということですけれども、地

域ブランドセミナー等で「ほりだしくん」の説明をして売り込む、あるいは福岡の青果市場を観光に

招待したり、あるいは直接福岡、東京、大阪等のデパートに売り込んだりのトップセールスを徹底し

てやったらどうかというふうに思います。私は、会社勤めで東京に出張したとき、よく社長と東京の

デパ地下、デパートの地下街を歩きました。大概全国の食料品が高値で並んでいます。豚肉も我々が

この辺で売る値段と破格の値段です。そういった東京のデパ地下で売る品物は一級品だけが並んでい

ます。お隣の菊池市の水田ゴボウ、これはものすごく柔らかくて、非常に食感がいいということで、

行ったときは菊池市の水田ゴボウも東京のデパ地下で並んでいました。東京のデパ地下に「ほりだし

くん」を並べようというスローガンで徹底した挑戦を展開したらどうかと思いますが、いかがでしょ

うか。また、唐芋フェスティバルで全国の高系１４号を取り寄せ、目隠し人気投票をしてみたらどう

でしょう。私は、決して大津の唐芋は引けを取らないと思います。自信がなかったらうちわでちょこっ

とやってもいいかなと思いますけれども、私は、もういきなり公然とやってもいいんじゃないかと思

います。この２点、どうお考えか、お伺いしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 大津の唐芋のＰＲ方法なり、議員のおっしゃるとおりでございまして、そう

いうＰＲもしっかりやっていかなくちゃならないというふうに思っております。もちろん、隣の西原

村においても東京で軒下を借りながら西原の特産品を販売されておることもありまして、現地を見に

行ったりする中で、その西原村の出身の人たちそこに寄っていろいろ会議したり、いろんな形で広報
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に努めておられるというような話も見てきております。もちろん、議員おっしゃるとおり一つのもの

を売り出すためには、やはり生産者、それから関係団体、ＪＡをはじめ町の役割、そのような分担・

役割をしっかりと一本にまとめながらやっていかなくちゃならないんじゃないかなと思います。そう

いう意味におきまして、大津の唐芋がなると金時に負けないような唐芋であるというふうには思って

おります。もちろん大津の水のミネラルを含んだ水であるし、また話によりますと、例えば昔から言

われております河内のほうのみかんがおいしいというのは、潮風にあたる、その辺のところもあるん

じゃないかなと思うし、菊陽のほうでは人参に塩をまかれているところがあって、大変おいしい人参

ができているという話も聞いております。いろいろ生産者の皆さんの努力も必要であるというふうに

思っておりますので、やはり塩加減というのは大津の唐芋にあってもいいんじゃないかなという思い

もしております。そういうような品質改良、あるいはそういう形の素晴らしいものをつくるためには、

沖縄のほうのシャーベット風の唐芋が東京の若い娘たちに人気があったというようなことでございま

すけれども、大津の紅あずまというものが昨年から改良されてつくられておりますけど、本当におい

しい唐芋だなというふうに思っております。やはり市場はやっぱり東京の若い人たちにいかに売りさ

ばききるかというのが一番問題ではないかなと思いますので、今後の東京での販売関連等につきまし

ても、大きくすぽっと出荷するんじゃなくて、小売り的な方向で小さくどんどんと広げていけるよう

な検討を今後やっていきたいというふうに思っております。なかなか町がやるのは商売下手でござい

ますので、やはり生産者をはじめ商工会関連等の皆さんと十分相談しながら、来年度から立ち上げて

きます観光、あるいは物産協会関連の活動をしっかりとやっていければなというふうに思っておりま

す。 

○議 長（大田黒英生君） 金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） 東京あたりで少しずつでも売り込んでいこう、私は町長はもってこいの人材で

はないかと思います。押しも強いし、顔もいいし、ぜひ頑張っていただきたいと思います。 

最後に申し上げますけれども、先ほどなると金時、非常に手がかかった栽培をしています。砂をぼ

んぼん入れてですね、かなりの努力をされていると思います。しかし大津町も赤土を掘り起こして表

土にして、４、５メーター掘ってやったりなんか、かなりの農家がされています。これはブランドと

してどんどん押し出せる、そういった努力をしているということで、非常に製法、つくり方について

もどんどん宣伝してもいいんじゃないかって思います。 

それから、最近は塩まき農法、米にミネラル分を、塩害とかいう形で、葉っぱについたら塩害にな

りますけれども、土壌に塩をまいたらミネラル分を含んだいい米もできたり、これは実証されていま

すけれども、なると金時でも災害があったときに翌年は豊作だったと、味もよかったというようなこ

とで、そういった品種の改良の研究あたりも今後農協、ＪＡとタイアップして考えていくのが必要で

はないかということを最後にご提案して、一般質問を終わりたいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。午後は１時から開会いたします。 

午前１１時５５分 休憩 
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                    △ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 皆さん、こんにちは。通告順に従いまして、５番議員、鈴木ムツヨが町民

の皆様を代表して一般質問を２問行います。１問目、学校施設の防災機能強化について。２問目、災

害弱者への対策についてを町長、教育長にお尋ねいたします。 

先日１０日にアフリカと中東で助成の権利向上や民主化運動に取り組んできたリベリアのサーリー

フ大統領と同国の平和活動家リーマ・ボウイーさん、イエメンの人権活動家タワックル・カルマンさ

んの女性３人へノーベル平和賞授賞式が行われました。女性の平和賞は、２００４年にケニアの環境

問題活動家、故ワンガリー・マータイさんが受賞して以来です。演説の中で、サーリーフ大統領は私

たちの戦いは未来の世代に何を残せるかによって判断されると平和追求の必要性を強調、リーマ・ボ

ウイーさんは女性への人権侵害をなくすため政策決定に女性が参画すべきだ。世界の女性は連帯続け

なければならない。男性と女性が平等で自由な世界が実現するまで休む時間はない。タワックル・カ

ルマンさんは、民主主義の大切さを教えてくれた世界の他の国々は中東で起きていることに無関心で

あってはならないと訴えられています。矛らしく思うとともに、これからの活躍に期待するものです。 

１問目、学校施設の防災機能強化について。東日本大震災からちょうど９カ月が経過いたしました。

１２月９日現在で亡くなられた方が１万５千８４１人、行方不明者が３千４９３人、未だに避難者約

３３万人おられると警視庁の発表がありました。改めて心からお悔やみとお見舞いを申し上げ、一刻

も早く復興が進むよう心から祈念いたします。また、被災した多くの自治体の復興計画が出されたと

新聞報道にあり、安堵しています。震災時避難場所、地域防災拠点の役割、１、人名救助用防災資機

材などの備蓄場所、２、食料、水、援護物資などの配付場所、３、生活情報の提供場所、４、家が倒

壊した方の一時的な生活場所、５、家族の安否確認場所となっています。避難所としての学校の位置

付け、その場合の学校施設の利用計画も明確にする必要性が指摘されています。文部科学省は、震災

後、防災や建築の専門家屋らによる検討会議を立ち上げ、震災に対応できる学校施設のあり方が議論

され、今後の整備にあたって緊急提言が取りまとめられました。１、学校施設の安全性の確保、２、

地域の拠点としての学校施設の機能の確保、３、電力供給力の減少などに対応するための学校施設の

諸エネルギー対策の３点です。 

設問の１、学校施設の構造体の耐震化だけでなく、非構造部材、例えば天井材とか照明器具、それ

から窓ガラスなどの落下防止対策は必要とされています。 

２、水道が使えなくなった場合に備え、プールの水をトイレの水洗に使えるよう配管やポンプを整

備する考えはあるかどうか。 

３、今回の震災では、電力供給が大幅に減少し、学校施設においてもさらなる省エネルギー対策を

講じることが求められています。既存施設を含め屋上や壁面の緑化、緑のカーテンの設置、太陽光発

電、風力発電、小水力発電等、新エネルギー環境を考慮したエコスクール整備の一層の推進について
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の計画はどうなっているか。 

４、震災発生時の被災者の緊急避難や数日間の生命安全の確保、数週間の生活のための機能が求め

られるとして、数日分の食料や飲料水、燃料、毛布、ストーブ、防災資機材、発電機、エンジンカッ

ター、油圧ジャック、オムツ、トイレットペーパー、ガスかまどセットなどの備蓄とそのための倉庫

の整備も求めています。避難所運営については、震災発生時の主な活動として、地域の被災情報と生

活情報の収集、食料、救援物資等の配付、炊き出し、高齢者・障害者等要援護者の援護、避難者の誘

導、運営マニュアルに基づく作業分担の割当、仮設トイレ、濾水機の設置、清掃防疫対策などの環境

衛生、負傷者の応急手当、医療、機関への誘導、防災資機材等を活用した救出救助が上げられていま

す。また、教職員と地域住民の自治防災組織の間で避難所運営マニュアルが必要です。策定について

はどうなっているでしょうか。 

６、ＡＥＤ自動体外式除細動器は、心疾患により突然に心臓が止まった傷病者に電気ショックを与

え、心臓の働きを戻すものです。呼吸が停止してから４分以内であれば救命率は５０％の可能性があ

ります。５分が過ぎると２５％に低下します。夏にサッカーの松田選手が練習中に心筋梗塞で倒れ亡

くなられました。練習場にＡＥＤがあったらと思われます。平成１６年７月から医療従事者だけでな

く一般の人でもＡＥＤの使用が可能となり、公共施設や民間施設などへの設置が進んでいます。学校

は校舎と体育館に設置されています。校舎や体育館が施錠されているとき、運動場でのスポーツの練

習等で緊急事態が起きることもあります。屋外のＡＥＤの設置の考えをお尋ねいたします。 

７、災害列島日本に住む私たちにとっても、この災害の発生の仕組みを理解し、災害発生時の安全

の行動の仕方について知っておくとは、極めて大切です。とりわけ子どもたちを災害から守るために

は、子どもたち自信災害の教訓に学び、その危険性を知り、災害時に取るべき行動を知識として身に

つけ、平時における備えを万全とすることが重要です。また、自分のみを守るとともに周りの人々を

助け合う、自助共助を終えることも大切です。神奈川県相川町では、１０年前より応急手当の普及推

進に町ぐるみで取り組んでおり、小学６年生と中学３年生を対象に心肺蘇生などを学ぶ命を助ける授

業を実施しています。中学３年生には保健体育の授業の一環として、普通救命講習を実施しておられ

ます。心臓マッサージや人工呼吸、ＡＥＤなどの使用法を３時間かけて学習、実技、試験に合格すれ

ば普通救命講習の修了証が手渡されています。小学６年生の取り組みは、救命について考えるととも

に、授業参観の形式で教師や保護者と一緒に応急手当について学びます。実技のほか目の前で人が倒

れたときに自分に何ができるかをテーマにした討論が行われ、理解を深めておられます。中学生に命

の大切さを身をもって感じてもらうと、社会の一員として救命技術を身につけること、災害時に地域

の中で落ち着いて行動できることを習得させるという一石三鳥の効果が期待できるものとして取り組

まれております。全校生徒対象の避難訓練は、今回の震災を教訓として何か変わりましたでしょうか。 

以上を現状と対策についてお尋ねいたします。１回目の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） こんにちは。震災に対する関連に伴いましての学校の防災設備関連等に関す

るご質問でございますけれども、町内の小中学校あるいは日ごろ児童生徒の学びの校舎として、また
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大きな災害が発生した場合には、地域住民の皆さんの避難所としての指定をしております。そういう

意味におきまして、子どもたちが安心して学校生活が送られるよう耐震調査を行い、補強工事を行っ

てきたところでもあります。災害時の避難所として活用は幸いなことに今まで実際に使用した実例は

ございませんが、今回の東日本大震災を省みますと、いかに事前の準備や取り組みが大事であるか、

改めて認識されたところでございます。議員が提案の様々な取り組みにつきましても検討していく必

要があると考えておりますが、この件につきましては担当部長のほうからご説明を申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子さん） 鈴木議員の学校施設の防災機能強化についてのご質問の中の（１）非構造

材の落下防止対策についてお答えいたします。構造体の耐震化につきましては、平成２２年度に町内

全小中学校を完了いたしましたが、非構造部材につきましては、現在天井、照明器具、窓ガラス、棚

など２１項目にあたりまして点検・チェックリストを作成して各学校に目視ですけれども調査を依頼

しているところでございます。もう大方の学校から報告が上がってきておりますので、今後はこの報

告を受けて、さらに教育委員会のほうで確認が必要なところを確認し、必要に応じて対策を講じてい

く予定でございます。 

次に、（３）エコスクールの整備についてお答えいたします。町内の小中学校では、数年前より県教

育委員会が環境立県熊本の推進に資する学校づくりのために進めております学校版環境ＩＳＯコンクー

ルが実施されております。これに全小中学校が参加いたしまして、行動計画書を作成の上で実践活動

を展開いたしております。例えば、節電、節水、ごみ分別、ごみ減量、リサイクル等の項目において、

児童生徒・教職員がそれぞれ数値目標を決めて取り組みを進めているところでございます。その成果

といたしまして、環境保全活動や環境問題への意識が高まり、児童生徒が自ら考え行動する姿が増え

てきております。また、ある学校では節電に努めたために今年の夏、非常に節電効果が上がったとい

う報告も受けております。学校だけの取り組みでなく、ＰＴＡ、地域と一体となった活動を展開して

いるところもございます。今後は、日常生活において環境に配慮した行動ができるように家庭・地域

との連携強化をさらに図っていく必要があると考えております。 

また、お尋ねの緑のカーテンの件ですが、暑い夏の時期の暑さ軽減、節電対策の一つとして緑のカー

テンづくりには全小中学校で取り組んでおります。その設置場所につきましては、校舎全部という学

校から校舎の一部という学校まで学校により違いがありますが、暑さ対策として効果が上がっている

という報告を受けております。今年役場のほうでも企画部のほうで管理されたゴーヤカーテンが本当

にそのよさ、すばらしさを発揮しました。見た目にも涼しげでありますし、程良い遮光ができて、直

射日光が差し込まずに節電につながり、実は食卓にのぼるなど、数々の恩恵を私もいただきました。

各学校へもさらに積極的に取り組むように奨励していきたいと思っております。 

次に（６）、（７）のＡＥＤ及び防災教育関連についてお答えいたします。ＡＥＤにつきましては、

先ほど議員がおっしゃいましたとおりでございます。このＡＥＤは、現在、県のＰＴＡ連合会から１

台、それから町のほうから１台、計２台がそれぞれの学校に設置されております。設置場所につきま

しては、主に校舎の玄関付近と体育館になっております。児童生徒には設置場所の確認とどのような
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状況時に誰が使用するのかなどを各学年の発達段階に応じて指導をいたしております。屋外設置につ

きましては検討はいたしましたが、いたずらや盗難等のリスクがあるということで現在まだ設置して

おりません。運動場等でスポーツイベント等を計画実施される場合は、役場の総務課のほうで貸出が

あっておりますので、こちらを広く周知して、万一に備えて万全を尽くしたいというふうに思ってお

ります。 

使用方法につきましては、各学校では毎年夏休み前に保護者と教職員を対象に心肺蘇生法の講習会

と、それからＡＥＤの使い方について消防署の職員の方から指導を受けております。子どもにつきま

しては、そのときの状況判断がまだ難しいんではないかということで、現在のところ、まだ講習は行っ

ておりません。しかし、つい先日１２月１０日付けの熊日新聞に人吉下消防組合の企画で管内の小学

生を対象に子ども救命士を養成する講習会を県下で初めて実施されたという報道を見ました。その中

にＡＥＤの使い方の指導も入っておりましたので、今後は消防署とも相談の上で小学生をも含めたと

ころでの講習会についても検討していきたいと思っております。ただ、最も徹底させたいと思ってお

りますのは、教職員や保護者が十分に必要なときに、すぐそれを活用できるような力を培っておくこ

とが大事かというふうに思いますので、１年に１回と言わず２回、３回とこの講習の機会を増やして

いくように学校にも進めてまいりたいというふうに思っております。 

避難訓練につきましては、町内全小中学校では地震、火災、風水害、不審者対応の避難訓練を、年

間少ないところで２回、多いところで４回実施しております。災害未然に防ぐための対策や起きた場

合の対応の仕方について、防災計画対応マニュアルに基づいて実施いたしております。また、児童生

徒の危険予測能力や危険回避能力の育成のために、避難訓練時のほかにも学年に応じた安全教育を年

間指導計画に基づいて実施しております。３月１１日に発生しました東日本大震災において見せつけ

られましたように、地震や津波などの災害は想定通りに起こるものではありません。そこで想定にの

みとらわれず、臨機応変に、適切に判断し、即対応ができるような、そういう体制づくりをするため

にも、常に危機意識を持ちながら、できるだけ災害被害を減らすための減災教育のあり方等を教育委

員会としても今後検討していかなければならないと考えているところでございます。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 鈴木議員さんのご質問の中で、１番目から５番目の中でのご質問にお答え

させていただきたいと思います。議員おっしゃっていますように、学校施設の防災機能の向上につい

てという形で、平成１９年８月に国立教育政策研究所が報告書を出されております。その中でもいろ

んな指摘があっておりますけれども、現在の町の現状等について答弁させていただきたいと思います。 

まず１番目の構造体の耐震化だけでなく非構造部材の落下防止対策の件でございますけれども、学

校校舎等については、先ほど町長が申しましたように、耐震診断を行いまして補強工事等を行ってお

ります。耐震設計で構造体が除外されている、いわゆる外壁、建具、天井などの非構造部材の耐震設

計については、今後新たな国の基準が定められるのではないかと思いますので、安全を確かめるうえ

でも点検・調査等を行いたいと思います。 
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２番目の水害が使えないときのプールの水利用対策の考えについてでございますけれども、災害な

どにより水道水が使えないときにプールの水をトイレの洗浄水として利用できないかということでご

ざいますが、実際、東日本大震災の避難所でプールの水をポンプアップしましてトイレの洗浄水とし

て利用した避難所もあったと聞いております。仮設トイレの備蓄、バイオトイレの検討などと合わせ

まして断水時のトイレの使用にあたって洗浄水を供給するためには、受水槽やプールの水の利用を具

体的に検討する必要があると考えております。 

３番目のエコスクールの整備、省エネルギー対策の整備の件でございます。公共施設への太陽光発

電システムの導入については、前回も申し上げましたけれども、新エネルギービジョンに基づき新た

な施設整備と併せまして実施してまいりました。今年度整備をいたします子育て健診センター横の公

園には、太陽光発電の普及啓発のため、太陽光発電パネル８０枚を道路際に設置しましてＰＲ、環境

教育等を行っていきたいと考えております。また、これまで設置してきました太陽光発電システムの

設備費の費用対効果等も検証しまして、今後どのような施設に導入していくか検討し、導入計画を立

てていきたいと考えております。 

なお、風力発電の件でございますけれども、大規模な施設等について学校等には建設が困難と思わ

れますので、学校教育に生かせる小型の風力発電システムなどがあるかどうかも含めて検討をさせて

いただきたいと考えております。 

４番目の防災備蓄倉庫の設置の件でございます。前回の一般質問の折りにもご提案等がありました

けれども、現在整備中であります、先ほどの子育て健診センターの公園内に３基の防災備蓄コンテナ

を配備する予定にしております。ある程度の大きさがありますので、必要な防災備品や食料を備蓄し

ておきまして、ここから各避難所へ配付させていただきたいと考えています。また、将来に向けての

数カ所に防災備蓄コンテナの配備計画については、順次検討、進めさせていただきたいと考えており

ます。 

最後の５番目、避難所運営マニュアルの策定についてでございます。避難所の設営については、町

の災害対策本部が実施させていただきますけれども、先の東日本の大震災では避難所の運営が非常に

うまくいったところとなかなかうまく機能しなかったところがあるようでございます。地域の皆さん

や避難されてきた方により避難所内に自治組織が組織され、リーダーとなる方々と行政、学校とが協

力しまして避難所生活のルールなどを取り決めていく避難所の運営委員会的なものが必要だと感じて

おります。そのような住民の皆さんによる自主的な避難所運営を想定した避難所の運営マニュアル等

の作成に向けて、町の防災計画の中の検討をやらせていただきたいという考えを持っております。 

以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 丁寧に答えていただきましてありがとうございました。これからの検討課

題というものがたくさん出されたのかなというふうに思ったところです。いつ災害が起きるかわから

ないというのが今回の震災でなかったかなというふうに思います。大津町に今現在は平和な毎日があ

りますので、すぐすぐにということでは取り組めないと思われているのかどうかということと、経済
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的なものというのがあるのかとは思いますが、一番目の落下防止対策ということでは調査をして確認

をして対策を練っていくということで今お答えがありました。これは菊池でもですね、震度５が先々

月でしたかね、ありました。震度５になると物が落ちてくるというのが考えられます。学校もそうだ

というふうに思いますので、これは調査依頼されて、そんなに家庭とは同じではなく小さい物はあり

ません。天井であればですね、すごいお金がかかった工事が必要になるかと思いますが、安心・安全

という部分では子どもたちが生活している場所ですので、取り組みが早く行われるように計画的にさ

れることをやっぱり考えていただきたいなというふうに思ったところです。 

２番の水道が使えないときということで、一番困ったのが水だということで今回の震災では言われ

ています。飲み水とトイレの水が非常に困ったというふうに言われています。プールの水は使えます。

ぜひプールの水の水利用の対策は進めていっていただきたいなというふうに思っているところです。 

３番です。エコスクールということでは、エコスクールと省エネルギー対策ということで、エネル

ギービジョンが大津町でも２２年に出されています。計画的に新しい施設には付けていくということ

で、学校が、本田の太陽光でお聞きしたときに築１０年というのがネックになっている、付けられる

のにですね、家庭でもそうということでお聞きしました。古い学校が大津町には結構あります。じゃ

古いからいいのかと。それは我慢しなさいということになるのかというのは、それは教育格差が大津

町の中で広がっていくということになります。震災があるということでは、いつ出てくるかわかりま

せんので、まずやっぱり、電気も１カ月半ぐらい使えなかったということで言われて、今回の震災の

中では言われていました。水と電気という部分では、生活の中でも必要不可欠なものです。太陽光発

電、ソーラーですね、付けていただくということでは、何があっても電気だけは付くよねと、水も使

えるよねというような状況をやはりつくっていかなくてはならないのではないかというふうに思って

いました。 

先ほど４番の備蓄倉庫、子育て支援センターに備蓄倉庫を３基、コンテナを準備するのでというこ

とで言われましたが、前回も答弁の中で道路が使えなくなったときに持っていけないではないかとい

うようなことも言われていました。先ほど言いましたように、文部科学省が対策の中で言われていま

した。備蓄は必要であると。学校機能としては備蓄は必要であるというふうなことで言われています。

それを１カ所でいいのかということについてですね、まだ前回と同じように考えが変わらないのかな

というふうに、それで思いましたので、再質問をさせていただいたところです。文科省の出された学

校教育という部分でですね、これだけはしなさいよということで言われているものだというふうに３

点書かれていますので、これはやはり進めていくべきではないかというふうに思っていますので、例

えば順番的にですね、中学校から先にするとかですね、全部は入れられなくてもですね、やっぱり最

低限の水である、食料であるという部分が確保されていかなければいけないのではないかというふう

に思いますので、もう一度そこら辺は検討のしようがあるのではないかというふうに思いますので、

よろしくお願いします。 

避難所マニュアルについてはですね、今も地域の防災という部分もありますので、そういう部分で

はそれの膨らましたものが出されていけばいいのかなというふうに思いますし、学校がそういうもの
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をどこかに置いておく、避難所運営マニュアルをですね、つくられたものがきちんとこれはここにあ

りますよというようなことがわかっていなくてはいかんのじゃないかというふうに思いますので、総

務課でつくられたものがきちんと各学校に回されて、設置されていくようにシステムをしていただき

たいというふうに思っているところです。ＡＥＤの設置については、盗難というふうに言われていま

した。よその県では県営の住宅の中にジュースの販売機があって、その中に設置されているというの

も書かれていました。お聞きしたときもそういうのがあるよって。ただ盗難があるのではないかとい

うような話もされてはいましたが、総務課が貸しますよというのを知らなかった人が多いということ

は、広報が行き渡ってないかなというふうに思いますので、いろんな体育の施設、体育の団体がいらっ

しゃいます。そういうところにですね、ぜひ広報されていただきたいというのと、幼稚園・保育園が

運動会等は町の施設を使ったもので運動会等をされたりします。そういうところにもですね、ぜひ広

めていっていただければいいのではないかというふうに思ったところです。 

小中学校の防災教育については、前向きな答弁がございましたので、ぜひ進めていただければとい

うふうに思いました。 

それと、災害時の有線電話というのが非常に、電話が使えなかったという部分がありましたので、

災害時の有線電話が必要ではないかということも言われています。これも検討課題に入れていただけ

ればというふうに思っているところです。 

それと、学校が先ほど言われましたが、学校が避難場所になるということではですね、教職員の皆

さんと地域の皆さん、避難して来られた皆さんとの間という部分ではですね、教職員の皆さんは児童

生徒の完全確保や学校運営に加えて被災者対応にも事実追われたということも書いてあります。そこ、

学校との問題も含めたところで運営マニュアルがきちんと整理されたものであってほしいというふう

に思ったところです。 

それと、一番高齢者等も来られますし、障害者も来られます。体育館のフロアが堅かったというこ

とで、寝たきりの高齢者には長いことそこにおることには耐えきれないというようなことでですね、

低反発マットがほしいというような要望も出されていたということで、備蓄という部分ではですね、

そういうものも考えていってほしいなというふうに思います。 

答弁をお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 総合的な防災の関係からのご心配をいただいておりますけれども、まず全

般的に言われましたように、やはり身体の安全・安心、身体・生命を守るという形では、行政は先頭

に立ってやるべきということを考えております。それで、水道等飲み水の飲食の問題、それに食料の

問題ということ形で、町にほうでも大津町地域防災計画というのをつくって、その中に各種団体との

連携、それにこの防災計画の中に網羅します公的機関等の業務範囲等についてきめ細かく整理させて

いただいております。心配のように、３日間の生命保存が可能かどうかというのが一番この防災の概

念に係っているような状況でございます。先ほど言いましたように、ライフラインの確保については

率先的に進めさせていただきたいと思っております。必要であればコンテナ備蓄等の倉庫にはですね、
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そのような資材についても検討する余地はあるという形で思っておりますので、今現在についても町

のほうでも備蓄している食料品等もあります。応急措置的なものでございますけれども、自主防災関

係の組織の立ち上げ等も各地域でお願いしておりますので、その辺の地域の公助の部分で地域力を期

待したいと思っております。 

それから、備蓄倉庫が１カ所でいいのかという観点でございます。前回も同じように検討をさせて

いただくという形でございました。学校施設等について、お昼は子ども、先生たちもおられますので、

その辺の対応はマニュアルどおりできるんじゃないかと思いますけれども、やはり災害はいつやって

くるかわかりませんという形で、夜間の関係もありますので、その辺の鍵の保管、それに住民への対

応という形で町も地域支援事業の推進委員等もおりますけれども、まずは役場のほうに１回出てきて

もらわなければいけないという点もありますし、その災害対策本部の体系的なものの具体的なマニュ

アルを十分に検討させていただきたいと思っております。先だって役場のほうでも防災の訓練をやり

ましたけれども、やはり情報の伝達というのが一番遅れるような状況でございましたので、その辺は

再点検をしながらですね、地域住民のために頑張っていきたいという形で思っております。 

それから、災害時の有線電話の件でございますけれども、議員ご存じのように一昨年までで一応防

災無線、３億円余りの巨額の税金を使って整備させていただいております。デジタル放送という形で、

双方向性の通信機能を持った防災無線をやっておりますので、停電時においても充電式になっており

ますので、その活用を嘱託員さん、区長さんたちに、また再度お願いしていきたいなという形で思っ

ております。 

それから体育館のフロアの関係、冬場とか弱者対策という形でございますけれども、その辺につい

てもこの災害マニュアルの中でも検討、備蓄についても将来に向けての必要備品であれば整備してい

かなければならないということを考えております。 

以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 学校は本当に私たちが避難所としては一番行きやすい場所であるというこ

とでは、本当に何日間か過ごすという部分では行きやすい場所になってほしいし、快適にはなりませ

んが、お互いに運営上、きちんと生活が何日かできるようなマニュアルをきちんとしてあれば、いや

な思いもせずに快適に過ごせる場所になるのかなというふうに思いますので、どうぞよろしくお願い

いたします。 

それでは、２問目に移ります。災害弱者への対策、救急医療情報キットへの取り組みを。特別養護

老人ホーム等を福祉避難所に指定する考えはということで現状と対策をお聞きいたします。東日本大

震災でも犠牲者の多くは高齢者でした。高齢者や一人暮らしの世帯の増加などで災害弱者は今後ます

ます増えていきます。また、高齢者や障害者にとって一般の避難所での生活は想像以上に過酷です。

特に障害を持った方は集団生活が難しく、避難所を転々とするケースも少なくありません。避難所以

外の場所にいる場合は物資や情報が入りにくく、避難所では医師による見回りも行われません。この

ような災害弱者の受入先に福祉避難所があります。仙台市では、震災前に特別養護老人ホーム等を福
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祉避難所に指定し、受け入れたとのことです。また、個々の災害弱者に対して、誰がどこに避難させ

るのかなどを具体的に定める個別計画の策定はされているでしょうか。災害弱者の安全を守るために

は、平時からきめ細やかな対策が必要だと思いますがいかがでしょうか。 

次に、救急医療情報キットというのは、ＮＰＯ法人メンタルケア協議会が出しているもので、縦２

０センチ、直径６センチほどのプラスチック製の円筒形のケースになっています。オレンジポットと

いい、ワンセット数百円と安価で手に入ります。このポットの中には救急受診のときの情報として、

氏名、血液型、生年月日、家族構成、緊急時の連絡先などの個人情報、かかりつけ医、病歴、アレル

ギーや薬の副作用などの医療情報を記入した用紙と本人の写真、健康保険証や診療券のコピーなどを

入れておきます。災害時はもちろん、平時において緊急の事態が発生した場合、本人の病歴や服用し

ている薬などの情報が安易に入手でき、迅速な救急医療の提供につながるものです。東京都港区、こ

こが最初に取り入れられたところですが、このキットを高齢者や障害者、健康に不安のある方に無料

で配付されています。このキットは冷蔵庫に保管し、いざというときに救急車が駆けつけた場合、冷

蔵庫を開ければキットがあり、情報を早急に、確実に得ることができるということから、この救急医

療情報キットは命のバトンとも呼ばれています。また、現場で救急隊員がキットの保管場所を探しや

すいように保管場所は冷蔵庫に統一し、キットが冷蔵庫にあることがわかるように玄関のドアと冷蔵

庫にステッカーを貼ることになっています。大津町としての取り組みをお尋ねします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 災害弱者への対応についてでございますけれども、議員おっしゃるように、

いつでも、どこでも地震災害は起こりえるということを改めて今回の災害で認識をしているところで

ございます。平常時から災害に対する取り組みを進めておくことの重要性を再認識しておりまして、

こうした過去の教訓や大規模震災の発生予想等を踏まえ、避難行動や避難所における生活に支障ある

災害時要援護者を大規模災害等から守り、災害を最小限に食い止めることは極めて重要な課題となっ

ております。大津町での災害弱者対策としては、平成１９年６月５日の大津町地域防災会議において

大津町地域防災計画の個別計画として災害時の要援護者支援計画を承認いただき、その後、継続して

事業を実施しております。同意者には災害用緊急カードを配付し、緊急時に対応できるよう保管の依

頼を行っております。現在の同意書は民生児童員やケアマネージャーの調査等により５６３名の方が

同意をいただき、個別の支援計画を作成し支援を行い、要支援者の皆さんが安心して暮らせる地域づ

くりを推進しております。また、町では震災等の災害時に高齢者や障害者の要援護者を支援するため

に、障害者福祉施設等の協議会等で地域との連携、協力体制の整備及び福祉避難所としての必要性等

について協議を行っております。また、養護老人ホームにつきましても、福祉避難所としての協力以

来を行い、理解をいただいておるところでありますし、平成２３年度末にいくつかの施設と協定を締

結したいと考えております。 

なお、詳細については、担当部長よりご説明を申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） 鈴木議員ご質問の現状並びに取り組み等について申し上げます。 
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最初に、町の災害時援護者支援計画の概要と取り組み状況でございますが、災害に対する能力の弱

い高齢者や障害者等の方々にとっては、情報の入手や避難行動等が困難なことから、避難行動や避難

所における生活に支障がある災害時要援護者を大規模災害が守り、被害を最小限にくい止めることは

極めて重要な課題となっております。このため、災害時要援護者の避難態勢整備を支援する目的で、

災害時における災害時要援護者の支援対策について総括的に取りまとめました大津町災害時要援護者

支援計画を策定し事業を進めています。近隣では、菊池市が平成１９年３月に、菊陽町が平成２２年

９月に、また合志市では平成２３年３月に災害時要援護者支援計画をそれぞれに策定されております。

全国で全体計画は９８％、個別計画は８２％の自治体が策定している状況であります。また、県内で

はほとんどの市町村が策定済みとなっております。なお、議員おっしゃいましたように医療情報キッ

トとしての命のバトン等の取り組みにつきましては、県内４市で対応されており、合志市、八代市、

人吉市、菊池市の一部泗水が取り組まれております。大津町の活動計画といたしましては、民生児童

員や地域包括支援センターのケアマネージャー等の訪問や声掛けなどによりまして、健康状況の確認

や支援者状況等を確認し、対象者といたしましては一人暮らしの高齢者の方や重度の要介護の方、身

体・知的・精神障害の方、そのほか一人では避難が困難な方などを対象に要援護者を把握するととも

に、要援護者一人一人の避難支援計画を策定しています。基本的には、要援護者自身が作成いたしま

すが、必要に応じて家族が代理で策定できます。作成後は、町のほうへ提出をしていただいておりま

す。一人暮らしの高齢者のみの世帯などにつきましては民生員児童員、地域包括支援センター職員、

ケアマネージャー等が本人及び家族に趣旨説明を行いまして、同意を得た上で作成を援助していると

ころです。同意をいただいた要援護者の皆さまには、災害用緊急カード入れを配付し、その中に最新

の医療情報を含む最新データのカードを入れていただき、災害や緊急時に支援者や地域の人が対応で

きる場所に保管をお願いしております。大津町の場合はデータのカードを入れましたケースを首から

提げるようになっております。 

また、町防災訓練時に地域との連携により、福祉施設に避難所として協力を依頼し、災害時要援護

者や地域の皆さんの円滑な避難誘導、避難所での適切な対応、ケア等避難訓練としてモデル的に行い、

今後の推進方法を検討しているところであります。 

よろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 福祉避難所としての取り組みが少しずつなされているというふうに、今お

答えが出たというふうに思っています。５６３人要援護者がいらっしゃるということであります。５

６３人の人数の援護者が福祉避難所に全部入れるわけがないかなというふうな思いが今したところで

す。それでここの避難所の取り組みがどういうふうな計画に、支援計画というのがなされているとい

うことですが、その計画がどういうふうに人数が、割り当てがきちんとできるのかどうかということ

もお答えいただければというふうな思いはしております。 

それと、命のバトンというのは全国的に広がっていて、先ほど言われました合志市と泗水町が取り

組んでいると。民生児童員さんの泗水町で知っている人がいまして、これとてもいいよというふうな
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ことでお話がありました。たぶん３００円ぐらいで買えるのではないかというふうにお話がありまし

た。首から提げて、カードに入れてというふうなことで言われましたが、首から提げるものは忘れる

ことがたくさんあります、家の中でも無理だというふうなことで、たぶん家の中でかけているという

ことはないだろうというふうに思います。これは冷蔵庫に入れてありますよと、玄関入ったらですね、

玄関にもこうわかるようにシールで貼るということでですね、消防署にもそういうものが言ってあれ

ばとてもいいのではないかというふうなことで思いました。それと、障害者要援護者そのほかにです

ね、ペースメーカーを入れたりですね、いろんな、見た目ではわからない病気をお持ちの方がたくさ

ん今いらっしゃいます。そういう人たちにも渡されているということで、そういう人たちの救助もと

てもスムーズにいくということで言われています。一つ３００円ぐらいであればですね、カードを首

から提げるという部分では、外に出た場合はですね、それはとても役に立つだろうと思いますが、例

えば家におるときにですね、救急を呼んだりしたときに、救急車が来たときにはもう物が言えなかっ

たり、どこに置いてあるかわからなかったりする場合があるわけですから、ぜひともですね、これは

取り組んでいただければというふうに思うところです。もう一度答弁よろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） ただいまのご質問でございますけど、まず同意者が現在５６３名というこ

とでございます。今後につきましては、町の防災計画もございますので避難所を設けてあります。今

後そちらのほうと、避難所につきましては、今、今回モデル的に中央部をしておりますけれども、全

体的に北部、南部、そういったところでの福祉避難所協定あたりも考えていきながら、現在の避難所

との連携を取りながらやっていきたいということで今後検討してまいりたいと思います。 

それから、命のバトンにつきましては、合志市あたりでは冷蔵庫に入れられて表示をされていらっ

しゃるということでございますけれども、大津町の場合は申し上げましたように首から提げるという

ことで、大きさにつきましても１５センチ、１０センチということで、そこの中にデータを入れさせ

ていただいております。首から提げるということにつきましては紛失しにくいというようなこともあ

りますので、また屋内におきましては、現在民生委員さん、それからケアマネージャー等の関係者に

よりまして、随時その辺はお話等もしておりますので、そこの場所あたりにつきましては、一応それ

ぞれにご確認をされていると思いますので、今後わかりやすいような検討を今後またしてまいりたい

というふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） わかりやすいという部分ではですね、今、命のバトンというのが一番家に

おるときは一番わかりやすい、紙であればどこに置いたかわからないというのが現状だと思います。

３００円ぐらいらしいですので、取り組む不都合があるのかどうかということですよね。３００円だっ

とたら、取り組めるのではないかというふうに私は思いましたが、取り組めない理由があるかどうか

というのを含めてですね、ちょっとお答えいただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭德君。 

○福祉部長（岩尾昭德君） お答えいたします。 
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命のバトンにつきまして、議員おっしゃいましたように、データ的には記載されているデータにつ

きましてはほとんど変わっておりません。写真もこの中に、ケースの中に写真も入れてわかるように

しておりますので、そういった面での保管につきましては、命のバトンと同じようにですね、わかり

やすいような状況で考えておりますし、現在配付させていただいております人数で今申し上げました

ような人数に配付させていただいておりますので、これまでもそのような形で経費も使わせていただ

いておりますので、今後どちらのほうが有効的に活用していただくかということも含めまして、今後

また検討してまいりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） これで、一般質問は終わりました。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会といたします。 

午後１時５６分 散会 
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議 事 日 程（第４号） 平成２３年１２月１５日（木） 午後２時 開議 

                                   

日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 各常任委員会の審査報告について      質疑、討論、表決 

日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について  議決 

日程第４ 発議第６号 「議会活性化調査研究特別委員会の設置」について 

 

            上程、趣旨説明、質疑、討論、表決 

 

                  午後１時５９分 開議 

 

○議 長（大田黒英生君） これから、本日の会議を開きます。 

 

     日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 諸般の報告をします。本日の議事日程並びに報告内容及び平成

２３年第５回大津町議会定例会の会議録は、議席に配付のとおりです。 

 

     日程第２ 各常任委員会の審査報告について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第２、各常任委員会の審査報告についてを議題とします。委員会審査

報告書は、議席に配付のとおりです。これから、各常任委員会における審査の経過並びに結果につい

て、各委員長の報告を求めます。経済建設常任委員長坂本典光君。 

○経済建設常任委員長（坂本典光君） こんにちは。ただいまから、経済建設常任委員会に付託されま

した案件について、委員会での審査の経過並びに結果をご報告申し上げます。 

当委員会に付託されました案件は、議案第６２号、議案第６３号関連、議案第６５号、議案第６７

号の４件です。当委員会は審議に先立って、９日の午前中に関係する２カ所の現地調査を行い、その

後、委員会Ｂ室で、執行部より説明を求めながら審議を行いました。以下、その審議経過の概要と結

果を要約して申し上げます。 

議案第６２号、大津町農村レクリエーション関連施設の指定管理者の指定について。午前中の岩戸

の里温泉での永野社長を交えての聞き取り調査は次のようなものでした。現地調査において、岩戸の

里温泉での永野社長及び執行部に委員が質疑した記録です。委員より、高森温泉館の決算と岩戸の里

の決算を合わせたものが株式会社高森温泉館の決算であるが、高森温泉館の損失の部分はどうされる

のかとの質疑に対して、永野社長より、高森温泉館の全体の６割は宮崎県からの来館者である。しか

し、鳥インフルエンザ、口蹄疫、大雪の影響などの要因により来館者が激減したため大幅な収入減と
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なった。未払金が１千９００万円ある。そのうち１千６００万円がＪＡのＡ重油代で、支払いが不能

となった。５０円台が８０円から９０円になった。その支払い分について、私の責任で担保を設定し

て１０年間で支払っていくということでＪＡさんのほうと契約を交わしたとの答弁がありました。委

員より、別法人をつくって大津だけでいくということ、高森温泉館は３月委託終了後に解散するとい

うことかとの質疑に対して、永野社長より、３月の委託期間満了後解散するということだとの答弁が

ありました。委員より、高森の入館者数はどれくらいかとの質疑に対して、永野社長より、高森の前

年度は１３万人から１４万人で、大津町が約１６万人である。高森の入館料は、町外大人４００円、

子ども２００円、町内大人２００円、子ども１００円。この中から５０円は入湯料として温泉館から

町へ入湯料を支払っているとの答弁がありました。委員より、法人登記はされているか、されていれ

ばその資料を提出いただきたいとの要求がありました。永野社長より登記簿のコピーが配付されまし

た。委員より、現地説明会へは２社参加されているようだが、もう１社はどこかとの質疑に対して、

執行部より、三共協立（山鹿市）が現地説明会に参加したが、申請はなかったとの答弁がありました。

委員より、鳥インフルエンザ、口蹄疫、大雪の影響で１４万人に減ったということだが、その前の年

の入館者数は何人かとの質疑に対して、永野社長より、約１８万人であるとの答弁がありました。委

員より、対策は取ったのかとの質疑に対して、永野社長より、高森町と協定書を交わしている。燃料

代の変動、リスク分散で町と協議してとなっていたが、残念ながら今回のことについては町は見ない

ということだった。お客さんが１人でも千人でもＡ重油は同じ量必要である。ただし、委託を受けた

期間中は何とか業務を全うするとの答弁がありました。委員より、ボイラーの稼働時間は何時間かと

の質疑に対して、永野社長より、高森は１８時間、大津は１２時間であるとの答弁がありました。委

員より、大津町は以前は２４時間ではなかったかとの質疑に対して、永野社長より、私も最初びっく

りした。業者にも確認したが、その必要はない。必要な時間だけでよいということであった。以前は

業者任せの部分があったのだろう。職員間でもできるだけ化石燃料に頼らないで環境に配慮しながら

経費節減に努めるという意識を持ってやっているとの答弁がありました。委員より、大津の納入業者

に支払いが遅れたとのことだが、そのことについて説明してほしいとの質疑に対して、永野社長より、

支払いは月末締めの翌々月払いとなっている。それで２カ月から３カ月の遅れが１件あった。お肉屋

さんである。突発的なボイラー故障があり、その支払いがあったため、お肉屋さんにも事情を説明し

て待ってもらった。それ以外には１週間から１０日ぐらいの遅れがあった分があるは、現在は遅延な

くやっているとの答弁がありました。委員より、地域の食材活用や町民の雇用について、そうしなけ

ればならないという内容の覚え書きがあるのとの質疑に対して、執行部より、指定管理の審査の項目

では、地元の地産地消と地元雇用ということで審査基準の中に入れているが、努力はしてもらうが１

００％ということではないとの答弁がありました。委員より、燃料をＪＡから取っていたが支払いが

滞ってきて安いところを選ぶのは仕方ないのではないかとの質疑に対し、執行部より、以前はＪＡと

取り引きしていたが、経費削減部分で経営努力と思うとの答弁がありました。委員より、高森農協へ

の未払いを永野社長個人が払うということだが、担保はあるのかとの質疑に対して、永野社長より、

実家の不動産を担保として、高森農協と契約を交わしているとの答弁がありました。 
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さらに午後から委員会Ｂ室においての審議の内容は次のようなものでした。 

委員より、現在の岩戸の里温泉である総合交流ターミナルの補助金、起債の残高は現在どうなって

いるかとの質疑に対して、執行部より、現時点で国庫補助金残が３億８千万円、起債残高が１億３千

９００万円で、合計５億１千９００万円となっているとの答弁がありました。委員より、施設の売却

は可能か。建物の耐用年数の残存年数はとの質疑に対して、執行部より、前述の補助金返還及び起債

の繰上償還が必要となる。鉄筋コンクリートの建物であり、耐用年数が５０年、うち１４年が経過し

ているところであるとの答弁がありました。委員より、午前中の聞き取り調査で、高森温泉館におけ

る負債整理は社長の実家の不動産を担保にし、返済の契約がなされ、社長個人が責任を持って整理す

るということだが、覚え書きの内容を説明願いたい。また、高森町は指定管理料を１千４６０万円支

払っているが、２３年度はいくら払っているかとの質疑に対し、執行部より、覚え書きでは岩戸の里

の従業員は全員新会社に引き継ぐこと。営業、設備、備品については、新会社に無償で引き継ぐこと。

高森の温泉館の負債については、新会社には引き継がないし、大津町に対しても一切の迷惑を掛けな

いこと。岩戸の里の資産は新会社に引き継ぐことを記載し、三者で確認している。２３年度に高森町

が支払う指定管理料は１千４５０万円であるとの答弁がありました。委員より、指定管理者選定委員

会の議事録は、当委員会に提出できるのかとの求めに対して、執行部より、選定委員会委員長に提出

可能か確認する。なお、選定委員会の内容を説明すると、委員の数は７名である。うち２名が役場外

部からであり、委員長は副町長である。公募を行い、申請者に対し現場説明会を経た上でプレゼンテー

ション及び審査会を開催し候補者を選定する。なお、審査基準については、大分類から小分類に分け、

項目ごとに２点から配点があり、すべてが普通なら６０点となり、すべてが優秀の場合は１００点で

ある。今回は６５点で、普通以上となったとの答弁がありました。 

ここで、選定委員長の許可をもらったとして執行部より議事録が配られました。委員より、交流ター

ミナルの管理運営に関する協定書の内容を説明願いたいとの質疑に対して、執行部より、管理業務の

内容、指定管理者の責務、指定管理機関、リスク分担、事業報告、個人情報保護、議事の協議等につ

いての説明がありました。委員より、リスク分担の金額設定の３０万円のみが判定基準かとの質疑に

対し、執行部より、不可抗力、資金調達などの種類、内容ごとに分担を決めている。３０万円の金額

については、近傍の類似施設と比較して設定しているとの答弁がありました。委員より、指定管理者

が修繕等を行った実績はあるかとの質疑に対して、執行部より、平成２１年度とが温度指示計、補給

水管、薬注ポンプ等８カ所の修理で１４３万２千円、平成２２年度がポイラーバーナー、歩行浴濾過

器、誘導灯など７カ所で９９万５千円、平成２３年度が現在までで調整ポンプ、ジェット浴ブロワ、

製氷器など８カ所で９９万８千円の修理交換を実施しているとの答弁がありました。委員より、管理

業務内容にある設立当初の目的である都市と農村の交流、農業振興、町民の健康増進などはどのよう

なことが具体的に行われたかとの質疑に対して、執行部より、温浴利用によるパワーリハビリ、ふれ

あい公園を利用したグラウンドゴルフ大会、各種サークル活動交流、売店やレストランにおける地元

畜産物の利用、岩戸納涼祭の開催、大菊土地改良区の田んぼの学校などによる地域活性化を図ってい

るとの答弁がありました。委員より、協定書８条の業務報告は提出されているかとの質疑に対して、
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執行部より、毎月提出されている。利用者数、売り上げの推移などについて確認しているとの答弁が

ありました。委員より、継続審議にして、３月に結論を出すということにしたら問題はあるかとの質

疑に対して、執行部より、引き継ぎの関係もあり、期間的に間に合わないと思われるとの答弁があり

ました。委員より、今日決定できない理由があるのか。高森温泉館の負債の件に関しては整理ができ

ていると考えるがとの意見がありました。委員より、健康増進等の目的達成、支払い遅延の件、職員

の検討なども必要ではないかとの質疑に対し、執行部より、指定管理を導入するまで岩戸の里を運営

していた大津町振興公社のときには、毎年赤字が累積し、平成２０年度の公社解散時には資本金にか

なり食い込んでおり、経営が成立していない状況だった。平成２１年度から現指定管理者に代わり、

民間のノウハウで大幅な重油節減をはじめとする経費削減、アイデアを活かした各種イベント開催に

よる集客を図られ、結果それまでの利用客減少に歯止めを掛けられていると思うとの答弁がありまし

た。委員より、直営では成り立たないということかとの質疑に対して、執行部より、平成９年度から

平成１３年度まではどうにか黒字だったが、平成１４年度以降赤字が累積しはじめ、平成２０年度に

おいては登記純利益で１千７５０万円の赤字、期末処分利益で３千５００万円の赤字となり、経営を

断念したところであるとの答弁がありました。委員より、永野社長に直接確認したいことがあるので

入室願いたいとの要求があり、別室で待機していた永野社長が入室されました。委員より、新会社は

資本者が４０万円だが、運転資金は回るのかとの質疑に対し、永野社長より、地元を中心に２００万

円の増資計画がある。契約後、実行する予定であるとの答弁がありました。委員より、取引業者への

支払いサイトは早くならないかとの質疑に対して、執行部より、前の会社の方針で、月末締めの翌々

月払いにしていたが、新会社においては町内取り引きについては翌月払いで行いたいと考えていると

の答弁がありました。委員より、覚書第３項で大津温泉岩戸の里の資産は、乙に無償で譲渡するとあ

るが、大津の決算書にある純資産４００万円が新会社に移るという意味かとの質疑に対して、永野社

長より、そのとおり、税法上は連結決算であるが、大津・高森それぞれ決算し、通帳も岩戸は岩戸で

別管理しているとの答弁がありました。委員より、流動資産も含めるということかとの質疑に対し、

永野社長より、そのとおりであるとの答弁がありました。委員より、２４年３月末の試算の見込みは

どうかとの質疑に対して、永野社長より、これからシーズンなので現金で２００万円から３００万円、

備品等も含めて現状より増加できると思うとの答弁がありました。委員より、資料の提出もあり、管

理業務内容実績も高森の負債問題なども理解できたので、結論を出してもよいのではないかとの意見

が出され、採決の結果、議案第６２号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

なお、私がここで発表しました議事録等については、これは全てであります。 

次に、議案第６３号、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）について、農業委員会関係

では、質疑はありませんでした。農政課関係では、委員より、九電の地役権設定の期間はいつまでか

との質疑に対し、執行部より、送電線がある限りということで、何年間ということはないとの答弁が

ありました。委員より、目３農業振興費の水田地域営農体制整備支援補助金の補助率はどうなってい

るかとの質疑に対し、執行部より、県費が５０％、町が１０％、地元が４０％との答弁がありました。

商業観光課関係では、委員より、交流センターの地盤改良は、必要なことは９月の契約後、掘ってみ
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てわかったのかとの質疑に対して、執行部より、４月に発注した実施設計でわかり、９月発注の工事

の契約には含んでいる。設計を積み上げた段階でわかった。発注時にはその分を含んで発注し、最後

の外構工事の分が不足となったとの答弁がありました。委員より、外溝は発注時点では入っていなかっ

たのかとの質疑に対して、執行部より、交流センターは本体建築工事、機械設備工事、電気設備工事、

外構工事の４本の発注をする。本体建築、機械、電気工事の発注は終わり、外構工事が未発注で残っ

ているとの答弁がありました。委員より、備品にはピアノは入っているかとの質疑に対して、執行部

より、今のところ交流センターは防音の施設がないので入っていない。オークスプラザは音楽関係に

ついてはできない。交流センターについては、どれぐらいの音楽ができるのか、防音装置がないので

どうなるか検討したいとの答弁がありました。環境保全か関係では、質疑はありませんでした。道路

整備か関係では、委員より、２９ページ１５工事請負費で減額する場所はどこかとの質疑に対して、

執行部より、後迫の町道後迫北通線であるとの答弁がありました。都市計画関係では、質疑ありませ

んでした。下水道課関係でも質疑はありませんでした。 

採決の結果、議案第６３号関連は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議案第６５号、平成２３年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第３号）について。委員

より、新小屋区の管路工事の今後の計画はどうなっているかとの質疑に対して、執行部より、今年の

概算要望では、平成２４年度に計画している。今後は、区長と協議を進めていきたいとの答弁があり

ました。 

採決の結果、議案第６５号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議案第６７号、平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）について。委

員より、工事箇所の減の理由は何かとの質疑に対して、執行部より、一人暮らしの高齢者などで最終

的に同意が得られないところだとの答弁がありました。委員より、同意がなければ工事はしないのか

との質疑に対して、執行部より、その通りだとの答弁がありました。 

採決の結果、議案第６７号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定にご賛同

をいただきますようお願い申し上げまして、経済建設常任委員会の報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 文教厚生常任委員長鈴木ムツヨさん。 

○文教厚生常任委員長（鈴木ムツヨさん） こんにちは。ただ今から文教厚生常任委員会の委員長報告

を行います。 

 当委員会に付託されました案件は、議案第６３号関連、議案第６４号、議案第６６号、請願第５号

の４件です。当委員会は、１２月９日午前１０時より、傍聴者があり大会議室で執行部に説明を求め

ながら審議を行いました。以下、審議の主な経過と結果について要約してご報告申し上げます。 

議案第６３号関連は、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）についてです。福祉部健康

福祉課。委員より、災害時要援護者地域支え合い体制づくり事業について、東日本大震災によって災

害時の支援の関心が高まっているが、長期的な整備計画はあるかとの質疑に対し、執行部より、今回

はモデル事業として行うもので、若草児童学園を中心に、楽善、日吉が丘、松古閑地区を含め、福祉
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避難場所と地域、社協、町で災害時要援護者の体制づくりを進めています。１１月には災害時要援護

者等の避難訓練を実施しました。今後、北部、南部地区の福祉施設を中心に計画していきたいと答弁

がありました。委員より、東日本大震災では民生委員も犠牲になっている。消防団には補償があるが

民生委員の補償はどうなっているかとの質疑に対して、執行部より、民生委員は県の非常勤職員とし

て補償制度はあります。今後、地域と連携して体制づくりを検討していきたいと答弁がありました。

委員より、障害福祉サービス事業の４千９００万円の増額の内容はどのようなものか。また登録者数

は増えているかとの質疑に対して、執行部より、介護給付費の施設入所者支援事業費と訓練等給付費

で就労移行支援事業費などが増えている。町内で約２００名の方が登録されており、当初より約４０

名増えていると答弁がありました。 

福祉部保健医療課。委員より、子ども医療費の増額の理由は何かとの質疑に対して、執行部より、

小学６年生までを対象とした制度に変更はありません。子どもの増加が主な要因です。対象は４千３

００人ぐらいで、平成２２年度が対前年比６.６％、平成２３年度が６.５％伸びていると答弁があり

ました。委員より、年輪ピックに従事した職員は何人か、けがされた方はどうだったかとの質疑に対

して、執行部より、開催期間中約８０人の職員が従事した。サッカー競技で選手のケガは、熊本県下

の種目別に見て一番多かったが、救護体制を整えていたので、それにより対応したとの答弁がありま

した。 

教育部子育て支援課。委員より、家庭的保育事業については事業を開始したい人と、その中にファ

ミリーサポートの経験者はいるか。また、今後箇所数の増加は考えないかとの質疑に対して、執行部

より、平成２３年度の研修参加者は９名で、そのうちの半分は経験者です。今年度は２カ所を開設し、

県や他市町の状況を見ながら待機児童解消のために増やせたらと思うと答弁がありました。委員より、

事業のメリットはわかるが、デメリットについて検討したか。また、制度の充実と併せて親の責務に

ついても検討したかとの質疑に対して、執行部より、デメリットについては、この事業が個人経営と

なることから密室化すると、集団の交流が薄いなどが上げられるが、助言や指導する家庭的支援者と

連携保育所との月１回程度の交流や集団生活の場の体験などによる対応を図っていく。親の責務につ

いては、親材育成は育ちのステップを家庭に配付するなど連携や周知を行っていくと答弁がありまし

た。委員より、大津保育園増設により園児が多くなっているが、運動会や発表会等には狭いと思う。

他の場所で実施することは検討されたか。人数に見合った適正規模があるので、今後検討していただ

きたいとの質疑に対して、執行部より、今年度の運動会や発表会は保護者と相談の上、園で実施する

ことに決定した。運動会については、園児にとっては十分な広さがあるが、見学される保護者等が来

られると混雑する。発表会については、保護者の混雑を避けるため、一部と二部に分けて実施するこ

とになった。他の場所で実施すると園児に大きな負担等がかかる。今後も保護者と相談しながら検討

していくと答弁がありました。 

教育部学校教育課。委員より、小学校費のいきいき芸術体験教室実施委託について、勧奨だけでな

く体験もできるような内容か。また護川小学校は体育館の音響が悪いが大丈夫かとの質疑に対して、

執行部より、昨年も大津北小学校で清和文楽を行ったが、子どもたちが人形を操る体験をする機会が
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あった。今回もＤＯＹＯ組の皆さんと一緒に歌ったりするような体験の場があると思う。また、開催

する護川小学校では、校舎の多目的ホールを使用すると答弁がありました。委員より、学校施設の整

備についてですが、大津東小学校には職員トイレが男女別でない状態だ。女子用のトイレをつくる検

討はされているかとの質疑に対して、執行部より、本年度学校施設の整備方針の計画を立てており、

大津東小学校については最優先で整備したいと思っていると答弁がありました。 

教育部生涯学習課。委員より、社会教育費の報償費増額について何かとの質疑に対して、執行部よ

り、増額の大部分がスポーツ関係です。報奨金は町民の方と団体が全国大会出場される際に交付して

いる。増加の傾向で、団体が１回１０万円なので、全体的に団体の出場数が増加している。また、個

人での部門も増加しているとの答弁がありました。 

採決の結果、議案第６３号関連は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議案第６４号、平成２３年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてです。

委員より、出産一時金の増額について、出生数は増えているのかとの質疑に対して、執行部より、国

民健康保険被保険者の出産一時金は年間５０人ぐらいで、前年度も同様であるとの答弁がありました。 

採決の結果、議案第６４号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議案第６６号、平成２３年度大津町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてです。委

員より、新聞に熊本県の高齢者虐待が増加していることと、特に施設での虐待が目立つことが報道さ

れたが、大津町の状況はどうなっているかとの質疑に対して、執行部より、県では毎年虐待の調査を

実施して、現時点までに大津町の施設において虐待の報告は上がっていない。虐待防止については、

毎年のケアマネージャー研修会において、高齢者虐待マニュアルに基づき研修を行っており、１１月

は虐待防止月間ですので、広報紙に児童、ＤＶ、高齢者、三担当課で掲載し、住民への周知を図って

いると答弁がありました。 

採決の結果、議案第６６号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、請願第５号、３０人以下学級実現義務教育費国庫負担制度拡充に係る請願についてです。紹

介議員より請願の趣旨説明、内容説明があり、委員より国庫負担を多くせよと言っても、去年と今年

は事情が違う。国は補償問題で大変だ。増税等がある。震災の復興財源のときである。この請願が出

てきているが、間が悪い。今は復興が第一である。国庫３分の１でも回っている。今は、皆が一歩ず

つ引かないと復興にはつながらない。教育は特別という考えはおかしいと思う。多数の方が亡くなら

れた。ＯＥＣＤと比較しているが、世界と比較して劣っている。世界と戦えないなら、根本的に変え

ないといけない。大津町として、なぜ３５人学級を３０人学級にとなってしまったのかと考えたら、

学級崩壊等があり、少人数がやりやすいということですか。家庭の義務を怠り、こんなことまでも学

校で教えなければならないのかということもあるようです。人に迷惑を掛けることをわからない子ど

ももいます。どうも思わない人たちは３５人から３０人になっても常識はできません。家庭教育がま

ずが第一です。子どもへいい環境をつくってあげたいですが、限られた財源です。国は厳しいですと

意見があり、紹介議員より、被災地を含めた地域の負担も大きいと思われます。子どもは国の宝です。

先生の負担も５人違うと随分違うと言われます。ＯＥＣＤと比較するのは、菊池郡市は足並みを揃え
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ていこうということで、世界と戦っていくためＯＥＣＤと比較しています。教育には力を入れていっ

てほしいです。大津町内でも格差が出ていると思われます。地方が３分の１はおかしいということを

毎年意見書を出していくことが必要ですと意見がありました。 

採決の結果、請願第５号は全員賛成で不採択とすべきものと決しました。 

当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定にご賛同

賜りますようお願い申し上げまして、文教厚生常任委員長の報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 総務常任委員長大塚龍一郎君。 

○総務常任委員長（大塚龍一郎君） こんにちは。ただいまから、総務常任委員会に付託されました案

件について、委員会での審査の経過並びに結果をご報告います。 

当委員会に付託されました案件は、議案第６０号、議案第６１号、議案第６３号関連と継続審議の

請願第２号、請願第４号の５件であります。１２月９日執行部に説明を求めながら議案の審議を行い

ました。以下、議案の主な経過と結果を要約してご報告いたします。 

議案第６０号、大津町暴力団排除条例の制定について。委員より、条例制定後にどのような取り組

みを考えているか。新しい組織等を設立するのですかとの質疑に対し、執行部より、町は大津町不当

要求行為等の防止に関する条例や大津町が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要項等を制定し、

暴力団等の不当な介入の排除を行ってきた。今後は、まちづくりの一つとして町民や事業者にも運動

に参加するようの呼びかけを行い、相互に連携して暴力団の排除に努めたい。また、新しい組織を設

立することは考えていないとの答弁でありました。委員より、不当要求行為等に関する条例とはいく

つありますかとの質疑に対し、執行部より、平成１７年に大津町不当要求行為等の防止に関する条例、

平成２２年に大津町が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要項を制定している。また、平成１

１年６月に公共工事からの暴力団排除に関する合意書、平成２２年１１月に大津町が締結する契約等

からの暴力団等の排除に関する合意書を大津町大津警察署と締結し、暴力団等関係者の排除に対して

連絡協力体制を強化していますとの答弁でありました。委員より、暴力団は資金源を立つことが重要

と考えるが、警察は暴力団についてどのあたりまで把握していると思うかとの質疑に対し、執行部よ

り、資金源を立つことは重要なことだと認識しています。そのため、町では条例や要項を制定すると

ともに、大津警察署と連絡協力を実施している。警察がどのあたりまで把握しているかは不明だが、

町は町営住宅入居時や公共工事の契約に紹介を依頼しているとの答弁でした。委員より、公共事業の

契約で元請けと下請けの契約では暴力団関係者の関与はわかりますかとの質疑に対し、執行部より、

指名競争入札は町内中心で、条件付き一般競争入札も県内に限る等、ある程度の情報や県の指名停止

の確認等は行っている。各事業課において下請け契約の確認はしておりますが、暴力団関係の確認は

困難であります。今後は注意したいとの答弁でありました。 

採決の結果、議案第６０号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

議案第６１号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について。委員より、

今回の改定にあたって、民間給与との比較についてだが、事業所規模が５０人以上の民間事業所を対

象とした調査が基になっているとの説明だが、その中で大津町内にある対象事業所の平均給与などは
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わかっていますかとの質疑に対し、執行部より、月例給等の民間給与等の格差については、人事院と

熊本県人事委員会、それぞれの民間給与実態調査の結果に基づくものですが、大津町など市町村単位

で調査したデータはありません。そこで、人事院や県人事委員会による調査結果が広く民間事業所の

給与の状況を反映したものとなっております。人事委員会を持たない市町村では、これらに準ずるこ

とが一般的となっていますとの答弁でした。 

採決の結果、議案第６１号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

議案第６３号関連、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）について。 

総務課関係では、委員より、選挙ポスター掲示場の設置についての謝礼はどのような方法で行って

いるのか。土地所有者の同意は取ってあるのかとの質疑に対し、執行部より、土地の所有者等に対し

て５００円相当の謝礼とともに文書に依頼をしている。周知については、さらなる徹底をしていきた

いとの答弁でした。委員より、投票時間を以前と比べて１時間繰り上げたが、財源はどれくらい捻出

できましたかとの質疑に対し、執行部より、人件費約３０万円節減することができましたとの答弁で

ありました。委員より、車検切れで職員の免許証更新の確認はしていますかとの質疑に対し、執行部

より、車検切れはありません。免許証更新の確認は各課で行いましたとの答弁でありました。委員よ

り、建物災害共済掛金について、美咲野小学校等は建設中だが、いつからの分か。保険の契約相手は

との質疑に対し、執行部より、３月執行予定なので３月からの分である。建物の構造や大きさに掛金

が決まる。全国町村会との契約であり、比較的安価になっている。地震は対象になってないとの答弁

でした。 

税務課関係では、委員より、償還金利子及び割引料の補正額１００万円についての質疑に対し、執

行部より、平成２１年度及び平成２２年度の１２月以降の実績による見込額ですとの答弁でありまし

た。 

住民課関係では、委員より、パスポート申請が始まったが、受付件数について質疑があり、執行部

より、１０月は申請件数が６８件、交付件数が４２件、合計１１０件の受付を行いましたとの答弁で

ありました。 

人権推進課関係では、委員より、職員１名減とのことであるが、住民サービスの低下になっていな

いかとの質疑に対し、執行部より、係長が一人減であるが、課長が兼務している。現在のところ問題

はないと考えているとの答弁でありました。 

なお、議会事務局、企画課関係では、質疑ございませんでした。 

採決の結果、議案第６３号関連は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

請願第２号、建設に働く仲間と地域経済を救うルールづくりに関する請願について。６月、９月議

会での継続審議の請願であります。平成２１年１２月議会で公契約条例の検討との一般質問の中で、

野田市、川崎市で条例制定がなされていますが、運用面では市職員を増員しての対応がなされている。

今後とも調査研究をさらに進めたいとの答弁がありました。小規模工事等契約希望者登録制度の施行

も始まり、入札参加資格申請をされていない法人または個人事業者にも小規模な工事や修繕等の公共

事業に積極的に参加していただくため登録を受付をしているところであります。 
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採決の結果、請願第２号は全員賛成で不採択すべきものと決しました。 

請願第４号、公共交通機関の存続へ向けＪＲ九州等に係る経営支援策の継続を求める意見書に関す

る請願書については、９月議会からの継続審議の請願であります。ＪＲ九州が１０月３１日発表した

平成２３年９月連結中間決算は、３月の九州新幹線全線開業と新駅ビルオープンなどの効果で売上高

１千５５１億円、前年同期比１２.４％増、最終利益７３億円、同じく６２.９％増の大幅な増収増益

となっています。鉄道運輸収入は７１０億円、２３.４％の増、新幹線が２０３億円増となり、在来線

のマイナス部分を差し引いても１３４億円の増加であります。博多駅ビルの賃料収入で４０億円の増

収もあります。ＪＲ九州の決算は、過去最高の売り上げとなっております。 

採決の結果、請願第４号は、全員賛成で不採択すべきものと決しました。 

当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定にご賛同

いただきますようお願い申し上げまして、総務常任委員長の報告といたします。 

○議 長（大田黒英生君） 以上で、各常任委員長の審査報告は終わりました。 

 これから各常任委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 経済建設常任委員長の報告の中の議案第６２号に関しまして質疑をいたしま

す。 

念を押すように以上がすべての議事録でありますとか説明がありましたけれども、その中で不足す

る部分というものを私は考えました。不足する部分とは、町の条例にきちんと照らし合わせて、その

指定管理者の選定が正しいかどうかというふうな町の法律でもあります条例に照らし合わせたという

ような報告は中にはなかったように感じます。条例というものは、その、例えば公の施設に関わる指

定管理者の指定手続き等に関する条例、また指定管理者選定委員会条例、また今回大問題となってお

りますこの総合交流ターミナル条例というものがありますので、この目的、どう町民に対してメリッ

トがあるのか、そういったものを照らし合わせないと、ただ単にどこが赤字だからだとか、黒字だと

か、そういった数字の足し算、引き算だけではないんですね。町民に対してメリットがあるかどうか

が一番の大義名分にあたる、賛成の、採択の理由になるのではないかと考えます。ですから、そういっ

た意見がない場合、委員会主義を取っている我が議会といたしましては、委員の発言を促すような委

員長の再拝が必要になるということです。そこが委員会の委員会たる付託される案件ではないでしょ

うか。特に経済委員会におかれましては、俗に言う１年生議員さんと言う方が３名もおられますので、

導いていい意見を出して、そしてこの議会でまた審議してもらうというきちんとしたそういった流れ

がないと、委員会主義自体が、ただ委員会の採択で、採択したから本会議でも必ず賛成されるんだぞ

というような甘っちょろいものにならないように慎重審議が足らなかったと思いますので、もしその

点が抜けていたならば答弁をお願いしたい。 

また、そういった意見は導かない、全然意見も出ません、条例は関係ないというふうであるならば、

そこの点の委員長のご意見をお伺いしたいと思います。 

以上、質疑いたします。 
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○議 長（大田黒英生君） 経済建設常任委員長坂本典光君。 

○経済建設常任委員長（坂本典光君） この委員長報告というのは、委員会における、先ほど申しまし

たように議事録に則り報告するのが委員長の報告でございまして、それから法令によりまして委員長

報告では委員長は自分の意見は禁じられております。そういうことでございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６２号に関しまして、反対の立場から討論をいたします。 

私は、開会時にこの６２号関連の資料を提出願いたいということを申し述べました。そして、この

議会が始まる直前にその資料を執行部からいただきました。何とタイミングがいいことでしょうか。

昨日、休会でしたので中日もあったわけですから、一昨日あたりに渡されたならば詳しく内容を見る

ことができたと思います。先ほど質疑いたしまして、条例は関係なかったみたいですので、どうもそ

の委員長の答えというのが、議員必携あたりを読まれてないのかなというふうに思いました。ですの

で、ここで少々長くなるかもしれませんが、私が思うデメリット点というものをここで皆様方にお聞

き願い、判断していただきたいと思います。 

まずは、この６２号関係につきましては、条例がいくつもあるわけでございます。ですから、その

条例をきちんと照らし合わせて、そしてその指定管理者制度による運営が正しいかどうかということ

を明確に示さなくてはならないと思います。実際、我々が岩戸の里温泉センター、総合交流ターミナ

ルのことをこう言いますけれども、設置というところにおきましては、都市と農村の交流を促進し、

町民の健康増進及び町の農業の振興活性化を図るため設置するとあります。すなわち、町民の健康増

進及び町の農村の振興と、こういったところは要点でありまして、これについて有効だったかどうか

という審議が一番の目的だと思います。こういったものにも照らし合わせてないというふうになりま

すれば、町民の多大なる税金が使われた施設であります。そして、特にこの施設におきましては、農

林水産省のほうから、この点につきましてははっきり覚えておりませんが、ウルグアイラウンドのと

きかなんかだったと思うんです。そういったときに農村の方々に、第一産業の方々に理解を求めなが

ら、そしてまた職の場をいろんな形で、ここの施設は思いがこもってつくられた施設であります。で

すから、その当初の目的というものを達成するために、我々の税金を使って修繕をして、３年間で約

３千万円ですか、そういったお金を使ってでも存続させてきた施設であります。しかしながら、委員

長報告によりますれば、町民の健康増進、また農業の振興と活性化を図るためという設置目的につい

ては、何ら申し述べられてないということは、ただ単に高森温泉館が赤字だったということに気を取

られてしまい、本来の目的を逸脱している。達成されていない審議がなされたのではないかなと。一

生懸命委員さんがされたのはわかります。しかしながら、そういった基本的なもの、目的があってで

きた施設というものは、町民にデメリットがないようにするのが我々議員の監視監督の義務でありま
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す。町民の負担というものは、税金だけではありません。入湯料も当初３００円から４００円になっ

ております。私は、このことについて多くの町民の方々に意見を聞きましたけれども、４００円なら

行かんばいとと。３００円で菊池に行くならよかお湯のいっぱいあるというふうなことを聞きます。

まさに恥ずかしい限りであります。そしてまた、問題になりますところが、その指定管理者と町との

契約の中に３０万円以上の備品や整備費、そういったものは町が負担するというふうに書かれており

ますが、こういったものも根拠が曖昧で、私はこの指定管理のときだったですか、私は指摘しました。

２５万円とか２７万円、２８万円するのは、わざと業者に３０万円以上の値段を書かせて、そして町

に払ってくださいというふうな可能性があるよと。実際、そういった情報を私は入手しておりますが、

係に行ってそれはやめさせろといった経緯さえもあるのです。ですから、この３０万円というものも

曖昧でありまして、本来であるならば、その指定業者が負担すべきものか、町が負担すべきものかと

いうものは、この議会で審議してもらえればきちんと判断できるものであります。これも非常におか

しい点であります。そしてまた、その温泉センターという性質上、入湯税を免れておられます。指定

管理者というものをつくり立てた場合、もう町の経営ではなくなったということになりますれば、入

湯税は徴収すべきではないでしょうか。またこういったものも今回の契約の中で更新されたのか、そ

れとも入湯税は払いなさいというようなことをちゃんと言われたのか、それもわかりません。そして

また、さっきの説明の中では、支払いサイトの問題です。業者に対して２カ月半とか、いろんな形で

滞っているところが肉屋さんが１件あったと。私の知るところによりますれば、１件ぐらいではあり

ません。２件も３件もあるんです。ただここで固有名詞は言われませんけれども、現在もあるんです

よ。そういったうそをついているということです。実際それをきちんと調べれば、すぐわかることで

しょう。このうそで、大きなほかのうそも出てくるのではないかと考えられると思います。そしてま

た、この指定管理者選定、指定についてですね、この選定基準というものがきちんとありまして、そ

の中の第４条の２あたりは、経費の縮減が図られる、これは努力したという説明がありました。とこ

ろが第４条の３は、そういった管理業務を安定的に行うために物的能力及び人的能力を有しているこ

とというものがここの選定基準に書いてあります。能力がないから赤字を出すのではないでしょうか。

能力がある人は、そういったＡ重油ですか、高騰に耐えられないということで赤字を出したという何

かいいわけだったそうですけれども、そういった場合は、例えば高森町の場合は、町のそういった指

定管理を受けているならば、その実状というものをすぐに町と相談して、議会に諮ってもらって改善

を要求するべきです。のうのうと赤字を垂れ流したわけです。ですから、高森町議会で大変な議論に

なったということでありますので、非常にこの点についても能力の欠如があると考えます。そして、

選定の特例として総合的に判断するものということで、指定管理者の選定委員会の議事録を今日渡さ

れました。この中を見てみますれば、この選定委員会条例の中には、外部有識者２名を含む７名で組

織するということで、その２名というものが税理士さんと弁護士さんが入っております。あとは町関

係者であります。副町長が委員長でありますけれども。この中で、教育長は欠席だったということで、

過半数以上の出席ということで６名で審議されたと。多くの意見は、この税理士さんと弁護士さんに

よって発言がされております。なかなかやはりプロフェッショナルな質疑が出ているなと思いました、
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これを読んで。そして、この中で採点結果報告及び候補者選定という中では、最低点が５７.８、要す

るに６０点、これも曖昧な基準でありますけれども、達してない人がおられるということです。恐ら

く私の感からするならば、このどちらかの人ではないかなと考えられます。実際、この中の意見でも

ですね、高森温泉館は約２千万円の赤字。資本金は１０万円しかない。どうなるのでしょうかという

ふうな質疑とか、大津町にとってトラブルにならないかということを、いろんな質疑をされておりま

す。実際、３年間の契約であったのならば、３年目の最終日までに、そういった業者に関する借金で

すね、借りた金は返さなければ泥棒です。ですから、３月３１日までに完済必ずするべきということ

も今回の任期満了につきましてはきちんとしなければならない部分であります。言うならきりがない

ぐらい実は出てくるんでありますが、この高森温泉の借金ですね、ＪＡがほとんどだということです

けれども、銀行からお金を借りた場合は１千８００万円、１千９００万円、２千万円ですね、それぐ

らい借りたならば、相当な金利が付いて、その返済に輪を掛けてしまいます。しかしながら、こういっ

た借金というものには金利は付きません。ずるいんですね。かといって金融機関は恐らく貸さないで

す。担保がないところには貸しません。ですから、金融機関にこの会社を、この代表者がする会社を、

この会社に１千万円、２千万円貸しますかと聞いてみればすぐわかりますよ。貸しませんと言います。

そして特にこの代表者の方は金融機関に勤めておられた方ですので、そういった割り振りというもの

はかなり上手にされるほうかもしれませんね。しかしながら、ずるさというものといいようなそういっ

た工夫というものは別物であります。そして、また公募に難があります。１社しかその公募に来られ

なかったということを書いてありますけれども、この委員さんの中でも１社で判断をしかねるという

ふうな意見が書いてあります。まさにその通りです。その公募の仕方に難がなかったのかなというふ

うなことも考えられます。実際、温泉センターをタダで貸しますよと言っているんですね。タダです

よ、タダ、タダで貸します。しかし、民間のノウハウを持って経営を安定軌道に乗せてもらいたいと

いうことが３年前の約束でありましたので、この３年間過ぎたならば、実はその検証を行って、より

よい方向に進めなくてはならないというものが我々自治体経営のポイントでありまして、こういった

施設のコストの計算と管理の重要な点の１つであります。そしてまた、皆さまも知っておられるとお

り、この少子高齢化におきまして、自治体のコストはまだまだ増えることでしょう。ですから、今つ

くっております中央バス停とか、そういったところの交流センターやいろんなところも増えるのはい

いですけれども、そういった維持管理費は大変になっています。この温泉センターもかなり老築化が

進んでおりますので、まだまだコストは嵩むと考えられます。そういった今後の計算書あたりは本来

ならば出さなければならないと私は考えます。この自治体運営のコストを増やすようなことはやって

はいけない。ということは、この中で、今日もらいました資料の中で、指定管理者の責任ともうしま

すか、協定書というものがきちんとありますけれども、この協定書の中身さえも、本来ならば３年後

にはきちんと更新させて向上させなければならないということです。実際、大津のこの交流センター

が黒字が出たということになるならば、町に対してその会社の取り分と町に納める寄附なり何なり、

どういった形でもいいですから、そういったものも設定するのも一つの考え方かもしれません。そし

て、また逆に給料制にしたりとか、ほかの利益分は町にすべて納めていただく、そういったことをし
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なければ、町民の方はとてもじゃないが納得されないと思います。 

今申し述べましただけでも、ちょっと私がメモした程度でありまして、本来まだまだ出てくるもの

と考えられます。ですから、３年間過ぎたならば４年目からはもっともっと向上した形で指定管理者

というものと契約をしなければならないということです。何らこのままだったならば、一企業を設け

させるために我々の税金が、３年間で約３千万円だったですか、ある程度その我々の一般財源を出し

たのが。恐らく今後３年間で３千万円できかないのじゃないですか。相当な持ち出しですよ。３千万

円といったならば、福祉や教育に使おうと思うならば、もう諸手をあげて喜ばれると思います。そう

いった額をほとんどの方がもう行かれなくなった温泉センターに使う、今後も使っていきますよとい

うようなことを宣言しているようなものです。ですから、この６２号に関しましては、採択すべきで

はないと思います。皆様方の議員になられたときにマニフェストあたりで皆さんはいいことを書かれ

ておりましたので、議員の議員たる資質を持って、この６２号に関しましては反対をお願いしたい。 

そして、まだまだ時間はありますので、公募の仕方をもっと広めて、よりよき企業を連れてきて、

町民の方々が、あそこに行ったかいって、大津のセンターはよかばいって、ほかの町村よりもよかば

いと言われるようにできるような、資本力がある、能力がある経営者、そういった企業を連れてこよ

うじゃありませんか。まだ時間はあります。これは蹴ってもどうもありません。もっともっと向上す

ることを我々は目指さなくてはならないということであります。 

以上、私の討論でありますが、どうか議員各位の方々が議員になられた当時のマニフェストを思い

出されて、正義感を持って賛成、反対、きちんと言っていただきたいと思います。議員各位のご賛同

をよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論はありませんか。 

 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 私は、請願第４号、公共交通機関の存続へ向けＪＲ九州等に係る経営支援

策の継続を求める意見書に関する請願書と、請願第５号、３０人以下学級実現義務教育費国庫負担制

度拡充に係る請願について、委員長報告に対して反対の立場から討論を行います。 

まず、最初に請願第４号、公共交通機関の存続へ向けＪＲ九州等に係る経営支援策の継続を求める

意見書に関する請願書についてです。ＪＲは、旧国鉄事業の再生として、交通使用の中での激しい競

争に耐え得る事業体変革、国民生活充実のための重要な手段としての鉄道の役割と責任を果たすこと

を目的とされています。ＪＲ東日本、ＪＲ東海及びＪＲ西日本は、健全な事業体として自立、完全民

営化が果たされています。しかし、ＪＲ九州、ＪＲ四国、ＪＲ北海道及びＪＲ貨物は、最初から赤字

が見込まれ、経営安定基金の運用益を赤字補てんに充てられています。会社発足から２４年が経過し

た現在も安定した経営基盤を確立するまでには至っていません。しかし、経営努力としてＪＲ九州は

当初社員数１万４千９３７人だったが、平成２３年には８千４１０人と、約６千５００人社員数を削

減されています。業績、２３年度を言われましたが、平成２２年度の鉄道事業損益はマイナス１２２

億円で、営業外損益７８億円、基金運用益１１１億円で、経常利益は４６億円となっていました。基

金運用益は当初７.３％でしたが、平成２１年は２.９％になっており、年々減少しています。地域の
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利便性向上を図るため、昭和６２年以降新駅を６２駅設置ほか２枚キップ、４枚キップなどの企画商

品の設定により人口減少下でのお客様収入の確保に努められています。インターネット予約システム

による割引切符もあります。大津町では、南北の大津駅の自由通路ができませんでしたが、機動式を

歩けるようＪＲと町の交渉において１１月７日より通れるようになりました。踏切の危険な通路を通

らなくなり、毎日３０人以上の人が便利さを共有されています。また、高校が２校あり、多くの学生

が定期券で通学しています。通勤の方の利便性にも大変貢献されています。しかし、朝の混雑以外は

お客様が少ないのが現状です。高齢者など交通弱者の足として地域に根ざした鉄道の果たす役割は大

きくなるものと考えられます。維持のため赤字額の補助を産交バス株式会社、九州産業交通へ出して

います。平成２２年は約２千８６４万円でした。ＪＲ４社の経営の自立、完全民営化への支援が必要

と考えます。 

次に、請願第５号、３０人以下学級実現義務教育費国庫負担制度拡充に係る請願について。公立義

務教育小学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律及び地方教育行政の組織及び運営に係る

法律の一部を改正する法律が今年の４月２２日に施行され、小学校１学年のクラス定員が４０人から

３５人に改正された。小学２年生から中学３年生までは４０人のままです。しかし、都道府県教育委

員会が定める学級編成基準について、学校設置者はこれに従わなければならないとされている点を緩

和し、標準としての基準とすることとなっています。熊本県は、小学１、２年生は３５人学級として

いますが、熊本市は独自に小学１、２、３年生と中学１年生を３５人学級としています。請願の趣旨、

理由の中に、文部科学省が実施した今後の学級編成及び教職員定数に関する国民からの意見書募集で

は、約６割が小中高校の望ましい学級規模して２６人から３０人を上げています。理由としては、一

人一人の子どもの勉強に先生がより丁寧に対応できるからが約８０％となっています。経済協力開発

機構ＯＥＣＤ２８カ国加盟の１学級当たり児童生徒数、小学校、日本２８人、ＯＥＣＤ平均２１.６人、

中学校、日本３３人、ＯＥＣＤ２３.７人、教員１人当たり児童生徒数、小学校、日本１８.８人、Ｏ

ＥＣＤ１６.４人、中学校、日本１４.７人、ＯＥＣＤ１３.７人となっています。２０１０年の統計で

日本は２８カ国の中で最下位でした。少人数学級のメリットは、一人一人の学習の進み具合に合わせ

た授業ができる、児童生徒の授業での発言や活動の機会が増える、教員がゆとりをもって子どもに向

き合える、教室に余裕が生まれ、学習環境が向上する。子ども同士の話し合い活動がうまくいく等が

上げられています。学校現場からは９割の教員が「もっと子どもたちと一緒の時間がほしい」、「授業

基準の時間が不足していると感じている」の割合が９０％を超えています。昨日、東小学校の研究発

表で主体的に学び合う、高め合う児童の育成、豊かな読みの力、表現力につながる教材の工夫、ＮＩ

Ｅ実践研究発表で公開授業を視察しました。１年から６年生までＮＩＥが取り入れられた授業が展開

されていました。小学１年生が新聞をとちょっと驚きでした。少人数できることの多くを学びました。

各自治体は、独自に３０人、３５人少人数学級を推進できるということで、地域格差が発生していま

す。義務教育です。国が２分の１、地方が２分の１が当たり前だと思います。子どもたちが全国どこ

に住んでも一定水準の教育を受けられることが憲法上の権利です。 

以上、委員長報告に反対の立場で討論いたしました。議員各位のご賛同をお願いします。 
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○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

 松永幸久君。 

○１３番（松永幸久君） 私は、請願第４号の公共交通機関存続へ向けＪＲ九州等に係る経営支援策の

継続を求める意見書に関する請願について、委員長報告は不採択でございましたので、賛成の立場か

ら討論申し上げます。 

今回のＪＲ九州さんの９月の連結決算では、中間決算では、先ほど委員長報告にもありましたとお

り２年連続の増収増益、経常利益でも、あるいは純利益でも過去最高だというふうに言われておりま

す。確かに、先ほど鈴木議員のほうから基金運用も含まれているというふうなことがありましたけれ

ども、基金運用が含まれていても、いなかったとしても、やはりその会社の中の事業としての利益と

いうのは、やはり動かせない事実であります。そういう中で、今回の６０数億円の純利益を出してい

る会社にこれ以上、また公共団体が補助をするというのは不自然であるというふうに思われます。そ

ういう意味で、私はこの委員長報告に賛成の立場を表明させていただきます。議員各位の賛同をよろ

しくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） 私は、議案第６２号関連、大津町農村リクリエーション関連施設の指定管理者

の指定について、賛成の立場で討論したいと思います。 

今回のこの状況を見てみますと、募集期間は平成２３年９月１日から９月３０日となっています。

周知方法は、全国を対象に町のホームページ、町役場正面掲示板、町の広報紙、西日本建設新聞とい

うことで周知をされております。また、現地説明会を９月２１日に実施され、総合ターミナルで２社

が参加しております。ただ申請者が１社だったということです。そういったことで、もしこれが否決

され閉館という立場になればですね、先ほど委員長報告でありましたように、補助金の返済額が約３

億８千万円、町の起債残が１億３千万円ということで、５億１、２千万円の町負担ということも考え

なければなりません。もし以前の公社という形に戻すとしても、前回のように赤字出している状況の

中で、これに出資する会社、団体はないものと考えております。２番目にですね、公社から引き継い

だ後、岩戸温泉という形で今経営されておりますけれども、毎年若干ではありますが黒字として経常

されているということは、若干の、以前に比べて経営努力の一端ではないかなというふうに考えます。

そういったことから、何らかの問題点は確かにあるかもしれませんが、閉館という最悪の状態にはし

てはならないかなということを考えますと、ぜひこの第６２号関連についてはですね、賛成の立場で、

議員皆さんの賛同をお願いしたいと思っております。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

 金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） 私は、請願第５号、委員長報告に対して反対する立場で討論を行いたいと思い

ます。 
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私はかつて一般質問の中で教育現場における先生たちの状況、先生たちが一番大切にしたい子ども

たちと一緒にいる時間がないくらい多忙きわまりないこと、それから家庭での授業の準備、そして授

業以外の活動、公文書に対する回答、その他多くの業務がなされているということを明らかにしまし

た。それはとりもなおさず、未来を担う子どもたちにとって何が必要であるかを訴えたかったからで

す。少人数学級を実施している学校では、例えば大阪府教育の教育委員会の調査では、算数における

繰り上がり、それから国語におけるひらがな、漢字などの基礎学力の向上に役立ったという結果が出

ています。それから、授業への集中、積極的参加、宿題や家庭学習といった面でも、その効果は表れ

ているという検証がなされております。また、山形県教委の調査では、不登校が減少したという結果

も出ています。このような現実を見ても、３０名以下学級の実現は、一人一人の子どもたちを大切に

する教育の、いわば大前提と言ってもよいのではないかと思います。さらに、委員長報告でありまし

た東日本大震災の復興、確かに今の日本にとって最重要課題であるということは言うまでもありませ

ん。しかし、国はそれだけではなくも国防、外交、福祉、教育など、あらゆる方面でその責務を遂行

することが今大切じゃないかと、国の責務ではないかと、そういうふうに思うわけです。被災した子

どもたちも含めて、むしろそうした子どもたちをもっと手厚く義務教育費の国庫負担を拡充し、県・

市町村の負担を軽減させ、等しく教育の機会均等を与える必要がある。そのことを国に訴えていくこ

とは大変重要であると考えます。 

議員各位のご賛同をよろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 討論の案件が何件かありますので、ちょっと討論の方法が交錯しますのでわ

かりづらいところもあるかもしれませんが、本来、今後改善をしなければならないと思いますが、順

番に行いたいと思います。 

第１番目に、議案第６１号、いわゆる町役場職員の給与の切り下げの議案であります。今回の条例

改正案は、いわゆる人事院勧告に準拠しまして職員給与を引き下げる。この間、公務員の給与引き下

げは１９９９年からもう１０年以上も一貫して引き下げられてまいりました。その引き下げの最大の

理由は、いわゆる民間労働者の賃金が下がったからということにあります。とりわけ小泉構造改革以

来、製造業に被正規労働が野放しにされ、このことによって民間の労働者の賃金給与は、まさに減少

をするばっかりであります。民間賃金が下がるから公務員給与を下げ続ける、本当にそういうことで

日本全体にとっていいことがあるだろうかと思うわけです。しかも引き下げられた財源が東日本の大

震災の財源に上積みされるという補償は全くありませんし、それどころか、もう我々国民、庶民には

復興に名を借りた増税が押しつけられようといたしております。また、日本人の賃金が高いから外国

に企業が出ていってしまう、いわゆる空洞化論にこのことが使われておりますが、これは全くのごま

かしだと言わなければなりません。我が日本は先進国の中でも唯一この十数年来賃金が下がり続け、

ＧＤＰも伸びない。そして、物価の下落によって、いわゆる相対的にドルに対して価値が上がり続け

て、今日の異常な円高となってしまいました。このままでは１ドル５０円台まで上がるだろうという
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学者もおります。このような、いわゆるどん底に向かった賃金切り下げ競争、民間が下がるから公務

員も下げる、公務員も下がったから民間もさらに下げる。これはまさにどん底、行き着く先がないと

いう状況であります。これを改善するには、労働者の賃金給与を上昇させながら、いわゆる底上げを

図る。そのことによって物価を上げていかないと、異常な円高も是正することはできないと確信しま

す。地方において公務員の給与が中小企業に比べて確かに恵まれているのは誰もが否定できない事実

だと思いますが、公務員バッシングをいくら強めても、民間賃金の引き上げにはつながらない。さら

に、賃金切り下げの口実にしかなっていないということであります。世界の公務労働者の人数は、先

ほど来出ておりますＯＥＣＤの比較で人口千人当たり、ヨーロッパのフランスでは８８人、あのアメ

リカでも７８人、ドイツで５５人、我が日本は千人当たり３２人という最下位であります。また、人

件費の比較も出ております。日本の公務労働者の人件費は先進２３カ国平均の６割、これまた最下位

となっております。公務労働で働く皆さんが国民、町民の暮らしと福祉増進のために誇りを持って職

務に励まれること、このことを願い、また応援をする立場からこの給与引き下げ条例に反対を表明す

るものであります。 

次に、議案第６２号、いわゆる大津温泉、岩戸温泉の指定管理者の選定問題であります。この現在

指定管理者になっているものは、株式会社南阿蘇観光高森温泉館でありますが、この会社は高森町の

高森温泉を２期６年に渡って指定管理としてやっておられたようであります。この高森温泉の運営は、

決算書も見せてもらいましたけど、大変な状況であります。高森温泉の問題として、委員長のほうか

ら報告がありましたが、大幅な入館者の減少と、重油の高騰と、重油をほかに安いところと切り替え

ることも、町との申し合わせでそれも叶わなかったということでの１千９００万円の累積赤字という

ことで、このことは社長の個人が担保を提出して解決の目処が立っているということを確認いたしま

した。 

一方、大津温泉、岩戸温泉のほうは、この２年間の実績で４１３万円の累積黒字が経常されており

ますが、このうち固定資産が２３３万円ですので、純粋の現金預金では１８０万円の流動資産、黒字

となっております。私もこの問題は大変悩ましい問題として、当初継続調査をしたらどうかというこ

とで申し上げたところでありますが、しかしよくよく考えてみれば、今からではなかなかその新たに

公募をしてということは難しいと思ったところであります。そこで、この指定管理について、まず法

律的に問題があるのかどうかということでありますが、指定管理者選定委員会の議事録も配付されま

したが、選定委員の中に顧問弁護士、または町内の信頼に値する税理士さんも入って検討された結果、

全員一致で認定をされております。つまり法的にはクリアがなされている。また、新たに公募の問題

がありますが、決算書を見る限り代表取締役の報酬は年間で３３０万円であります。あそこの温泉館

を運営して、長時間労働をして、３００万円か４００万円か５００万円ぐらいの報酬で運営するのは

並大抵なことではないと思ったところであります。 

そこでもう一つ、理屈が通るかどうか考えたわけでありますが、高森で発生した赤字は岩戸の温泉、

あるいは大津町のほうには迷惑はかけないということで、担保がなされております。 

それから、業者への支払い遅延の問題でも、委員会の答弁で、少なくとも１カ月程度で決済をする
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と答弁がなされております。議会での答弁でありますので、効力が有効であると考えます。 

それから、高森町の事情がどうもあるようであります。高森町の議会議事録を取り寄せて読んでみ

ましたが、高森温泉は、もう平成６年に開館をして、１７年経過し、起債の償還も全て終わっておる

ということです。町長の答弁の中で、指定管理を今後公募しても、たぶん応募がないということが予

想されると。じゃどうするか。高森では、町の直営に戻すか、あるいは民間への賃貸しにするか、あ

るいは売却と、この３つしか考えられないという答弁でありました。じゃ我が大津町ではどうかとい

うことですが、売却は５億円の返済をすれば売却もできますが、事実上はできません。それから、町

の直営に戻すことは、いわゆる公務員が経営に乗り出しても、とても経営が改善するとは考えられま

せん。また、民間に賃貸しをしたとして、果たして借り手があるとは私はとても考えられないと思う

わけであります。 

ですから、今後３年間株式会社南阿蘇観光に委託をしながら、本来の目的である都市間の住民交流

や農業振興、また何よりも町民の健康増進、このことがさらに進展をするように、町執行部は情報の

収集、利用拡大の支援、こういうことが求められておると思います。我々議会も当然そのことを今後

検証していかなければならないと思います。最終的に、やはり選択肢としては、この指定管理者に経

営をお願いするしか、今、選択の道はないと思うわけで、賛成の討論とするものであります。 

次に、請願・陳情でありますが、最初に請願第２号、建設に働く仲間と地域経済を救うルールづく

りに関する請願、これは私が紹介議員として提出をしたものであります。この請願の最大の眼目は、

公契約条例の制定であります。千葉県と川崎市、既に２つの自治体で公契約条例が導入なされており

ます。ヨーロッパの先進国では、ほとんどこの公契約条例が制定、導入がなされているそうでありま

す。簡単に申し上げますと、今、行政が道路や、あるいは建物や、こうした公共建築物、またそのほ

か委託、こういった町民の税金、国民の税金、そういう財源を使って公共事業をやっているわけです

が、例えば建物で入札の結果、どこどこ建設に発注をすると。ところが、今交流センターをつくって

おりますけど、そこで働いておられる労働者の賃金には全く町は関与をしない、知らない、私には責

任がないというのが今の行政の態度であります。しかし、町民のために、町民の税金を使って、町民

の、町内の経済活性化を図るために行う公共事業が、そこで働く町民の給与がいくらたたかれようが、

いくら下げられようが行政は、私は関係ありませんというようなことを続けていったら、まさに町民

の暮らしに責任を持たないということになるわけです。ですから、千葉県の自治体では、例えば、今、

職人さんの給料が、１日の賃金が１万３千円から１万５千円だとしたら、せめてその７割、１万１千

円か２千円を最低限としてきちんと払われているかどうかを確認をする。そのことによって、労働者

の賃金が補償される。本来、出したお金がほかのところに使われないように、賃金の分はちゃんと賃

金に回るようにというのが公契約条例の最大の眼目であります。本来、委員会としてですね、私は何

回も継続になったんですから、先進地に行って、私は勉強をしてほしかったと思います。先進地を研

修して、それでもこれこれこうでだめだということであれば、私も納得をしますが、継続の結果、書

類だけを見て不採択とするのはいかがなものかと思います。ですから、私は委員長報告では不採択と

なっておりますが、原案に賛成の立場から、委員長報告に対して反対をするものであります。 
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最後に、請願第５号、３０人以下学級実現義務教育費国庫負担制度拡充に関わる請願、委員長報告

では不採択となっておりますが、私は採択すべきということで委員長報告に反対の討論を行います。

本来、教育費は全額国が補償するのが私は原則だと思います。ところが、小泉内閣の三位一体の改革、

この中で、いわゆる米百俵の精神をねじ曲げて教育予算を削ってきたと、ここから２分の１、国が負

担をしていたものをさらに３分の１に減らしてしまうという大改訳が進められました。３０人学級は

何よりも子どもたち、保護者の願いだと思います。我々の子ども時代とは、まさに比較にならないほ

ど教師の負担が大きくなっている、また子どもたちも忙しくなっている。この請願を採択するにあた

りまして、意見書を出したからといって国が実行するという拘束力があるものではありません。請願

の内容は、町民の利益、国民の要望でもある。この声を国に届けるだけであります。国の財政の心配

など全く無用の問題だと思います。あくまでも判断をするのは国であり、我々は地方議会に国家予算

の権限はありません。例えば、国道５７号線の早期４車線化、こういう意見書を出す場合、ほとんど

私は誰もが賛成をすると思います。その際に、国に金があるだろうかって、誰が心配するでしょうか。

これと全く同じであります。反対に、原発誘致の意見書などは、原発を誘致すれば、確かに莫大な目

先の利益、交付金が返ってきますが、あの福島を見れば一目瞭然であり、まさに利益どころか命と財

産まで奪われ兼ねない事態となっております。ですから、意見書への賛否の判断の基準は、町民の要

望か、町民の真の利益になるか、このことでぜひ判断をしていただいて、この３０人以下学級実現の

請願が採択されますよう委員長の報告には反対でありますが、原案が可決されますよう願うものであ

ります。 

以上です。 

○議 長（大田黒英生君） ほかにありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 議案第６１号に対しまして、委員長の報告どおり賛成の立場を表明いたしま

す。６１号におきましては、私はもう何度も言っていますので、地方は、地方自治体は地方自治体な

りに、その地方公務員の給与は計算すべきであり、国家公務員の給与に準ずるラスパイレス指数です

か、そういったものと照らし合わせていろいろ出されてきますけれども、やっぱりおかしいと思いま

す。そして、また今、反対の討論をされた方も、例えば６２号あたりを取り上げていっておられまし

たけれども、公務員にまた町が経営して、公務員が経営するんであるならば、とても経営が成り立つ

とは思えない。公務員は能力がないとはっきり宣言されたんですね。ということを考えれば、下げら

れて当然じゃないですか。能力がある人にはちゃんと与えるんですから。ですから、金をくれ、能力

はない、それじゃ合わんでしょう。これが町民の思いじゃないでしょうか。それが民主主義と私は思

います。そういう意味合いにおいて、私は委員長の報告に賛成するわけでありますが、民間企業あた

りは非常に苦労されて、しかしながら経営者は雇用を確保するために相当な努力をされている。そう

いったところには日が当たらない。あんたのところはふとか会社で、よか車乗ってよかなぐらいのひ

がみ根性ぐらいで判断してもらっちゃ困ります。本当に額に汗かいて動き回っておられる経営者ばか

りであります。今のこの不況の状況に立ち向かって、敢然と戦っておられる方がほとんどであります
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ので、やはりここは公務員たるものは全体の奉仕者という原点に戻りまして、大津町は大津町なりに

きちんとこの国が示したものに準じながら、この点については委員長報告どおり賛成するものと私は

考えます。まだまだこの大津町町民の所得を平均して出しますれば、公務員よりもずっと低い計算に

なります。そういったことをきちんと考慮しなければ、こういった６１号関連におきましては不毛の

ものになってしまう、町民の意見が通らないということです。ですから、６１号に関しましては委員

長の報告どおり可決するものが妥当と思います。皆様方のご賛同をお願いしたいと思います。 

そしてまた、請願第５号につきましては、委員長の報告どおり賛成の立場を表明いたします。この

３０人以下学級実現ということ、４０人が３５人になり、それからまた３０人、いろんな今議論があ

りましたけれども、線引きは一体どこにあるんでしょう。もう最終的にはマンツーマンになるしかな

いんじゃないでしょうか。だから、この請願の内容というものがＯＥＣＤとか比較するのがそもそも

間違っておりまして、皆さんも見られたか、お聞きになったことあるでしょう。例えば、おしんの時

代あたりは子どもを背中に抱いて、そして窓の外から勉強をしていたというような時代も日本はあっ

たわけです。そして、また今、人口が非常に、世界的に７０億人を超える人口でありますが、これか

ら先は発展途上国の方々がどんどん世界に出てくるでしょう。まだまだ小学校低学年ぐらいで農作業

やいろんな力仕事までやっている国はたくさんあるんですね。そういった国と比較はしないんでしょ

うか。過保護になってはいないでしょうか。そういったものも非常に心配です。大津中学校あたりに

行きますと、スローガンが掲げてありまして、「清く、正しく、たくましく」だったですか、そういっ

た形でたくましく育ってほしい。将来、成人になってこの国を担ってほしいという思いがあります。

そういったことを考えますれば、何ら線引きもない、教育の名の下にこうしたがいいだろう、ああし

たがいいだろうというような不毛の議論になりかねないということです。私は、人権の問題のときに

もこう述べたことがあります。野生動物の原則でありますけれども、鳥が飛来してきて、野がものこ

とを言いました。飛来してきて、えさを食べて、また次のえさを求めて飛んでいく。この野ガモにえ

さを与えたならば、もう飛べなくなってしまう。自然を破壊してしまうということです。本当に野性

味あふれて、たくましく育てるためには、どこかに線を引いて、たくましく育つための将来に向けて

の方策を議論したほうが私はいいと思います。全員協議会におきまして教育委員会から資料を先日い

ただきました。第三者あたりの教育に関する評価だったですか、ああいった評価の中に、家庭で教育

することを学校がこうもしなければならないのはおかしいんではないかという意見が載せられており

ました。ここは非常に重要な問題です。実際、我々が授業を受けた小学校、中学校、授業中というの

は非常に静かで、整然としていて、先生たちが威厳があって、みんなが授業を静かに受けられたんで

すね。ですから、そういった家庭教育についてこういった請願あたりも利用されたらどうでしょう。

せっかく住民基本条例あたりができております。義務教育が本当に公平に行われるために、お金では

なくて、皆様方ができること、家庭で行うべきしつけ、そういったものをきちんとされれば、３５人

だろうが、４０人だろうが、きちんとした教育はできるのではないでしょうか。そう考えます。 

以上のようなことから、請願第５号は、委員長の報告どおり可決するものと思います。議員各位の

ご賛同をよろしくお願い申し上げます。 
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○議 長（大田黒英生君） ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。４時１０分より開会いたします。 

午後３時５６分 休憩 

                    △ 

午後４時０９分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 これから採決を行います。 

 議案第６０号、大津町暴力団排除条例の制定についてを採決します。この採決は起立によって行い

ます。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告のとおり、決定することに賛成の方はご

起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６０号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６１号、大津町一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例についてを

採決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報

告のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、議案第６１号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６２号、大津町農村レクリエーション関連施設の指定管理者の指定についてを採決

します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、議案第６２号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６３号、平成２３年度大津町一般会計補正予算（第３号）についてを採決します。こ

の採決は、起立によって行います。本案に対する各委員長の報告は可決です。各委員長の報告のとお

り、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６３号は各委員長の報告のとおり可決

されました。 

 次に、議案第６４号、平成２３年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてを採

決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告

のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 
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〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６４号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６５号、平成２３年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第３号）についてを採決

します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６５号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６６号、平成２３年度大津町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてを採決し

ます。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告のと

おり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６６号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第６７号、平成２３年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第３号）についてを採

決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告

のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第６７号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、請願・陳情を採決します。請願・陳情審査報告書は議席に配付のとおりです。 

 まず、請願第５号、３０人以下学級実現義務教育費国庫負担制度拡充に係る請願の議決についてを

採決します。この採決は起立によって行います。本件に対する委員長の報告は不採択です。委員長の

報告のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、請願第５号は不採択とすることに決定しまし

た。 

 次に、請願第２号、建設に働く仲間と地域経済を救うルールづくりに関する請願の議決についてを

採決します。この採決は起立によって行います。本件に対する委員長の報告は不採択です。委員長の

報告のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、請願第２号は不採択とすることに決定しまし

た。 

 次に、請願第４号、公共交通機関の存続へ向けＪＲ九州等に係る経営支援策の継続を求める意見書
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に関する請願書の議決についてを採決します。この採決は起立によって行います。本件に対する委員

長の報告は不採択です。委員長の報告のとおり、決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、請願第４号は不採択とすることに決定しまし

た。 

 

日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第３、委員会の閉会中の継続調査申出書についてを議題とします。 

 各委員長から、議席に配付しました申出書のとおり閉会中の継続調査の申し出があっております。 

 お諮りします。各委員長の申し出のとおり、閉会中の継続調査をすることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、各委員長から申し出のとおり、閉会中

の継続調査をすることを決定しました。 

 

日程第４ 発議第６号 「議会活性化調査研究特別委員会の設置」について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第４、発議第６号、「議会活性化調査研究特別委員会の設置」について

を議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。発議第６号、提出者、松永幸久君。 

○１３番（松永幸久君） 提案理由の説明をしたいます。 

 議員発議第６号、議会活性化調査研究特別委員会の設置について（案）。別紙のとおり、会議規則第

１４条の規定により提出をいたします。提出者は、議会運営委員会の委員となっております。 

 提案理由につきましては、開かれた議会や議会の活性化等を検討するため、全員協議会で話し合い、

議会活性化調査研究特別委員会の設置が必要との声を受け、町議会の活性化に資するため調査研究を

行う目的で議員全員で特別委員会を設置したいので、地方自治法第１１０条及び委員会条例第５条第

１項の規定により議決を求めるものであります。 

 議員各位のご賛同をよろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 以上で、提出者の趣旨説明は終わりました。 

 これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 
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 これから採決を行います。発議第６号、「議会活性化調査研究特別委員会の設置」についてを採決し

ます。この採決は起立によって行います。発議第６号は、原案のとおり決定することに賛成の方はご

起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、発議第６号は原案のとおり可決されました。 

 ご連絡いたします。委員会条例第８条第２項の規定によって、正副委員長の互選をお願いいたしま

す。委員会の会議を議員控え室で行います。よろしくお願いします。 

 しばらく休憩いたします。 

午後４時１９分 休憩 

                    △ 

午後４時２２分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 報告します。委員会条例第８条第２項の規定によって、議会活性化調査研究特別委員会の委員長に、

月尾純一朗君、副委員長に松永幸久君、坂本典光君、大塚龍一郎君、鈴木ムツヨさんが互選されまし

た。 

 これで報告を終わります。 

 しばらく休憩します。 

午後４時２２分 休憩 

                    △ 

午後４時２４分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 議会活性化調査研究特別委員長から委員会の閉会中の継続調査申出書が提出されました。これを日

程に追加し、追加日程第５として議題にしたいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、委員会の閉会中の継続調査申出書につ

いてを追加日程第５として議題にすることに決定しました。 

 

追加日程第５ 委員会の閉会中の継続調査申出書について 

 

○議 長（大田黒英生君） 追加日程第５、委員会の閉会中の継続調査申出書についてを議題とします。 

 お諮りします。委員長の申し出のとおり、閉会中の継続調査をすることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、委員長から申し出のとおり、閉会中の

継続調査をすることを決定しました。 

 以上で、本日の日程は全部終了しました。以上で、会議を閉じます。 
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 平成２３年第６回大津町議会定例会を閉会します。 

午後４時２５分 閉会 
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地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

     平成２３年１２月１５日 
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